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エッセイ

地震情報と SNS
古村孝志

　最近，SNS などのネット情報が多くの人々の情報源となったことに伴

い，地震の情報に関しても正しい科学の知識に基づかない言説が出回って

いるようである．たとえば，昨年 3 月の福島県沖の地震，11 月の三重県

南東沖の深発地震，そして本年 2 月のトルコ・シリアの大地震などについ

て，地震直後の不安を増長するかのように，自然の地震を悪意のある人工

的な爆発であるとするような言説が SNS 上で広まったという．このよう

なことは，地震研究所の一般公開でも見学者から何度か聞かれたことがあ

り，今に始まったことではない根の深さを感じる．

　そのようなネット投稿では，K-NET 強震計の波形画像が示され，P 波

の立ち上がりが鋭く S 波が不明瞭であることが人工地震（爆発型震源）の証拠だという主張がな

されている．データが広く公開され，だれでも波形を見る機会が増えたのは，市民参加型のオープ

ンサイエンスとして良いことだが，その一方で，データの正しい見かたがされないことには危険が

伴う．近地の地震では，時間軸が詰まっていると P 波と S 波が繋がって，人工地震のように見え

る恐れがある．高周波数成分が強調されて見える強震計（加速度計）記録ではなおさらで，正しい

見かたをするには専門的な知識や経験が必要である．

　公開データに記録された膨大な地震波形の中には，地盤の影響による特異な形を持つものもあ

る．三重県沖の深発地震を人工地震だという主張には，陸上の地震波形よりも P 波振幅が大きく

見える，相模湾の海底ケーブル地震計（平塚 ST1）の加速度波形が示されていた．トルコ・シリ

アの大地震では，S 波が不明瞭な波形として距離 2,800 km のキルギスの観測点（BTK）の波形が

出ていたが，調べたところトルコ・シリアの地震とは関係なく，近地のカザフスタンの地震だった．

たんなるミスである可能性もあるが，おそらく意図的なミスリーディングであろう．

　こうした情報を発する人々は，基本的な科学の知見を軽視あるいは曲解していると考えられるの

で，地球深部探査船「ちきゅう」でも地下 10 km まで掘れないことや，大地震のエネルギーに相

当する爆発物の量を考えると人工地震説はあり得ないことなど，科学的根拠を示しても理解しない

だろう．非科学的な主張に対して，科学的根拠に基づく議論をしてもすれ違うだけだろうし，この

ような記事もそういう人々には無視されるだけだろう．SNS 上のいかがわしい言説ではなく，科

学に基づく正しい情報発信を続けることで，多くの人たちに地震と防災に関する正しい知識が伝わ

ることを強く望む．

［ふるむら　たかし］
現職　東京大学地震研
究所教授・所長
略歴　北海道大学理学
研究科地球物理学専攻
博士課程修了．北海道
教育大学助手・講師・
助教授，東京大学地震
研究所准教授・教授，
東京大学大学院情報学
環総合防災情報研究セ
ンター教授を経て，
2023 年 4 月より現職
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1． は じ め に

　2022 年 1 月 15 日 13 時頃（日本時間），南太平
洋トンガ諸島のフンガ・トンガ－フンガ・ハアパ
イ火山（Hunga Tonga-Hunga Haʼapai，以下，フ
ンガ火山と呼ぶ）で大規模な噴火が発生した．こ
の噴火に伴い，日本をはじめ，世界各地で津波が
観測された．この津波は，通常の地震により生じ
る津波とは異なる，特異な特徴を持っていた．
Kubota et al.（2022）では，津波の発生と伝播の
数値シミュレーションを通じ，この特異な津波の
発生と伝播のメカニズムについて議論した．本稿
では，今般の噴火と津波について概要を簡単に紹
介したのち，Kubota et al.（2022）が提示した津
波の発生と成長と伝播のメカニズムを解説する．

2． フンガ火山の活動と 2022 年噴火の 
タイムライン

　フンガ火山は，南太平洋のトンガ海溝沈み込み
帯の火山帯に位置する火山であり，これまで
1912 年，1937 年，1988 年，2009 年，2014～2015
年に噴火が生じたことが報告されている（Global 
Volcanism Program, 2022a）．フンガ火山は，も
ともとフンガ・トンガ島とフンガ・ハアパイ島の
2 つの島であったが，2014 年 12 月から 2015 年 1
月にかけて生じた噴火活動により，2 つの島が一
体化し，フンガ・トンガ－フンガ・ハアパイ島と
なった（図 1）．
　2022 年 1 月の噴火を含む一連の活動は，2021
年 12 月 20 日に開始し，2022 年 1 月 5 日にいっ
たん収束したものの，1 月 14 日に活動再開し，

翌 15 日の 13 時頃（日本時間．現地時間では 1 月
15 日 17 時頃）に大噴火に至った（Global Volca-
nism Program, 2022b）．気象衛星の解析から，噴
煙が上昇した最高高度は 50 km を超えたと推定
されている（Carr et al., 2022; Proud et al., 2022）．
噴火後，衛星の観測から，一体化していた 2 つの
島は再び 2 つに分かれたことも明らかとなった

（図 1d）．
　噴火後には，ニュージーランド国立水圏大気研
究所（National Institute of Water and Atmospheric 
Research，NIWA）と公益財団法人日本財団に
より，トンガ噴火海底マッピングプロジェクト

（NIWA-Nippon Foundation Tonga Eruption 
Seabed Mapping Project，TESMaP）が立ち上げ
られ，海底地形の詳細な調査が実施された（日本
財団，2022a，b; Williams et al., 2022）．この調査
によると，山の側面の地形変化は小さかった一方
で，火山の中心部のカルデラは噴火前に比べて約
700 m 陥没し，周辺エリアの地形も大きく変化し
ていた（日本財団，2022b）．

3． 過去の類似の大規模噴火： 
1883 年クラカタウ火山噴火

　今回の噴火と類似の海洋島での大規模火山噴火
イベントとして，1883 年にインドネシアのクラカ
タウ（Krakatoa）火山の噴火がある．この噴火
では，世界の気圧計と潮位計が変動を観測したこ
とが報告されている（Scott, 1883; Symons, 1888，
図 2a，b）．1883 年の噴火における気圧と潮位観測
点の位置を図 2a と 2b に示す（Symons，1888）．
これに対し，フンガ火山の噴火における，アメリ
カの Incorporated Research Institutions for Seis-
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図 2　 1883 年の噴火時における（a）大気圧観測点（赤丸）と（b）潮位観測点（青丸）の位置（Symons, 
1888），および，2022 年の噴火時における（c）IRIS の微気圧計（チャンネル LDO）の観測点の
位置，および（d）IOC の潮位観測点の位置．それぞれの噴火における火山の位置を黒三角で示し
た．青逆三角は DART，S-net，DONET の海底水圧計観測点の位置を示す

図 1　 フンガ・トンガ－フンガ・ハアパイ島の全景．それぞれ，（a）2014 年 2 月，（b）2016 年 5 月，
（c）2020 年 11 月，（d）2022 年 2 月のもの．画像は Google Earth より取得．Copyright: Maxar 
Technologies

（a）

（c）

（b）

（d）
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mology（IRIS）による気圧観測点を図 2c に，
Intergovernmental Oceanographic Commission

（IOC） sea-level station monitoring facility による
沿岸潮位観測点の位置を図 2d に示す．この図か
ら分かるように，今般の噴火では 1883 年当時よ
りもはるかに多くの観測点においてデータが得ら
れた（なお，今般の噴火においては，ここに示し
たほかにも多数の観測点がある点に注意されたい

（たとえば，日本気象協会，2022; ウェザーニュー
ズ，2022; Liu et al., 2023）．1883 年当時に得るこ
とができたデータは，これらの波形データに加
え，現地の降灰分布の調査，目撃証言，噴火の音
が聞こえたかどうかの聞き取り調査（Symons, 
1888）などに限られていたが，今般のトンガの噴
火では，地震計（たとえば，Matoza et al., 2022; 
Tarumi and Yoshizawa, 2023），気象衛星（たと
えば，Proud et al., 2022），気象庁のアメダスの
温度計や風向風速計（たとえば，Watada et al., 

2022），宇宙測地技術を応用した電離圏の擾乱の
観測（たとえば，Themens et al., 2022）等，近
代の多種多様な観測機器により噴火に関連した現
象が詳細に記録された．これらの各種データによ
り地震学や火山学のみならず，津波工学，気象学
や海洋物理学，惑星電磁気学といったさまざまな
アプローチから本噴火に関する学際的な研究が進
んでいる．

4． フンガ火山の噴火における気圧・津波観測

4．1　気 圧 観 測
　この噴火に伴い，世界各地で顕著な大気圧変化
が観測された（図 3a，たとえば，Matoza et al., 
2022; 西田，2022）．気象衛星の観測からも，火山
から同心円状に大気の波が伝播しているのが確認
された（気象庁，2022; Watanabe et al., 2022）．
この波は大気ラム（Lamb）波と呼ばれる，大気

図 3　 2022 年のフンガ火山噴火時の世界の観測データ．（a）大気圧観測データ．（b）海底水圧観測デー
タ．（c）沿岸潮位データ．黒線は大気ラム波が 300 m/s で伝播すると仮定した場合の予想到達時
刻．緑線は海底地形から理論的に予想される津波到達時刻．それぞれの観測点の配置もあわせて
示した．火山の位置は黒三角で示している．緑色のコンター線は理論津波到達時刻（1 時間間隔）．
Kubota et al.（2022）の図を改変
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中を音速で伝わる波（より正確には，大気境界波）
の一種である（たとえば，Lamb, 1932; Watada 
and Kanamori, 2010; Nishida et al., 2014）．大気
ラム波は約 300 m/s の速度で伝播し，地球を 2 周
以上周回したことも報告されている（西田，
2022）．大気ラム波は日本でも顕著に観測されて
おり，気象庁の気圧計（気象庁，2022）や防災科
研の V-net の気圧計（Kubo et al., 2022）におい
て最大で数 hPa の気圧変化が観測された．また，
株式会社ウェザーニューズが設置した気象観測機
器「ソラテナ」（ウェザーニューズ，2022）や，
日本気象協会による微気圧変動観測網「インフラ
サウンド・モニタリング・ネットワーク」（日本
気象協会，2022）においても，顕著な気圧変化が
観測されたことが報告されている．
4．2　津波観測とその特徴
　さらに，この噴火に伴って津波が生じ，近隣の
島嶼地域に被害をもたらした．この津波は，火山
から遠く離れた世界中の沿岸地域でも明瞭に観測

された（図 3c，たとえば，Carvajal et al., 2022）．
日本の沿岸でもこの津波による被害が生じた

（Imamura et al., 2022）．さらに，アメリカ大気
海洋庁（National Oceanic and Atmospheric Ad-
ministration，NOAA）により世界の海底に広く
展開された Deep-ocean Assessment and Report-
ing of Tsunamis（DART）の海底水圧計のネッ
トワークにおいても津波が明瞭に観測された（図
3b に青逆三角で示す．たとえば，Kubota et al., 
2022; Lynett et al., 2022）．
　日本近海の沖合では，東北沖の海域の日本海溝
海底地震津波観測網 S-net（Seafloor observation 
network for earthquakes and tsunamis along the 
Japan Trench）と，南海トラフ海域の DONET

（Dense Oceanfloor Network system for Earth-
quakes and Tsunamis）の海底水圧計が津波を観
測した（図 3b の逆三角および図 4，Kubo et al., 
2022; Tanioka et al., 2022; Tonegawa and Fukao, 
2022; Yamada et al., 2022; Ho et al., 2023）．これ

図 4　 防災科研の S-net と DONET の水圧記録．（a）観測点の配置．オレンジ色の矢印は日本からみた
トンガの方向を示す．（b）海底水圧観測波形．顕著な波群を灰色線で示している．緑とピンク色
の線は津波が火山から 300 m/s および 220 m/s の一定速度で伝播した場合に予想される到達時刻
を示す．黒線は実際の海底地形に基づいて理論的に予想される津波の到達時刻を示す．Kubo et 
al.（2022）の図を改変
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らの海底水圧計が記録した津波は，大きく 2 つの
波群に分けられる．第 1 波の到達は気圧変化の開
始，すなわち大気ラム波の到達とよく同期してい
る（図 4，P1 および Q1）．さらに，第 2 波には
複 数 の フ ェ イ ズ が 存 在 す る こ と が，Kubo et 
al.（2022）や Ogiso and Tsushima（2023）  など
により指摘されている（図 4，P2，Q2，Q3）．
　今回の噴火による津波には，通常の地震によっ
て生じる津波とは異なる 2 つの大きな特徴が見ら
れた．1 つ目は，津波の第 1 波の到達時刻が，火
山を波源として地震によって励起される通常の津
波を想定した際に理論的に予測される到達時刻よ
りも数時間ほど早かった点である（図 3b，c）．
この第 1 波は大気ラム波の到来とほぼ同時刻に到
来し，太平洋での平均的な津波伝播速度（約 200～
250 m/s）よりも有意に速く伝播した．もう 1 つ
の特徴は，その継続時間が，通常の地震による津
波と比べて数日と非常に長かった点である（図
5）．過去に発生した巨大地震による津波のときの
波形と比べても，フンガ火山の噴火の場合には発
生から数日が経過してもその振幅が減衰していな

かったことが分かる．

5． 類似の現象：気象津波

　今回のトンガの津波と類似した，大気圧変化と
関連して生じる津波として，「気象津波」がある．
気象津波は，通常の，地震による（地殻変動を原
因とする）津波と同様に波長の長い海洋波（長波）
の一種である．気圧の波と津波の伝播速度が近い
値となるとき，伝播距離の増大に伴って海面変動
の振幅が大きくなる「共振現象」（「プラウドマン
効果」とも呼ばれる）が生じる（図 6，Proud-
man, 1929）．これが気象津波の原因である（気象
津波の発生メカニズムの詳細については，高野

（2014）の解説を参照されたい）．気象津波は，地
中海をはじめ，世界中で観測事例が報告されてい
る（Rabinovich, 2020）．日本で観測された気象津
波の例としては西日本で発生する「あびき」が有
名である（Hibiya and Kajiura, 1982）．東日本の
沖合で発生した気象津波が S-net により観測され
た事例もある（Kubota et al., 2021）．

6． 大気ラム波による津波のシミュレーション

　Kubota et al.（2022）では，フンガ火山の噴火

図 5　 ハワイ諸島近傍の DART 51407 観測点にお
ける，今回の噴火，および 2011 年の東北地
方太平洋沖地震，2010 年のチリ地震時の海
底水圧観測データ．オリジナルの水圧波形
を細い線で，二乗振幅による包絡線を太い
線で示す．観測点から各イベントの震央ま
での角距離Δも示してある．なお，各時系
列の最大振幅は異なる．Kubota et al.（2022）
の図を改変

図 6　 気象津波の発生と成長のイメージ．気圧変
動の移動速度 V と，津波の伝播速度 c が近
い値となるとき，共振が発生し，伝播距離
の増大とともに海面波高の振幅が成長する
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により励起された大気ラム波による海面気圧変化
が津波を駆動したと考え，気象津波の発生・伝播
シミュレーションで用いるものと同じ支配方程式
に基づいて，津波の発生と成長，伝播のシミュ
レーションを実施し，今回の噴火によって生じた
津波の発生と伝播のメカニズムを議論した．以下
では，Kubota et al.（2022）による津波の発生と
成長，伝播のシミュレーションの手法の概要とそ
の結果について述べる．
　本シミュレーションでは，まず，フンガ火山か
ら励起された大気ラム波の伝播をシミュレート
し，津波の駆動源となる気圧変化を計算した（図
7a）．本シミュレーシュンでは，解析対象となる

観測点はじゅうぶんに離れていることから，大気
ラム波の励起源を点（point source）で近似した

（以後，「点源」と呼称する）．点源に一定の継続
時間で気圧変化を与え，大気波動の伝播を記述す
る支配方程式を解いて，大気圧変化の時空間発展
を計算した．本計算における大気ラム波の伝播速
度は，大気圧観測記録（図 3a）をもとに 300 m/s
と仮定した．
　つづいて，大気ラム波による気圧変化によって
駆動される津波をシミュレーションした（図
7b）．このシミュレーションにおいて用いた支配
方程式は，気象津波と同じものである．最後に，
本シミュレーション結果と海底水圧計の波形を比

図 7　 大気ラム波の伝播速度 300 m/s を仮定した津波のシミュレーションの時間変化のスナップショッ
ト．（a）大気圧変化．（b）海面高変化．（c）水深 4 km の海を仮定した場合のシミュレーション
における海面高変化．顕著な波群を矢印で示している．Kubota et al.（2022）の図を改変
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較するため，大気ラム波により生じた大気圧変化
と津波（海面高変化に伴う海底への荷重の変化）
による海底圧力変化を足し合わせ，海底水圧計の
波形を計算した．
　シミュレーションにより得られた大気圧変化と
海面波高変化のスナップショットをそれぞれ図
7a，b に示す．顕著な海面変動として，まず大気
ラム波と同じ速度（300 m/s）で伝播する海面隆
起の波が確認された（図 7b，赤矢印）．この隆起
の波は実際の観測波形の第一波をよく再現してお
り（図 8），世界中で予測よりも早く到達した第
一波は，大気ラム波によって生じたものと解釈さ
れる．
　この第 1 波は，大気圧変化が津波を生じさせた
という点において前述した気象津波とよく似てい
ると言えるが，この波は伝播とともに増大する

「共振」が見られない．共振が発生する条件とし
て，大気圧変化の移動速度と津波の伝播速度が近
い値になることが求められる（たとえば，高野，
2014）が，今回のケースにおいては大気ラム波の
速度（300 m/s）と比べて太平洋での平均的な津
波伝播速度（200～250 m/s）には差があり，共振
が発生する条件には合致しない．したがって，こ
の第 1 波は，「共振」現象を原因として生じる「典
型的な」気象津波というよりは，大気ラム波が強
制的に海面を変動させたことにより生じた，言い
換えると「強制振動」で生じた気象津波と解釈し
たほうが良いのかもしれない．
　第 1 波に続いて，太平洋上の島嶼部を 2 次的な
波源とした微小な津波が生じている様子も確認さ
れた．この 2 次的な津波の発生は，たとえば，南
太平洋の島嶼部，ハワイ諸島，マリアナ諸島にお
いて顕著に確認できる（図 7b，黒矢印）．さらに，
津波の速度（約 200～250 m/s）で伝播する海面沈
降の波も確認された（図 7b，青矢印）．これら後
続の沈降の波と微小海面変動の成因について考え
るため，水深 4 km 一様の海を仮定し，大気ラム
波によって津波がどのように駆動されるかをシ
ミュレートしたところ，海面沈降の波は生じた一
方で，2 次的な津波は生じなかった（図 7c）．こ
のことから，後続の微小な変動は，海底地形の形

状に由来して生じたものであると解釈できる（詳
細は後述）．そして，後続の沈降の波は，海底地
形に由来するものではなく，大気ラム波に由来す
る隆起の第 1 波が周囲に伝播する際に火山周辺で
海水の体積保存により生じた海面の沈降が伝播し
たものと考えられる．
　しかしながら，実地形を考慮したシミュレー
ションによる波形と実観測波形を比較すると，第
1 波部分の再現度は高い一方で，後続部分の再現
度は低い（図 8）．たとえば，いくつかの観測点
では，第 2 波の振幅が第 1 波よりも大きいが，本
シミュレーションはそれを再現できていない．こ
のことは，実際の観測記録には，大気ラム波に由
来する体積保存の沈降の波や海底地形に由来する
津波以外の要因により生じた津波が含まれている
ことを示唆する（図 9 で後述）．

7． 発生メカニズムの考察

　今回の噴火による津波の励起メカニズムの模式

図 8　 代表的な海底水圧計観測点における，観測
波形（灰色線）と計算波形（赤線）の比較．
水深 4 km 一定の海を仮定して実施したシ
ミュレーションにおける計算波形を青破線
で示した．Kubota et al.（2022）の図を改変



2022 年のトンガ火山による大気ラム波が励起した全球規模の津波の発生と成長と伝播── 9

図を図 9 に示す．大気中では約 300 m/s の速度で
ラム波が伝播する．海面ではラム波が海水を強制
的に押し上げることにより，ラム波と同じ速度で
海面隆起の波が伝播する（図 9 中，［1］の波）．
つづいて，津波の速度（約 200～250 m/s）で伝
播する波が到来する（図 9 中，［2］の波）．この

［2］の波の励起には，大きく 3 つの要因が考えら
れる．1 つ目は第 1 波として伝播する隆起の波の
体積を保存するために生じる沈降の波である

（［2a］の波）．これは本シミュレーションでも確
認されたものである．2 つ目の要因としては，大
気重力波と呼ばれる，約 200～250 m/s の速度で
伝播する大気境界波の一種と津波の共振により生
じる波がある（図 9 中，［2b］の波，たとえば， 
Press and Harkrider, 1966; Harkrider and Press, 
1967; Watada and Kanamori, 2010）．また，噴火
に伴う海底の地殻変動（海底地形の変化や山体の
崩壊）に由来する津波が生じていたことも考えら
れる（図 9 中，［2c］の波，Heidarzadeh et al., 2022; 
Williams et al., 2022）．噴火後に実施された海底
地形の調査からは，カルデラ周辺で海底が沈降し
たことも確認されており（Williams et al., 2022），
これが津波の生成に寄与していると考えられる．
今回のシミュレーションでは，［2b］と［2c］の
波については考慮しなかったが，これらも津波の
生成に寄与したと考えられる．とくに，［2b］の
大気重力波については，その伝播速度は太平洋の
平均的な津波伝播速度に近いため，共振が発生す
る．地上気圧観測では大気重力波の振幅自体は小

さく，ほとんど確認できなかった（図 3a，Wata-
nabe et al., 2022）ものの，共振による振幅の成
長の効果により，津波の振幅に大きな貢献をして
いると考えられる．また，大気重力波は方位ごと
の伝播速度の違いが大きく，気象衛星の観測に基
づく解析からは，火山の東側に向かって 246 m/s，
西に 215 m/s の速度で伝播したと報告されている

（Watanabe et al., 2022）．この伝播速度の違いは，
共振の起こりやすさにも関係すると予想される．
実際，沿岸の潮位記録（図 3c）を見ると，フン
ガ火山から見て北西方向にある，日本の大船渡で
は第 2 波の振幅は第 1 波と同程度かわずかに大き
い程度であったのに対し，東方向にあるチリのコ
キンボ（Coquimbo）や北米のサンフランシスコ
では，第 2 波が第 1 波に比べて倍ほどに大きい

（図 3c）．このように，最大振幅に違いが生じる
原因として，大気重力波の伝播速度の違いによる
共振の起こりやすさの差が考えられうる．そう考
えると，第 2 波部分の振幅について正確に理解す
るためには，大気重力波の伝播の過程を正しく考
慮することが重要であり，そのためには気象学の
知見も取り入れることが重要となる．現在では，
現実的な大気構造を考慮した大気波動伝播に基づ
いて，津波の生成を計算するような研究も進みつ
つある（たとえば，Nishikawa et al., 2022; Mizu-
tani and Yomogida, 2023）． 
　また，4.2 節では，今般の津波は，通常の地震
の津波と比べて継続時間が長かったという特徴を
あげた．この理由について，海底地形に由来して
副次的な津波が生じていた点（図 7b，黒矢印）
を踏まえて説明する．この副次的な津波の発生を
わかりやすく可視化するため，1 次元の（x 方向
にのみ伝播する）津波シミュレーションを実施し
た（図 10）．300 m/s で伝播する大気ラム波を入
力として（図 10a），水深 4 km 一定の海（図 10b）
と海底地形に単純な凹凸を仮定した海（図 10c）
のそれぞれにおいて生じる津波を計算した．海底
地形を考慮しない場合，津波の振幅はずっと一定
である（図 10b）のに対して，海底地形を考慮す
ると海底地形に対応して津波の振幅が変化し，新
たに津波が生じる（図 10c）．このように津波が新

図 9　 噴火による津波の発生と伝播の模式図．
Kubota et al.（2022）の図を改変
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たに生じる理由について，定性的には以下のよう
に解釈できる．大気ラム波による気圧擾乱ΔP が，
一定の速度 V で移動する際に生じる津波の振幅
ηは，η＝1/{1－（V/c）2}×ΔP と表される（Proud-
man, 1929;  高野，2014）．ここで，c＝（g0h）0.5 は
津波（海洋重力波）の位相速度である（g0 は重力
加速度，h は水深）．この関係より，大気ラム波
の伝播途中に水深 h が変わると津波の位相速度 c
が変化し，津波の振幅ηが変化する．これを言い
換えると，水深が深くなると位相速度が速くなっ
て津波の振幅は小さくなり，水深が浅くなると位
相速度が遅くなって津波の振幅は大きくなる．こ
れによって，当初の大気ラム波が運んでいた津波
に重畳して，海底地形の凹凸によって新たな海面
の変化すなわち津波が生じることになる．この新
たに生じた津波は海洋重力波として速度 c で伝播
する．このような海底地形の変化に由来して生じ
る海洋重力波が，副次的に生じる津波の要因であ

る．この新たな津波の発生は，大気ラム波自体が
持つエネルギーがなくならないかぎり継続する．
これによって大気から海洋にエネルギーが継続的

図 11　 津波エネルギーの時間変化．赤線は実際の
海底地形を考えた際の津波エネルギーを，
青線は水深 4 km 一定の海を考えた際のエ
ネルギーの時間変化を表す

図 10　 大気ラム波による津波発生の 1 次元シミュレーション．（a）入力となる大気ラム波による大気
圧の時空間発展．（b）水深 4 km 一定の海において生じる津波の時空間発展．（c）水深の変化を
仮定した際に生じる津波の時空間発展．図 6 の場合と異なり，気圧の波の移動速度 V が津波の
伝播速度 c よりも十分に速い（V≫c）場合は，本図のように気圧の高い場所で海面が上昇する
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に供給され続けることとなる．
　さらに，津波により生じる運動エネルギーの総
量（津波エネルギー）ET（Tang et al., 2012）を
考える．図 7b で示した実地形におけるシミュ
レーション結果から ET を計算すると，時間経過
とともに増加した（図 11）．一方で，図 7c の水
深一定を仮定した計算では，ET は一定となった．
実地形を考慮したシミュレーションにおいては海
底地形に由来して大気からエネルギーが継続的に
供給され続けることを先述したが．これが津波の
継続時間が地震による津波よりも長くなる理由で
ある．大気ラム波による大気圧の変化は数日以上
継続したことが報告されており（西田，2022），
今般の津波の減衰プロセスも通常の津波と異なる
と考えられる．通常の地震による津波では，地震
時の地殻変動によって海底から与えられたエネル
ギーがすべてであり，基本的にはエネルギーの総
量が増加することはない．大気ラム波により生じ
る津波の減衰プロセスを正しく理解するために
は，海水（津波）の持つエネルギーだけでなく，
大気ラム波の持つエネルギーも考慮することが重
要であろう．この点は，防災上の観点からも非常
に重要な問題であり，今後の研究の進展が見込ま
れる．この津波の継続時間を詳細に理解するに
は，ラム波を含む大気波動全般の励起プロセスに
関する理解（たとえば，Tonegawa and Fukao, 
2023）や，大気波動の発生と伝播も含めた系を取
り合った研究（たとえば，Nishikawa et al., 2022; 
Suzuki et al., 2023; Watanabe et al., 2022）が重要
になるであろう．

8． お わ り に

　沖合に展開された海底水圧観測網は，これまで
地震に伴う津波の予測に非常に有用な情報をもた
らしてきた．その一方で，これらの観測網の整備
以降，今回のような大気波動を起源とする津波が
記録された事例はなく，そのデータを活用して多
くの知見が得られてきつつある．たとえば，地震
による津波においては，海底水圧記録のなかの大
気圧変化の影響は無視できるほど小さかったが，

今回の場合は大気ラム波による大気圧変化の影響
は無視できない点など，通常の地震の津波とは異
なる点も少なくない．今後の津波予測システムの
精度向上に向けては，ここまで得られてきた知見
を活かすことが必要であろう．
　他にも，津波を励起するような大気波動が励起
される条件について考えることも重要である．
1991 年 に 発 生 し た フ ィ リ ピ ン の ピ ナ ツ ボ

（Pinatubo）火山の噴火では，全球規模で大気ラ
ム波と大気重力波が励起されたことが報告されて
いる（Watada and Kanamori, 2010）．火山の爆
発の規模を表す指標である火山爆発指数 VEI

（Volcanic Explosivity Index）としては，フンガ
火山の噴火もピナツボの噴火も同程度である

（Global Volcanism Program, 1991, 2022b） に も
かかわらず，ピナツボの噴火では津波が生じたと
いう観測事実は報告されていない．どのような噴
火において大気ラム波が励起され，津波が生じる
のかを明らかにするためには，火山学の知見も重
要となるだろう．ほかにも，海底火山がどの程度
マグマを貯めているか，大気ラム波が津波との共
鳴を引き起こす条件などについても，よく分かっ
ていない点が多く残っている．将来に津波を引き
起こすような大気波動を励起する噴火がどこで発
生するかを考えるためには，さまざまな分野にま
たがった学際的な研究を進めていくことが重要で
あろう．
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1． は じ め に

　2011 年東北地方太平洋沖地震（M9.0）がもた
らした東日本大震災は，わが国の津波警報のいく
つかの課題を顕在化させ，その技術的改善や発表
方法を見直すきかっかけとなった．主要な課題の
1 つは，最初に発表した津波の高さの予測が実際
の高さを大きく下回ったことが避難の遅れにつな
がった例があったと考えられる点である（干場・
尾崎，2012）．この改善策として，気象庁はそれ
まで津波発生の監視のみに利用してきた沖合の海
底津波計の観測データを，2012 年 3 月より津波
警報の更新へ活用することを開始した．当初 35
地点による運用であったが，その後 2016 年 7 月
からは日本海溝と南海トラフに整備された高密度
な海底観測ネットワークの海底津波計の全地点の
観測データを津波情報の活用に追加した．さらに
2019 年 3 月からは，沖合の津波観測データを用
いて津波の高さを予測する逆解析手法（t-FISH）

（Tsushima et al., 2012）を津波警報の更新に活用
している．このように沖合で津波をリアルタイム
監視することは，津波の早期検知につながり，迅
速かつ確実な情報伝達により被害の軽減や避難行
動などに結びつくため，津波防災上の利点は大き
い（今村，2021）．
　本稿では，沖合で津波を観測監視して津波警報
と津波情報の発表に利用される海底津波計の原理
と観測技術について解説するとともに，これまで
に海底津波計で観測された津波の事例を振り返
る．ここでは，著者が所属する海洋研究開発機構

（JAMSTEC）が主に開発と運用をしてきた海底
観測ネットワークの海底津波計について，これま
で発表してきた研究論文や報告書などからとくに
興味深いと考える内容について，専門が地球科学

分野以外の読者にも理解できるよう平易な記述で
再編集した．さらに海底観測ネットワークを運用
しているときに得られた最新の知見ならびに将来
の展望についても述べる．

2．海底観測ネットワークと海底津波計

2．1　海底観測ネットワークの歴史
　わが国の津波観測監視は，さまざまな機関に
よって管理されている津波観測計（検潮施設な
ど），GPS 波浪計，ケーブル式海底津波計の観測
機器により行われている．気象庁が津波情報に活
用する津波観測施設のうち，ケーブル式海底津波
計に分類される観測機器の位置を図 1 に示す．わ
が国における沖合の津波観測は，海底観測ネット
ワークの開発とともに歩んできて，その歴史は
1970 年代までさかのぼる．気象庁が 1979 年に東
海沖（御前崎沖）に地震計と圧力計（海底津波計）
から構成される「海底地震常時観測システム」（気
象研究所地震火山研究部，1980）を整備して以来，
2000 年代までに日本の周辺海域に同じタイプの
海底観測ネットワークが展開された．2000 年代
までに設置された海底観測ネットワークは，海底
ケーブル通信技術を利用して沿岸から数 10 km
沖合の海底に地震計や海底津波計を数珠つなぎに
接続して海底観測を行っている．1990 年代から
はデータ伝送がアナログ方式から光ファイバによ
るデジタル伝送方式に発展的に移行している．海
底ケーブルに接続された地震計と海底津波計の観
測データは，16～24 bit の A/D 変換，1～8 kH サ
ンプリングで陸上局にリアルタイム伝送される

（藤原，2003）．海底津波計の観測データは 0.1～1
秒サンプリングとなるよう陸上局でデータ処理さ
れて，気象庁などへリアルタイム配信され，津波
情報の発表などに利用されている．

海底津波計による津波の観測監視と将来の展望
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　日本における海底観測ネットワークは現在，気
象庁，東京大学地震研究所，防災科学技術研究所，
海洋研究開発機構の各機関により運用されている．
現在は太平洋側で 200 地点以上の海底津波計で津
波の観測監視が行われているが，東日本大震災の
前後で観測点の設置数は大きく変化する（図 1

（a））．これは，2011 年と 2016 年から 1944 年東南
海地震の震源域とその西側でそれぞれ運用が開始
された「地震・津波観測監視システム（DONET）」

（Kaneda et al., 2015; Kawaguchi et al., 2015）の
51 観測点と 2016 年から 2011 年東北地方太平洋
沖地震の震源域にあたる日本海溝で運用が開始さ
れた「日本海溝海底地震津波観測網（S-net）」

（Kanazawa et al., 2016; Uehira et al., 2016; Mochi-
zuki et al., 2016）の 150 観測点が設置されたこと
による．
　DONET は，基幹ケーブルとよばれる海底ケー
ブルの途中に設置された拡張用分岐装置（ノー
ド）から約 10 km 先に観測機器を接続するシス
テムで，空間的に高密度の海底観測ネットワーク
となっている．ノード方式とよばれる DONET

は，観測機器の設置と接続に無人探査機（ROV: 
Remotely Operational Vehicle）が必要となるた
め観測点構築までの時間がかかるが，観測機器に
障害が発生したときに水中機器の交換が容易にで
きる．一方 S-net は，地震計と津波計などを 1 つ
の円筒形の容器（海底中継器）に収容して，海底
ケーブルに接続している．2000 年代までに整備
された海底観測ネットワークと設計思想は似てい
るが，たとえば 1 つの海底中継器には複数の海底
津波計を収容して故障に対する冗長性をもたせる
こと，陸上伝送路を二重化することなど，新たな
仕組みを導入することによって障害に強い海底観
測ネットワークとなっている（金沢，2016）．イ
ンライン方式とよばれるこの観測システムのメ
リットは設置の時間が短いことであるが，デメ
リットは水中部で障害が発生したときにはケーブ
ル船が必要となるので，復旧までに時間がかかる
ことである．DONET と S-net は全観測点におい
て地震計と海底津波計が一緒に設置されており，
高密度の海底観測ネットワークを構成しているこ
とも，それまでの海底観測ネットワークと比べて
革新的な点である．
2．2　沖合の津波観測施設と海底津波計の原理
　沖合で津波を観測監視する施設には海岸から近
い順に，GPS 波浪計（Kato et al., 2005），ケーブ
ル式海底津波計，ブイ式海底津波計（中田・西，
2014）などがある．ケーブル式とブイ式の海底津
波計はともに圧力計を使用しており，津波にとも
なう水深（圧力）の変化を計測する仕組みで津波
を観測する（図 2）．いずれの津波観測点からも
観測データは，リアルタイムで陸上まで配信され
る仕組みとなっている．
　GPS 波浪計は，水深がおおむね 100～400 m ま
での沖合に設置された海面ブイに GPS 受信機を
搭載し，陸上の固定基地局との相対的な位置変化
を測位することで沖合波浪と潮位を計測する．現
在，18 基の GPS 波浪計が太平洋側に加えて東北
地方の日本海側にも整備されている．GPS 波浪
計は沿岸からおおむね 10～20 km の沖合で津波を
観測できることから，2011 年東北地方太平洋沖
地震ではいち早く急激な水位上昇を観測したこと

図 1　 （a）気象庁が津波情報に活用するケーブル
式海底津波計の位置（緑色と橙色の△は，
それぞれ東日本大震災の前後に設置された
観測点），（b）南海トラフ付近の海底津波計
の位置（N-net は防災科学技術研究所の資料
をもとに作成）
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で津波警報の修正に活用された（気象庁，2012）．
　ブイ式海底津波計の先駆けは，1997 年に米国
海洋大気局（NOAA）が最初のプロトコルを開
発した DART（Deep-ocean Assessment and Re-
porting of Tsunamis）である（González  et al., 
2005）．2002 年以降に太平洋を中心に整備が進め
られ，2004 年インド洋大津波以降は他の海域へ
の設置が推進された．現在までに，世界各国の関
係機関が DART あるいは DART 技術を継承し
たブイ式海底津波計を運用しており，国際的な津
波監視体制が確立されている．わが国のブイ式海
底津波計は，東日本大震災後の 2012 年から日本
海溝東側で 3 基が整備され，S-net が設置される
2016 年まで運用されていた．
　ケーブル式海底津波計で利用される圧力計は，
圧力にともなう水晶の振動数の変化を計測するこ
とで圧力値に変換するタイプのものが採用されて
きた．わが国で最初に整備された先述の御前崎沖
の「海底地震常時観測システム」の海底圧力計の
開発では，複数の感圧方式を机上検討し，米国で
の海洋観測の実績があり機器特性に優れている水
晶振動式の圧力計が採用された（気象研究所地震
火山研究部，1980）．それ以降に整備されたケー
ブル式海底津波計でも水晶振動式の圧力計が採用
されており，御前崎沖の「海底地震常時観測シス
テム」の海底圧力計は設置から 40 年以上経った
現在でも稼働している．
　著者が所属する JAMSTEC では，1997 年に高知
県室戸岬沖に，1999 年に北海道釧路・十勝沖に

「海底地震総合観測システム」の 1 号機と 2 号機

をそれぞれ設置した（Momma et al., 1997; Hirata 
et al., 2002）．これらの海底観測ネットワークで
は気象庁と同じシリーズの水晶振動式圧力計であ
る Hewlett Packard 社のモデル 2813E を採用して
いる．このタイプの圧力計は，Thickness-Shear 
Mode Resonator（TSMR）タイプの圧力計とし
てエネルギー産業分野などで利用されている

（EerNisse and Wiggins, 2001）．TSMR タイプの
圧力計は，竹の節のような円筒内に組み込まれた
円盤が圧力を感受する機構になっている（図 3

（a））．すなわち，竹を握るとその節のところに力
が伝わるように，圧力計に力がかかると円盤内部
の水晶振動子に圧力が伝わる．Hewlett Packard

図 3　 水晶振動式圧力計の感圧機構．（a）TSMR
タイプの水晶振動式圧力計（JAMSTEC の
資料をもとに作成），（b）ブルドン管タイプ
の水晶振動式圧力計の構造（Paroscientific
社の資料をもとに作成）

図 2　沖合で津波を観測監視する機器と仕組み



18 ──地震ジャーナル　76 号（2023 年 12 月）

社のモデル 2813E の水晶振動子は図 3（a）のレ
ンズ状の箇所で，水晶振動子に直接媒体が接触し
ないように周囲は中空円筒水晶で覆われている．
水晶振動子と中空円筒水晶は単一の水晶構造のた
め，水晶振動子は外圧を一様かつ弾性的な圧力と
して感知する．水晶の振動数は温度特性をもつた
め（気象研究所地震火山研究部・海洋研究部，
1984），温度特性を補正するための圧力参照水晶
が圧力変動のない区画に収容されている（図 3

（a））．圧力検出水晶は外部圧力と外部温度を，圧
力参照水晶は外部温度を感受する．一方，圧力参
照水晶は圧力検出水晶と同一の温度－振動数（周
波数）特性としており，圧力検出水晶と圧力参照
水晶の振動数（周波数）の差分を計測することで，
温度変化の寄与を補償（補正）する仕組みとなっ
ている．
　後年に JAMSTEC が開発した DONET でも水
晶振動式圧力計を採用している．ただし，2000
年代までに整備した海底観測ネットワークで採用
された圧力計とは異なる感圧機構をもつ水晶振動
式圧力計である Paroscientific 社のモデル 8B7000-
2-005 を採用している．水晶振動子の振動数を計
測する仕組みは同じであるが，水晶振動子に圧力
を伝える機構にブルドン管を使っている（図 3

（b））．これは圧力ポートからつながるブルドン管
の先端部に装着した水晶振動子の振動数の変化を
圧力変動として計測する仕組みで動く（Houston 
and Paros, 1998）．ブルドン管を用いる圧力計で
も温度特性の補正が必要となるため，圧力計内部
には温度を計測する水晶（温度センサ）が装着さ
れている．
2．3　海底津波計の性能
　前節で述べたようにわが国の海底観測ネット
ワークは，開発した時期によって採用される圧力
計のタイプは異なるが，いずれも圧力変化にとも
なう水晶振動子の振動数の変化を計測する仕組み
で動く水晶振動式圧力計が利用されている．その
ため水頭換算で 0.1～1 mm 程度の分解能をもち，
波高が 1 cm 以下の微小な圧力変化（津波）を高
精度に計測してきた（今村ほか，1991；Hino et al., 
2001 など）．

　圧力計は海底津波計として組み立てられ，
S-net などインライン方式の海底観測ネットワー
クの場合には海底ケーブルの敷設と同時にケーブ
ル敷設船によって，DONET のようなノード方式
の海底観測ネットワークの場合には ROV によっ
て海底に設置される．インライン方式とノード方
式の海底観測ネットワークの設置後の海底津波計
の様子を図 4 に示す．図 4（a）は北海道釧路・
十勝沖「海底地震総合観測システム」2 号機の海
底津波計 KPG2 の写真で，水深 2,248 m の海底に
設置されている．写真の中央にある円筒形の容器

（海底中継器）の中に図 3（a）で示した圧力計が
収容されている．図 4（b）は DONET の MRC10
観測点の海底津波計の写真で，設置水深は 1,720 m
である．DONET では圧力センシングシステムと

図 4　 海底に設置された海底津波計（JAMSTEC
提供）．（a）北海道釧路・十勝沖「海底地震
総合観測システム」の KPG2 観測点，（b）
DONET の MRC10 観測点
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して，圧力計の他に差圧計，ハイドロフォンで海
底の水圧を計測しており，それぞれのセンサで観
測できる周波数帯域をカバーして，広帯域の水圧
観測を実施している．

3． 海底津波計で観測される津波

3．1　2011 年東北地方太平洋沖地震による津波
　本章では，これまでに海底津波計により観測さ
れた津波についてレビューする．まず地震にとも
なう津波として，海底津波計を津波警報の発表へ
活用するきっかけとなった 2011 年東北地方太平
洋沖地震を例にあげる．2011 年東北地方太平洋
沖地震の発生時には，日本の海底観測ネットワー
クはすべて稼働しており，ケーブル式海底津波計
のリアルタイム観測データは陸上に伝送されてい
た．地震発生時に稼働していた日本周辺のケーブ
ル式海底津波計を図 5 に示す．南海トラフの
DONET については，観測点の構築作業中で 10
観測点が試験運用されていた．図 5 には地震発生
から 24 時間以内に発生した余震の位置も示して
いる．津波を発生させる震源断層は余震の分布に
ほぼ一致するとみなせるので，2011 年東北地方
太平洋沖地震では南北に約 500 km，東西に約
200 km にもおよぶプレート境界で断層運動が起
こり，巨大津波の波源となったことを示唆する．
著者らは，当時日本周辺に展開されていたケーブ
ル式海底津波計と太平洋に展開されていたブイ式
海底津波計（DART）で観測された津波の観測状
況をとりまとめた（東日本大震災合同調査報告書
編集委員会，2014）．それらの観測から，本稿で
は津波波源の近傍に設置されたケーブル式海底津
波計で観測された水圧変動ならびに観測された津
波について紹介する．
　東北日本の千島海溝沿いから日本海溝沿いにか
けて，JAMSTEC，東京大学地震研究所，気象庁
が運用するケーブル式地震観測システムが設置さ
れている（図 5）．津波波源の北側に位置する北
海道の釧路・十勝沖には先述の JAMSTEC の海
底津波計 KPG1 と KPG2（Hirata et al., 2002），
東北地方の三陸沖には，1996 年に設置された東京

大学地震研究所の海底津波計 TM1 と TM2（金
沢，2000）がある．また津波波源の南側に位置す
る房総半島沖には，1985 年に設置された気象庁
の 海 底 津 波 計 BOSO2 と BOSO3（ 藤 沢 ほ か，
1986）がある．2011 年東北地方太平洋沖地震の
震源から北海道の釧路・十勝沖の KPG までは約
420～490 km，三陸沖の TM までは約 120 km，
房総半島沖の BOSO まで約 420 km ある．
　 図 6 は，3 機 関 の 海 底 津 波 計 KPG，TM，
BOSO のケーブル式海底津波計で観測された水
圧変動を波高に換算して示したものである．図 6

（a）は 2011 年 3 月 11 日から 2 日間のオリジナル
の観測波形である．KPG と BOSO は全期間の
データ取得ができているが，TM は津波が陸上へ
来襲した時点で岩手県釜石市にある陸上局が被災
して，以降の観測データは欠測となっている．地
震が発生した時刻は 14 時 46 分（以下，いずれも
JST）で，地震発生時の海底津波計には地震動な
どによる大振幅の短周期の水圧擾乱が含まれる．
したがってオリジナルの観測波形から長周期の津

図 5　 2011 年東北地方太平洋沖地震のときに運用
されていたケーブル式海底津波計（試験運
用を含む）と地震発生から 24 時間の余震分
布（赤色の○）
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波を抽出するにはローパスフィルタを適用する必
要がある．ここでは周期 120 秒以下の成分を除去
するフィルタを適用して，津波の第 1 波を含む 2
時間分の波形を抽出した（図 6（b））．
　津波波源の海底津波計 TM は，地震発生時か
ら津波が陸上局に来襲するまでの間，特徴的な水
位変動を詳細に記録している．TM1 では，地震
直後の微弱な海面低下の直後から緩やかな水位上
昇が見られる．その後 14 時 58 分頃から急激な水
位上昇を示し，5 m の波高，継続時間が 4 分のパ
ルス状の水位変動を記録している．約 30 km 陸
側にある TM2 でも，TM1 と同様に地震直後の
微弱な水位低下の後，緩やかな水位上昇に続くパ
ルス状の急激な水位上昇が 15 時 03 分頃から観測
されている．この特徴的な水位変動は，沿岸によ
り近い岩手南部沖に設置された GPS 波浪計でも
観測されている（河合ほか，2011）．震源近傍の

TM で観測された特徴的な 2 段の津波は，海溝付
近での大きなすべり量を示唆している．
　津波波源より北側に位置する海底津波計 KPG1
では，津波は 15 時 01 分頃に到達して，15 時 15
分頃に第 1 波の最大波高が観測されている．津波
は 7 分後の 15 時 08 分頃に KPG2 に到達する．
KPG1 と KPG2 で観測された津波の最大波高は第
1 波で，ともに約 0.6 m であった．
　津波波源の南側に位置する海底津波計 BOSO
は震源から KPG とほぼ同じ距離にあるため，
KPG とほぼ同じ時刻に津波の第 1 波到達による
水位上昇が出現する．BOSO2 では 15 時 05 分頃，
BOSO3 では 15 時 08 頃にそれぞれ津波の第 1 波
が到達している．津波の第 1 波の波高は BOSO2
で約 0.7 m，BOSO3 で約 0.6 m であった．図 6（a）
のオリジナルの観測波形によれば，KPG，BOSO
ともに地震発生から 1 日以上経過しても津波に伴

図 6　 2011 年東北地方太平洋沖地震のときの北海道から房総半島までの海底津波計の観測波形（東日
本大震災合同調査報告書編集委員会（2014）の図を改変）．（a）オリジナルの観測波形，（b）周
期 120 秒以下の成分を除去した観測波形（白色の△と黒色の▼は，それぞれ津波の第 1 波到達と
最大波高）
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う水圧変動を記録しており，太平洋側では津波の
影響が長時間継続していたことがわかる．
3．2　 2022 年フンガ・トンガ-フンガ・ハアパイ

火山の噴火による津波
　津波は大部分が海底での地震で発生するが，ま
れに地震以外の原因で発生することがある．現在
の津波警報は主として地震の情報にもとづき発表
されるので，地震以外の原因で発生する津波に対
しては正確な予測が困難な場合がある．2022 年 1
月 15 日に発生したフンガ・トンガ-フンガ・ハア
パイ火山の噴火では，津波の発生は予想されたも

のの，津波の伝播速度から予想よりも早く潮位変
化が観測されたこと，潮位変化の発生メカニズム
が明らかでなかったために津波警報の発表までに
時間を要したことなどが課題として浮き彫りと
なった．
　その後の研究と考察で，フンガ・トンガ-フン
ガ・ハアパイ火山の噴火によって大気擾乱が発生
し，これが気圧波（Lamb 波）として地球全体に
伝播した．そして津波に先行した潮位変化は，
Lamb 波によって励起されたことを示唆した．と
くに水深が大きい海溝付近におけるプラウドマン
共振効果により，この潮位変化の振幅を増大させ
たことが明らかとなった（Kubota et al., 2022; 
Tanioka et al., 2022 など）．
　JAMSTEC では海域火山活動にともなう海底
地殻変動を監視するため，相模湾の伊豆大島東方
沖の水深 1,299 m の海底において，2021 年から自
己記録式（オフライン）の圧力計による長期連続
観測を行っている（図 7）．長期連続観測中は，
定期的に ROV によるデータ回収と圧力校正のた
めに海底の観測機器にアクセスしている．2022
年 6 月にデータ回収する機会があったので，フン
ガ・トンガ-フンガ・ハアパイ火山の噴火のとき
に，伊豆大島東方沖の海底に設置してあった圧力
計で観測した水圧変動を紹介する．図 7（a）に
示すように，フンガ・トンガ-フンガ・ハアパイ
火山の噴火によって発生した海面気圧の数値シ
ミュレーション結果から，関東地方には 20 時 10
分頃（以下，いずれも JST）に Lamb 波が到達
することがわかる．図 7（b）には，伊豆大島東
方沖に設置している圧力計と約 70 km 離れた
JAMSTEC で計測している大気圧計の設置位置
を示している．
　図 8 に伊豆大島東方沖の海底で観測された水圧
変動と JAMSTEC で観測された大気圧変動を並
べて示す．圧力計の観測データは，天文潮汐の影
響を除去するために周期 2,000 秒以上の成分を除
去するフィルタを適用している．海底の圧力計と
大気圧計は約 70 km 離れているものの，大気圧
計で約 2 hPa の気圧変化が観測された 20 時すぎ
から海底の水圧も大きく変化した．気圧変化が発

図 7　 （a）2022 年フンガ・トンガ-フンガ・ハア
パイ火山の噴火の海面気圧の数値シミュ
レーション（JAMSTEC 提供），（b）海底津
波計（橙色の△）と大気圧計（緑色の△）の
位置
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生したのとほぼ同時刻の 20 時 34 分頃に海底の圧
力計は－1.5 hPa の水圧変動を記録して，海面が
1.5 cm 低下したことを示唆する．海底の圧力計
は，1 月 16 日の 01 時 15 分頃に最大値 4.9 hPa を
観測した．すなわち海底の圧力計は，15 日の 20
時 34 分頃に Lamb 波によって強制的に海面変動
が発生し，その後 16 日の 01 時 15 分頃に大規模
噴火にともなう津波が到達したことを観測してい
る．火山噴火に起因する津波の発生頻度は地震に
比べて相対的に低いが，沖合の海底津波計は火山
噴火などの非地震性津波の早期検知に貢献するこ
とを示唆する．

4． 海底の圧力計が地震時に観測する動水圧

4．1　重錘形圧力天びんと室内実験
　前章の 2011 年東北地方太平洋沖地震による海
底津波計の観測からわかるように，海底に設置さ
れた圧力計は，地震時には津波による水圧変動以
外にも大振幅の動水圧変動を記録する．海底津波
計の運用で技術検討課題にもなっている地震時の
動水圧変動について，室内実験と海底観測ネット
ワークの観測データから考察したので紹介する

（松本ほか，2022）．
　著者らは，重錘形圧力天びんと恒温槽を組み合
わせて，海底環境での圧力計の長期安定性の再現

実験や圧力校正を行っている（図 9）．図 9（a）
に示す重錘形圧力天びんは，標準圧力を発生でき
るので圧力校正のために用いることが多く，ピス
トン・シリンダと質量が既知の重錘から構成され
る．図 9（b）に示すように，ピストンおよび重
錘に作用する下向きの重力（M× ɡ）とピストン
底面に作用する圧力による上向きの力（P）が平
衡したとき，ピストンが浮上して一定の圧力が得
られる．さらに重錘を回転させ，ピストン・シリ
ンダ間の摩擦を低減することで，重錘形圧力天び
んは高精度の標準圧力を発生させる．重錘形圧力
天びんに接続された圧力計（図 9（c）の恒温槽
内にセットされた 2 種類の圧力計）には，重錘形
圧力天びんの発生圧力に周囲圧力（大気圧；
Patm）と高低差による圧力が加わる．
4．2　室内実験による考察
　海底の環境温度に近い 2 ℃に保温した恒温槽に
圧力計をセットして，水深 2,000 m に相当する 20  
MPa を重錘形圧力天びんで発生させ，圧力計に
連続加圧した（図 9（c））．重錘形圧力天びんの
ピストン・シリンダの断面積が約 10 mm2 なの
で，20 kg の重錘により 20 MPa の圧力を発生さ
せる．実験では感圧機構が異なる 2 種類の圧力
計，すなわち海底津波計で採用される水晶振動式
圧力計と主に産業分野で採用されるシリコン振動

図 9　 （a）JAMSTEC が運用する重錘形圧力天び
ん，（b）重錘形圧力天びんの動作原理，（c）
室内実験の主要な構成機器

図 8　 伊豆大島東方沖で観測された 2022 年フン
ガ・トンガ-フンガ・ハアパイ火山の噴火に
ともなう海底の水圧変動と JAMSTEC で観
測された大気圧変動
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式圧力計を 1 秒サンプリングで計測した．シリコ
ン振動式圧力計は，空港や港湾施設などの土木構
造物の不等沈下の監視に採用されている．シリコ
ン振動式圧力計は，半導体素子を埋め込んだシリ
コン単結晶のダイアフラム（薄膜）に直接印加し
て，半導体素子の振動数の変化を圧力変動として
計測する仕組みで動く（横河電機，1989）．この
実験に用いたシリコン振動式圧力計は，70 MPa
まで加圧できる横河電機社のモデル EJX610A で
ある．さらに広帯域地震計を設置して実験室の地
動も 100 Hz サンプリングで計測した．実験中の
2020 年 7 月 22 日 15 時 12 分頃（以下，いずれも
JST）にアラスカ半島で M7.8 の地震が発生した

（図 10）．震央から実験室まで約 5,100 km ある．
　まず実験室の広帯域地震計の観測データを解析
した．広帯域地震計の観測波形（上下動成分）と
地動に含まれる周波数成分の時間変化を調べるた
めスペクトログラムを計算した（図 11）．15 時
21 分頃からの短周期の地震動につづき，15 時 34
分頃からは分散性をもつ Rayleigh 波が明瞭に観
測された．次に，重錘形圧力天びんから加圧して
いた水晶振動式圧力計とシリコン振動式圧力計の
観測波形とスペクトログラムを図 12 に示す．圧
力計の出力値に対して，重錘形圧力天びんによる
標準圧力からの偏差を計算することで周囲圧力の
変化の寄与を除去して，スペクトログラムを計算

した．圧力計は 2 ℃の恒温槽内にセットしていた
ので，計測中に周囲温度が変化する影響は無視で
きる．水晶振動式圧力計ならびにシリコン振動式
圧力計は，ともに 15 時 21 分以降に重錘形圧力天
びんの 20 kg の重錘が地震動で揺れた影響で，動
的な圧力変動が観測された．広帯域地震計と同様
に短周期の圧力変動につづき，Rayleigh 波によ
る分散性の圧力変動が観測された．
　圧力計が観測する動的な圧力変動と地震動との
相互関係を検証するため，広帯域地震計との比較
を行う．ニュートンの第 2 法則にしたがって，重
錘に作用する加速度と圧力を関連づけ，圧力計の
観測データを加速度の次元に変換する．そして広
帯域地震計と圧力計のパワースペクトル密度を計

図 10　 2020 年 7 月 22 日にアラスカ半島で発生し
た地震と海底津波計（橙色の△）ならびに
室内実験施設（緑色の△）の位置（松本ほか，
2022）

図 11　 2020 年 7 月 22 日にアラスカ半島で発生し
た地震にともなう室内実験での広帯域地震
計の観測波形とスペクトログラム（松本ほ
か，2022）
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算したものを図 13 に示す．Rayleigh 波が卓越す
る 0.04 Hz で，圧力計と広帯域地震計の振幅は一
致する．両圧力計のスペクトルはさらに長周期の
帯域（＜0.01 Hz）でも一致することから，圧力
計のタイプによらず，津波の検知性能は同等であ
ることを示唆する．一方，0.1 Hz 以上の短周期の

帯域では差違があり，シリコン振動式圧力計の感
度は 10 dB 程度小さい結果となった．この周波数
帯域（＞0.1 Hz）でも水晶振動式圧力計の振幅は
広帯域地震計と一致する．室内実験から，重錘形
圧力天びんの浮上していた重錘が地震動により振
動した影響で動的な圧力変動が発生し，圧力計が
この圧力変動を観測したことを合理的に説明でき
た．
4．3　海底現場の観測データとの比較
　地震発生時に室内実験では 20 MPa を圧力計に
加圧していたので，20 MPa の圧力に相当する設
置水深が 2,000 m に近い DONET 観測点の海底圧
力計データを解析する．水深 2,063 m に設置して
いる KMA03 観測点の海底圧力計（震央距離は約
5,500 km）で観測された 0.1 秒サンプリングの波
形とスペクトログラムを図 14 に示す．15 時 21
分頃から短周期の地震波による動水圧変動を観測
した．15 時 37 分頃から長周期の動水圧変動を観
測したが，これは Rayleigh 波に起因する．15 時
37 分頃から観測された Rayleigh 波による長周期
の動水圧変動の特徴は，図 12 で示した室内実験
と調和的である．
　最後に，室内実験と海底現場による観測データ
の周波数特性を考察する．KMA03 観測点の海底
津波計で観測された動水圧変動のパワースペクト

図 13　 2020 年 7 月 22 日にアラスカ半島で発生し
た地震にともなう室内実験での広帯域地震
計と水晶振動式圧力計ならびにシリコン振
動式圧力計の観測記録のパワースペクトル
密度（NHNM と NLNM は，それぞれ典型
的なノイズレベルの上限と下限）（松本ほ
か，2022）

図 12　 2020 年 7 月 22 日にアラスカ半島で発生した地震にともなう室内実験での（a）水晶振動式圧力計，
（b）シリコン振動式圧力計の観測波形とスペクトログラム（松本ほか，2022）
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ル密度を計算し，室内実験で観測された動的な圧
力変動と比較した（図 15）．パワースペクトル密
度によれば，0.04 Hz で卓越する海底現場の動水
圧変動の振幅は，室内実験の観測とよく一致す
る．これは，海底現場の海底津波計が観測する現
象を室内実験で再現していることを示唆する．す
なわち，地震時に海底津波計が観測する動水圧変

動は，直上の海水の慣性力によって発生し，その
振幅は重量（水深）に依存することがわかった．
一方，0.2 Hz で卓越する短周期の動水圧変動は，
水晶振動式圧力計のほうが海底現場の観測に近い
振幅を示した．これは，室内実験の水晶振動式圧
力計が DONET で採用されている海底津波計と
同じ仕様であることを反映している．KMA03 観
測点では 0.1 Hz で卓越する動水圧変動が継続的
に観測されたが，室内実験では再現されていな
い．これは実験室の広帯域地震計でも観測（卓越）
しなかった（図 13）．したがって，KMA03 観測
点の海底津波計で観測された特有の動水圧変動
は，堆積層の海底に設置されていることに由来す
る可能性もあり，さらに考察が必要である．

5． 台風接近時の海底津波計の観測データ

5．1　自治体が運用する津波予測システム
　海底観測ネットワークの海底津波計データは気
象庁による津波警報の更新や沖合の津波観測情報
の発表だけでなく，一部の海底津波計の観測デー
タは，自治体が提供する津波情報にも活用されて
いる（石橋ほか，2018）．和歌山県では 2015 年
11 月から，南海トラフで運用中の DONET の観
測データにもとづき津波情報を提供する「和歌山
県津波予測システム」を導入している．同様のシ
ステムは，三重県でも「DONET を活用した津波
予測・伝達システム」として 2020 年 3 月から導
入された．千葉県では 2022 年 7 月から，日本海
溝の S-net を利用した「千葉県津波浸水予測シス
テム」の運用を開始した．いずれの自治体も気象
庁から沿岸地域を対象とした津波予報業務の許可
を取得して，独自の津波予測システムとして運用
している．
　たとえば和歌山県と三重県で運用されている津
波予測システムは，DONET の海底津波計で津波
を観測した場合に，対象エリア内の通信携帯端末
に対して，沖合で津波を観測したことならびに避
難を呼びかける緊急速報メールを自動配信する．
このシステムにより津波を自動検知するための判
定値を計算するアルゴリズムは，既往の研究

図 14　 2020 年 7 月 22 日にアラスカ半島で発生し
た地震にともなう DONET の KMA03 観
測点の海底津波計の観測波形とスペクトロ
グラム（松本ほか，2022）

図 15　 2020 年 7 月 22 日にアラスカ半島で発生し
た地震にともなう DONET の KMA03 観
測点の海底津波計と室内実験での水晶振動
式圧力計ならびにシリコン振動式圧力計の
観測記録のパワースペクトル密度（松本ほ
か，2022）
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（Takahashi et al., 2015）に詳しく記述されてい
る． 観 測 点 ご と に 時 間 窓 50 秒 の 短 時 間 平 均

（STA: Short Term Average）と時間窓 300 秒の
長 時 間 平 均（LTA: Long Term Average） を 2
回計算して，STA と LTA の比率を監視する．
しかしながら，このリアルタイム津波検知手法を
これまで運用してきたところ，台風接近時にはこ
の判定値が津波検知のしきい値に近づくことがわ
かってきた（松本ほか，2020）．そこで DONET
に強い勢力を維持したまま接近した台風につい
て，海底津波計の観測データを精査して，判定値
が津波検知のしきい値に近づく要因を考察した．
5．2　台風と海底津波計が観測するデータ
　2018 年に発生した台風 24 号を対象として，
DONET の海底津波計の観測データを解析した．
台風 24 号が発生してから消滅するまでの経路を
図 16 に示す．台風 24 号は 2018 年 9 月 20 日 06
時（以下，いずれも UTC）に北マリアナ諸島付
近で熱帯低気圧として発生し，9 月 21 日 06 時に
台風に発達した（図 16（a））．9 月 24 日 18 時か

ら 9 月 25 日 06 時の期間は中心気圧が 915 hPa ま
で低下し，最盛期を迎える．その後，台風 24 号
が DONET に最接近したのは 9 月 30 日 12 時頃
で，中心気圧は 960 hPa であった（図 16（b））．
9 月 26 日 00 時から DONET に接近する直前の 9
月 30 日 03 時まで，長期間にわたり中心気圧は
950 hPa で非常に強い勢力を維持したままであっ
た．9 月 29 日 00 時から 10 月 3 日 00 時までの 4
日間の KMB05 観測点の津波検知の判定値を計算
するアルゴリズムにしたがって潮汐を除去した観
測データ，STA と LTA，ならびに STA と LTA
から計算される津波検知の判定値の変化を図 17
に示す．台風 24 号が四国沖に到達する 9 月 30 日
06 時頃から，判定値は急激に大きくなり，同日
16 時頃に最大値に到達する．10 月 1 日 00 時頃に
収束するまで，判定値は長時間にわたり大きい状
態が継続する．
　同じ期間の KMB05 観測点における海底津波計
の観測波形のスペクトログラムを図 18 に示す．
台風 24 号通過前後のスペクトログラムの変化か
ら，観測波形のノイズレベルが台風最接近の 1 日
以上前から相対的に高くなっていることがわか
る．台風接近前の観測波形は，風浪に関連する脈
動（10－1 Hz）ならびに内部重力波（10－2 Hz）の
周波数帯で卓越するエネルギーをもつ．大気の擾
乱源が深海上にあるとき，脈動が大きく観測され
ることは既往の研究（吉村ほか，1952）でも指摘
されている．脈動と内部重力波に加えて，台風が
最接近する 9 月 30 日 10 時頃から同日 20 時頃の
期間には長周期波（10－3 Hz）も卓越する．9 月 30
日 14 時頃からは分散性の長周期波が厳然と観測
されており，台風にともなう高波が観測されたと
考えられる．このように台風接近時の海底津波計
の観測波形は，脈動（10－1 Hz），内部重力波（10－2  
Hz），高波（10－3 Hz）の各周波数帯が卓越し，
広帯域にエネルギーをもつことがわかる．ここで
は，DONET の代表的な設置水深にある KMB05
観測点（水深は 1,998 m）を例として示したが，
台風からの距離や設置水深による振幅の違いを除
き，津波検知の判定値の変化や観測波形の卓越周
波数の特徴は観測点間で一致する．現在運用中の

図 16　 （a）2018 年台風 24 号の経路．経路上の白
色の○と黒色の●はそれぞれ 00 時と 12 時

（いずれも UTC）の位置（気象庁の資料を
もとに作成）．（b）南海トラフ付近の拡大
図ならびに DONET の KMB05 観測点の位
置（松本ほか（2020）の図を改変）
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リアルタイム津波検知の判定値が台風接近時に大
きくなる要因は，内部重力波のエネルギーが卓越
することによる知見を得た．

6． お わ り に

　東日本大震災で課題となった津波警報の発表方
法の改善の取り組みとして，2013 年 3 月から津
波警報への活用に海底津波計が追加された．沖合
の津波観測に関する情報として，海底津波計が津
波を観測した時刻や高さを発表するように変更さ

れた．現在の津波警報では，東日本大震災後に運
用開始した DONET と S-net を含む 214 地点の海
底津波計の観測データをリアルタイムで監視し，
津波発生時には津波情報を発表する仕組みとなっ
ている．DONET や S-net のリアルタイム観測
データは気象庁の津波警報だけでなく，自治体の
津波予測システムに組み込まれ，自治体が独自に
発表する津波情報にも活用されている．
　現在，南海トラフの想定震源域である高知県沖
から日向灘の海域は，海底観測ネットワークの空
白域となっている．そのため，文部科学省は「南
海トラフ海底地震津波観測網（N-net）」の整備を
進めている（青井，2020）．2023 年度以降に，図
1（b）に示す海域に 36 地点の観測装置からなる
N-net の設置が予定されており，気象庁の緊急地
震速報や津波情報への実装が期待されている．
N-net では海底津波計としてシリコン振動式圧力
計を開発し，採用されることが決まっている．本
稿で紹介した 2020 年 7 月 22 日にアラスカ半島で
発生した地震のときの室内実験での観測は，シリ
コン振動式圧力計が水晶振動式圧力計と同等の性
能で津波を観測できることを示唆した．南海トラ
フでは，既設の気象庁の東海沖の「海底地震常時
観測システム」と東海・東南海沖の「ケーブル式
常時海底地震観測システム」ならびに DONET
の合計 55 地点の海底津波計にまもなく N-net が
加わり，広域の海底観測ネットワークによる津波
の観測監視体制が強化されることになる．
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図 17　 2018 年台風 24 号接近時の DONET の KMB 
05 観測点の津波検知のための判定値の変
化（上から順に，潮汐を除去した観測波形，
STA と LTA，津波検知の判定値）（松本
ほか，2020）

図 18　 2018 年台風 24 号接近時の DONET の KMB 
05 観測点の海底津波計の観測波形とスペ
クトログラム（松本ほか（2020）の図を改
変）
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1． は じ め に

　従来情報通信などに使用されてきた光ファイバ
を用いて温度や振動等の物理量を計測する光ファ
イバセンシング技術が近年急速に発展してきてい
る．通信に利用可能な低損失の光ファイバが開発
された 1970 年代とほぼ同時期に光ファイバを計
測に用いる技術として光ファイバセンシング技術
の開発が始まった（Grattan and Meggitt, 2000）．
また，光ファイバの技術開発にあわせてレーザー
光源などの機器開発も進んだ（Fang et al., 2012）．
光ファイバセンシングは長距離区間にわたる測定
が可能であること，観測する点の空間的間隔が短
く分布的に観測ができること，計測のための電力
が不要であること，電磁気の影響を受けないこと
等の長所をもっており，温度分布や歪み分布など
の測定原理が考案されてきた．この技術の 1 つで
ある分散型音響センシング（Distributed Acoustic 
Sensing, 以下 DAS）計測は光ファイバの連続的
な歪み分布を長距離区間にわたって短い時間間隔
で繰り返し計測することにより振動を検知する技
術である．DAS はファイバに含まれる不均質に
よるレイリー散乱光の位相干渉計測技術を用いて
おり，現在の計測原理の 1 つは 2000 年頃に発表
された（Posey et al., 2000）．振動を検知できる
ことから開発当初からセキュリティー監視やパイ
プライン，線路，道路などのモニタリングを目的
に使われ始め（Owen et al., 2012），資源探査の
分野で Vertical Seismic Profiling などの地震探査
に使われた（Mateeva et al., 2014）．2010 年代後
半からは，DAS 計測が遠距離にわたって空間的
に高密度なデータが取得できることから陸上にお
ける自然地震観測に適用される（Lindsey et al., 
2017）とともに，光ファイバを内含している既設

の 海 底 ケ ー ブ ル に よ る 観 測 も 行 わ れ 始 め た
（Lindsey et al., 2019）．本稿では，DAS 計測のう
ち，地震観測に多く使われるものの原理，光ファ
イバ海底ケーブルを用いた DAS 計測による地震
観測とその取得データの評価，国内を主とした
DAS 計測を用いた現在の研究と今後の動向を紹
介する．

2． 分散型音響センシング技術

　DAS 計測ではコヒーレントなレーザー光の短
いパルスをファイバの端から送信する（図 1）．
なるべく遠距離までレーザー光を届かせるために
ファイバにはシングルモードファイバを通常用い
る．ファイバ内には分子分布のばらつきなどの光
の波長（約 1.5 μm）よりも十分小さい不均質が
多数存在しており，不均質は空間的にはほぼ一様
に存在している．そのために，ファイバ内の不均
質によりレイリー散乱された後方散乱光がレー
ザー光パルスを送信したファイバ端に連続的にも
どる．観測事例が多い DAS では異なる位置に存
在する 2 つの不均質からの後方散乱光を位相干渉
計測し，2 つの不均質の距離を高精度で相対的に
求める．位相干渉計測は光の波長を基準として距
離差が用いている光の波長の整数倍であれば，位
相がゼロと計測される．原理を最初に示した論文
では，2 つの経路に差を持たせたマッハ・ツェン
ダー干渉計を用いている（Posey et al., 2000）．
レーザー光パルスを発信した直後から位相干渉計
測を短い時間間隔で連続的に行う．位相干渉計測
を繰り返す時間に光がファイバ内を進む距離が空
間的なサンプリング間隔となる．この空間的なサ
ンプリング間隔のことをチャンネル間隔と呼ぶこ
ともあり，1 回の位相干渉計測にかかる時間から
数 m 程度となる．パルスを送出してから散乱波
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を受光するまでの時間が観測点までの距離に対応
するので，時間的に高密度な計測を繰り返すこと
からパルスを送出したファイバ端からの至近距離
から遠距離まで連続的に計測することができる．
また，計測ではファイバ内に多数存在している不
均質のうち，ある 2 つの不均質に着目して，その
距離をゲージ長といい，計測の空間的な分解能に
相当する．チャンネル間隔とゲージ長は，送信す
るレーザー光のパルスの時間長に相当する空間的
な長さよりも長くなる．さらに，レーザー光パル
ス発信を短い時間で繰り返すことにより，ゲージ
長の時間変化，すなわち歪み変化を検出すること
ができる．パルス送出の間隔（時間的サンプリン
グ間隔）は光が総計測長を往復する時間よりも長
くする．
　現在，DAS 計測器は国内外の複数の企業から

入手可能である．建築物や土木構造物の調査に用
いられる総計測長が短い計測器もあるが，地震観
測にも適している計測器ではチャンネル間隔が数
m から数十 m 間隔であり，総計測長は 120 km
程度までとなっている（図 2）．これは地震計を
数 m から数十 m の間隔で連続的に並べた長さが
120 km 程度のアレイ観測を行うことと同様であ
る．また空間的な分解能を示すゲージ長について
は，5 m から 200 m 程度までを選択できるように
なっている．計測に使用される波長は通信にもよ
く使われる 1,550 nm 付近であるものが多い．こ
の波長は通信にも多く使われており，通信に使用
されているファイバと同時に同じファイバを使用
することは難しい．また，各製品とも計測データ
の質を上げるために，複数の波長のレーザー光パ
ルスを同時発信するなどの工夫を行っているが，
これらの技術については非公開となっていること
も多い．
　計測に用いる光ファイバについては，先に述べ
たようにシングルモードファイバを用いる．通信
用にすでに敷設されている光ファイバを計測に用
いることが多いが，現状の計測器は通信に使用し
ていないファイバ（ダークファイバ）を用いる必
要がある．さらに，光ファイバと地面のカップリ
ングも重要である．地面の震動を確実に記録する
ためには，埋設や固定などにより光ファイバと地

図 1　 レイリー散乱光と干渉計測による分散型音
響センシング（DAS）の原理概念図．ファ
イバの末端からレーザー光パルスを発信す
るとファイバ内に一様に存在する不均質で
レイリー散乱が発生し後方散乱波が末端に
次々と戻ってくる．戻ってきた後方散乱波
を 2 つにわけ光路差を持たせた後に再び重
ね合わせること（マッハ・ツェンダー干渉
計）により，距離の異なる 2 つの不均質か
ら散乱光を干渉させ 2 点間の相対的距離を
精度高く計測する．計測装置での光路差に
相当する距離をゲージ長という．1 回のレー
ザー光発信において発信直後から干渉計測
を短時間で繰り返す．干渉計測を繰り返す
時間に相当する距離をチャンネル間隔とい
う．レーザー光発信を繰り返すことにより
それぞれの 2 点間距離の時間変化を把握す
る．1秒間のレーザー光発信の繰り返し数が，
サンプリング周波数となる

図 2　 DAS 計測器の例．通常 19 インチコンピュー
タラック 4 段から 6 段程度に収まるサイズ
である．内部にレーザー光発振装置，ファ
イバ，干渉計測装置などを収納しており，
計測器自身の振動がノイズとなるので，注
意が必要である
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面が強く固着していることが望ましい．通信用に
敷設された光ファイバでは，地面との固着につい
てはあまり考慮されていないことが多いが，架空
など地面から浮いている状況でないかぎり，ある
程度地面の震動を捉えるようである．陸上におい
て観測に用いることができる既設通信ケーブル
は，道路や線路沿いに敷設されていることが多
く，交通ノイズが多いことが欠点である．一方，
海底ケーブルに内包される光ファイバを用いた海
域の観測は，海底ケーブル自身の重量により海底
とのカップリングも良好で，人工的なノイズも少
ないことから有利である．
　通常の地震計を用いた地震観測と比較すると，
線状とはいえ，空間的にはるかに高密度な観測が
長距離にわたって実施可能であることが，光ファ
イバによる DAS 観測の特長である．特に，陸上
に比べて観測点が少ない海域観測について，観測
の空間的密度を飛躍的に向上させる画期的なもの
である．計測原理からは，歪み変化を定量的に把
握できることも期待される．また，DAS 観測の
特徴としては，ファイバ方向の歪み一成分の観測
であること，ゲージ長変化計測は Benioff 式水平
伸縮歪み計と同じ特性を持っており（Benioff, 
1935），通常の地震計とは異なることがあげられ
る．また，大振幅により時間的サンプリング間隔
内にゲージ長が光の波長よりも大きく距離変化す
ると記録の連続性が失われる（サイクルスキッ
プ）現象が発生する．さらに，光伝送路に光中継
器が入っている場合は光中継器を乗り越えた観測
は現在の DAS 技術では不可能である．また，稠
密観測であるために生成されるデータが 1 日あた
りテラバイトのオーダーになることもこれまでの
地震観測とは異なる．以上のように DAS 計測に
よる観測データは感度，計測周波数帯域などの
データの質と量が通常の地震計とは異なることか
ら，計測されたデータについて評価，データ処理
手法についての検討が必要である．

3． 三陸沖光ケーブル式海底地震・津波観測 
システムによる観測

　三陸沖に海底地震津波観測を目的として 2 つの
ケーブル観測システムが東京大学地震研究所によ
り設置されている．その 1 つが三陸沖光ケーブル
式海底地震・津波観測システムである．このシス
テムはデータ伝送に電信電話伝送技術を中心に用
いており 1996 年に設置された．さらに 2015 年に
はデータ伝送とシステム制御にインターネット技
術を用いた海底ケーブル式観測システム（Shino-
hara et al., 2021）が設置されているが，内含する
すべてのファイバがデータ通信に利用されている

（図 3）．1996 年に設置された三陸沖光ケーブル観
測システムは海底ケーブル全長が約 115 km のシ
ステムであり，途中に観測測器が接続されてい
る．なお，海岸から約 46 km 先まではケーブル
保護を目的として海底下約 1 m に埋設されてい
る．観測測器からのデータはデジタル形式で海底
ケーブル内の光ファイバにより陸上局に伝送され
ているが，三陸沖光ケーブル観測システムの海底
ケーブルには将来の拡張用として 6 本（3 組）の
ファイバが用意されている．このファイバは
1,550 nm を中心波長とした分散シフト・シング

図 3　 三陸沖海底光ケーブル式地震津波観測シス
テムの設置位置（1996 システム，赤線）．地
震計と津波計が接続されて常時観測を行っ
ているが，そのうち 3 台の地震計（SOB1-3）
の位置を示す．2015 年に設置した新システ
ム（2015 システム）も併せて示す．緑色の
線は 2020 年 11 月に行った制御震源と 1996
システムによる DAS 計測を用いた構造探査
において制御震源を発震した測線を示す
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ルモードファイバであり DAS 計測に適してい
る．さらに，予備ファイバは光中継器などが接続
されておらず先端まで無中継であり，長距離の
DAS 計測が可能である．また，観測機器の一部
として 3 台の地震計が接続されており DAS 計測
による記録と従来の地震計による記録の比較がで
きる．そこで，光ファイバセンシング技術による
新しい海底地震観測の技術開発として，三陸沖光
ケーブル観測システムを用いた DAS 技術による
海底地震観測システムの開発を開始した（Shino-
hara et al., 2019）．
　三陸沖光ケーブル観測システムを用いた DAS
計測は 2019 年 2 月から開始し，2023 年 9 月まで
に，計 10 回の観測を行っている．DAS 観測は生
成されるデータ量が大量であることもあり，1 回
の観測は短い場合は数日，長い場合でも数カ月で
ある．通常 DAS 計測の開始前に光パルス試験器

（OTDR）を計測対象の空きファイバに接続し，
計測に用いるファイバが健全であることを確認す
る．陸上局に設置した DAS 計測送受信器に海底
ケーブルの光ファイバを光コネクタにより接続
し，観測を開始する．観測総距離は 50 km から
100 km までの距離を設定することが多い．サン
プリング周波数は 250 Hz または 500 Hz，チャン
ネル間隔は 2 m から 5 m 程度，ゲージ長を 10 m，
40 m または 100 m とすることが多い．使用する
レーザー光の波長は 1,550 nm である．DAS 計測

器は散乱光の干渉計測から得られる位相データ
（Phase データ）に加えて，ある特定の周波数帯
でのエネルギーを Phase データから計算して図
示化する FBE（Frequency Band Extracted，周
波数帯抽出）データを表示することが多い．収録
中に表示された FBE データの例を図 4 に示す．
これは 2022 年 3 月 1 日 17 時 34 分頃（日本時間）
に発生した深さ約 50 km の地震の記録である．
地震のマグニチュードは 3.8，震央は三陸沖光
ケーブル観測システム近傍である．暖色系が震動
が大きいことを示している．図 4 では海岸から
100 km まで示してあり，全部で 50,000 ch のデー
タが含まれている．周波数帯は 9～51 Hz である．
P 波および S 波と思われる波群を明瞭に見ること
ができる．地震記録があまり明瞭でない距離の部
分もあるが，これはこの部分の震動が大きくない
ことを示している．他の地震が観測された場合で
も震動が大きくない場所は同じであり，光ファイ
バを内含する海底ケーブルと海底のカップリング
があまりよくないことを示しているのかもしれな
い．検知能力を検証するために 2019 年 2 月およ
び 6 月に実施した試験観測の FBE データを用い
て観測期間中に記録された地震の確認を行った

（Shinohara et al., 2022）．気象庁が決定した震源
情報に基づき収録記録の確認を行ったところ，三
陸沖光ケーブル観測システム近傍に決定されてい
る地震についてはほぼすべて記録されていること

図 4　 2022 年 3 月に行った DAS 観測により得られた地震記録．横軸は海岸からの距離，縦軸は時間で
ある．9 Hz から 51 Hz までの周波数帯におけるエネルギーを図示化する FBE データを表示して
いる．暖色が振動が大きいことを表す．P 波および S 波と思われる波群の到着を 100 km にわたっ
て明瞭に見ることができる（Shinohara et al., 2023 を改変）
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がわかった（図 5）．さらに，日本海下深さ 490  
km で発生したマグニチュード 3.8 の深発地震も
明瞭に記録されていた．これらの結果から DAS
計測が地震観測を行うために十分な感度を持って
いると判断された．また，2019 年 2 月および 6
月に行った試験観測では製造企業が異なる DAS
計測器を使用したが，計測器が異なっても計測器
間の差異は大きくなく同じような地震観測が可能
であった．
　2020 年 11 月には DAS 計測区間下の構造を求
めることを目的として制御震源と DAS 計測によ
るケーブル敷設ルートを測線とした構造探査実験
を行った．構造探査は 2020 年 11 月 5～7 日に実
施し，制御震源の発震は東京大学大気海洋研究所
白鳳丸 KH-20-11 次研究航海により行った．使用
した制御震源は Bolt 社 1500LL エアガン（チャ
ンバー容量 1,500 cu.in.）4 台または Sercel 社 GI

ガン（チャンバー容量 355 cu.in.）2 台である．
DAS の収録はサンプリングレート 500 Hz，チャ
ンネル間隔 5 m，ゲージ長 40 m，観測総距離 100  
km（一部 80 km）で行った．測線は釜石市沖合
の約 10 km 地点から海底ケーブル敷設ルートに
沿いケーブルの東端を超えて海岸から東に約
200 km の地点までとした（図 3）．エアガン発震
には白鳳丸からストリーマケーブルを曳航した．
DAS 計測はエアガン発震期間を含むように連続
観測を行った．三陸沖光ケーブル観測システムの
スペアファイバのうち 2 本のファイバの末端に同
一機種の計測器をそれぞれ接続し，2 組の DAS
計測を行った．これはエアガンを確実に観測でき
るようにする冗長化の目的以外に DAS 計測の計
測器の個体差や異なるファイバを用いた場合の記
録の再現性を評価した．その結果，2 つの記録は
ほぼ一致し，計測器の個体差がなく再現性の高い

図 5　 2019 年 6 月に行った DAS 試験観測により検出された地震．周波数帯域が 0.5 Hz から 10 Hz の
FBE データ（左）を用いている．横軸が海岸からの距離，縦軸は時間を示している．色は暖色
になると振動のエネルギーが大きいことを示す．この観測では DAS 観測に用いた海底ケーブル
区間は海岸から 7 km までと短く観測に用いた全区間が海底下に埋設されている．FBE データ右
にある矢印の数字と，震央分布（右）の地震の数字が対応している．表示範囲に観測期間中に気
象庁が決定した地震はほぼ観測できている．最も規模の小さな地震はマグニチュード 1.3 である

（番号 8）
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観測ができることがわかった（Shinohara et al., 
2022）．
　DAS 計測器は刻時に内部の時計を用いている．
通常は精度の高いルビジウム発振器などを内部時
計に用いている．したがって，相対的な刻時精度
は高いが，当初の DAS 計測器は絶対時刻の把握
にインターネットの時刻同期プロトコル（NTP）
等を用いており絶対時刻の精度は高くなかった．
近年の DAS 計測器は記録を開始する前に GNSS
等を用いて高精度に内部時計の時刻と絶対時刻を
比較し，精度の高い絶対時刻の刻時を行ってい
る．そこで，ファイバ・ストレッチャーを用いて，
記録の絶対時刻刻時精度を検証した．ファイバ・
ストレッチャーはピエゾ素子にファイバを多数回
巻いて電磁信号によりファイバを物理的に引き延
ばす装置であり，通常は光遅延特性測定等に使わ
れる．ファイバ・ストレッチャーを DAS 計測器
に接続し GNSS 基準時計が発する 1 秒間隔パル
スをファイバ・ストレッチャーに入力した．
DAS 計測は最高サンプリング周波数である
20 kHz にて実施し，毎秒の立ち上がりがファイ
バ・ストレッチャーの物理的な作動時間と考えら
れる 340 μS 程度つねに遅れることが確認された．
通常の地震観測としては十分な絶対時刻精度を
持っていると考えられる（Shinohara et al., 2023）．

4． 海底ケーブルシステムにより取得された
データの評価

　三陸沖光ケーブル観測システムによる観測では
収録パラメーターの設定に依存するが 1 日あたり
1～3 TB の Phase デ ー タ が 収 録 さ れ る．Phase
データは相対的なゲージ長を高精度に示してお
り，レーザー光パルス発信間のゲージ長差が歪み
変化を示す．DAS 計測により得られた地震記録
について Phase データを用いて距離時間軸断面
を作成した（図 6）．地震は FBE データを表示し
た地震（図 4）と同じである．記録は S/N 比を
向上させるために 2 Hz から 20 Hz のバンドパス
フィルタをかけた．またすべてのチャンネルを表
示できないために 500 ch ごとに 100 ch 分の記録

だけを表示している．P 波および S 波と思われる
波群の到着を波形として明瞭に確認できるだけで
はなく，P 波到着から S 波到着までの間にさまざ
まな波群が到着している様子をみることができる．
　計測に使用した三陸沖光ケーブル観測システム
には 3 台の地震計が接続されデータを収録してい
る（図 3）．DAS 計測により得られた Phase デー
タは干渉計測の原理から線形の式を用いて歪みに
変換することができる（SEAFOM, 2018）．観測
された地震波が平面波であると仮定すると，同じ
く線形の式で地動速度に変換することができる

（Shinohara et al., 2022）．そこで，陸に最も近い
地震計 SOB 3 の記録と距離的に SOB 3 に近い
チャンネルの DAS データを比較することとし
た．比較には 2019 年 2 月 15 日 6 時 10 分頃（日
本時間）に発生した深さ約 50 km の地震の記録
を用いた．地震のマグニチュードは 3.0，ケーブ
ルシステムからの距離は約 50 km である．歪み
記録から地動速度記録への変換には S 波の伝播
速度が必要であるが，地震の距離時間軸断面記録
から当該チャンネル付近での S 波伝播速度を読
み取った．その後，SN 比を上げるために SOB 3

図 6　 2022 年 3 月に行った DAS 観測で得られた
地震の距離時間軸断面．地震はケーブルシ
ステムの下約 50 km で発生した．マグニ
チュードは 3.2 である．記録は全部で 50,000  
ch あるが，位相データについて 2 Hz から
20 Hz のバンドパスフィルタをかけたデータ
を 500 ch ごとに表示している．目視で読み
取った P 波到着を青線で S 波到着を赤線で
それぞれ示す．P 波と思われる波群の到着，
S 波と思われる波群の到着までに複数の波
群が到着していることがわかる
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に近いチャンネルを中心に隣接した 11 チャンネ
ルの記録を重合した．地動速度記録を微分して地
動加速度記録としバンドパスフィルターをかけた
後に加速度計の記録と比較した（図 7）．計測し
ている物理量が違うことや近似を行っていること
から完全には一致しなかったが，よく似た記録と
なった．波形の類似度を示すコヒーレンシも主要
な成分が含まれる 2～10 Hz では比較的高い値を
示す結果となった（Shinohara et al., 2022）．
　DAS 観測におけるノイズレベルを把握してお
くことは，地震観測にとって重要なことである．
そこで，観測された雑微動の記録を加速度に変換
した後，スペクトルを計算した（図 8）．スペク
トル計算には，2019 年 2 月 14 日 23 時 51 分（日
本時間）頃の約 524 秒間の記録を用いた．DAS
計測器からの距離が 35，40，45 km および 50 km
の記録について計算を行った．一方，三陸沖光

ケーブル観測システムに接続されている加速度計
（SOB 3）についても雑微動スペクトルを計算し
た．SOB 3 は海岸から約 50 km のところに位置
する．また，ノイズモデル（Peterson, 1993）と
も比較した．その結果，DAS 記録では周波数約
1.6 Hz 付近でノイズレベルが高くなることが確認
された．この雑微動はエネルギーが大きく波形記
録でも確認することができる．一方，1 Hz より
も高い周波数領域では明瞭なピークを持たず比較
的静かである．加速度計と比較すると高い周波数
から 0.5 Hz 付近まではほぼ同じノイズレベルだ
が，それよりも低い周波数では DAS 記録のほう
がレベルが低くなる．これは DAS 計測が 0.5 Hz
よりも低い周波数帯域では感度が低下しているこ
とを示していると考えられる．しかし，0.5 Hz よ
りも高い周波数帯では高ノイズモデルとほぼ同じ
大きさであり，かつ加速度計とほぼ同じノイズレ
ベルであることから地震観測に適していることが

図 7　 DAS 地震記録（中）と三陸沖ケーブル観測
システムに接続されている加速度計による
地震記録（上）の比較．DAS 記録は加速度
計（SOB 3）のケーブル方向である X 成分
と比較するために加速度記録に変換してあ
る．構造探査実験のエアガン発震記録を用
いて SOB 3 に最も近い DAS 記録のチャン
ネルを選び，そのチャンネルを中心として
隣接する 11 ch の平均をとった．その後，伝
わっている波が 3.5 km/s の平面波であると
仮定して加速度に変換した．どちらの記録
も 2 秒から 5 Hz のバンドパスフィルターを
かけてある．また，加速計記録と加速度に
変換した DAS 記録のコヒーレンシーを計算
した（下）（Shinohara et al., 2022）

図 8　 DAS 観測データによる海底の加速度領域に
おける雑微動ノイズのスペクトル．DAS 記
録は平面波仮定（伝播速度 500 m/s）により
加速度に変換した．スペクトルの計算には
約 524 秒長のデータを用いた．海岸から 35, 
40, 45, 50 km の DAS 記録による雑微動スペ
クトルを赤線で示している．三陸沖ケーブ
ル観測システムで海岸から約 50 km にある
加速度計（SOB 3）のケーブル方向である
X 成分の典型的な雑微動スペクトルを灰色
で示す．また，Peterson（1993）による高
ノイズモデル（HNM）と低ノイズモデル

（LNM）を併せて示す．0.5 Hz よりも高い周
波数帯域で DAS 記録のノイズレベルは加速
度計のノイズレベルとほぼ同じであること
がわかる（Shinohara et al., 2022 を改変）
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わかる（Shinohara et al., 2022）．DAS 計測の長
所は長区間にわたって空間的に高密度なデータを
取得していることにあり，海底ケーブルでは沖合
から海岸まで空間的に連続した記録を得られる．
そこで，稠密な DAS データを利用して海底ケー
ブル沿いの海底における雑微動の空間変化を求め
た（図 9）．海岸から 100 km 沖合まで 50 m 間隔
で雑微動のスペクトルを約 655 秒の時間ウィンド
ウを用いて計算した．計算に用いたのは 2022 年
3 月 1 日 16:40 頃（日本時間）のデータであり，
2019 年，2021 年の観測でもほぼ同じ結果が得ら
れている（Shinohara et al., 2022）．海岸付近では
0.07 Hz 付近にピークを持つ雑微動が見られ，約
1 Hz にピークを持つノイズが海岸からの距離
10 km 程度で現れる．また，0.07 Hz 付近にピー
クを持つノイズは海岸から離れるにつれてピーク
の周期が長くなりつつ振幅が小さくなる．海岸か
ら 20 km 付近で 0.07 Hz 付近にピークを持つノイ
ズは消滅する．10 km 付近から現れる 1 Hz 付近
にピークを持つノイズも海岸から離れるにつれて
ピーク位置の周波数が小さくなっていく．この雑
微動は深海底に見られる 0.25 Hz 付近にピークを
持つ脈動に対応すると考えられる．今回得られた
海岸からの雑微動スペクトルの変化は脈動の生成
と関係しているのかもしれない．
　DAS 計測データ解析にあたって，記録振幅の
評価も重要である．2020 年 11 月に実施した制御
震源を用いた構造探査実験では，制御震源のそれ
ぞれの発震エネルギーはほぼ均質である．そこ
で，制御震源の記録における最大絶対振幅と制御

震源と記録した DAS 観測点の距離の関係を調べ
た（図 9）．記録に 2 Hz から 15 Hz の帯域制限を
施し制御震源からの直達波について隣接する 10
チャンネルの最大振幅の平均を計算した．このと
きに，DAS 観測点の受震感度方向依存性が同じ
になるように制御震源発震点の真下の DAS 観測
点の記録を用いた．したがって，水深が制御震源
と DAS 観測点の距離となる．得られたデータに
比較的安定している水深 1,300 m 付近の記録を基
準として距離の逆 2 乗則をあてはめた．その結
果，得られた振幅分布は距離の逆 2 乗則でよく説
明できることがわかった．距離の逆 2 乗則からの
ずれは地盤特性によって振幅が大きくなることや
海底ケーブルと海底のカップリングが問題と考え
られる．地動が小さい場合であるが，今回の結果
から DAS 計測において振幅特性の線形性が確認
された（Shinohara et al., 2023）．

5． 今後とまとめ

　三陸沖光ケーブル式海底地震・津波観測システ
ムを用いた DAS 計測による地震観測から DAS
計測が有用であることがわかってきた．今後は
DAS 計測による震源決定，マグニチュードの決
定，地震発震機構の決定の高精度化が期待され
る．震源決定については，三陸沖光ケーブル観測
システムの DAS 観測データと周辺の海陸観測点

（S-net, Hinet）の併合処理を行う研究が進んでお
り，従来の観測網データと比較して震源決定精度
が倍以上向上することが明らかになりつつある．

図 9　 2022 年 3 月に収録した DAS 記録による海底雑微動の空間分布．横軸は沿岸からの距離，縦軸は
周波数である．海岸から 100 km 沖合までの空間変化を連続的に求めることができた
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一方，マグニチュードの推定については三陸沖光
ケーブル観測システムの DAS 記録の最大振幅を
用いた地震規模の推定が行われており，多数の
データを用いた信頼性の高いマグニチュード推定
ができることがわかっている（Yin et al., 2023）．
発震機構については海外では陸上観測の DAS 計
測データを用いた精度のよい発震機構解を求める
試みがなされており（Li et al., 2023），三陸沖光
ケーブル観測システムの DAS データへの適用が
計画されている．
　三陸沖光ケーブル観測システムによる DAS 観
測データを用いた構造研究も進んでいる．稠密な
観測データを活かして雑微動の地震波干渉法によ
り堆積層および最上部地殻の高分解能な S 波構
造が求められている（Fukushima et al., 2022）．
従来の海底地震計を用いた観測では浅部地殻につ
いては十分な分解能が得られていなかった．ま
た，2020 年に実施した構造探査実験のデータを
用いた浅部地殻構造の研究も進展中である．
　国内では三陸沖光ケーブル観測システム以外で
も既設光ファイバ海底ケーブルを用いた研究が行
われている．海洋研究開発機構が高知県室戸市沖
に設置している室戸沖ケーブルでも DAS 計測が

なされており，計測システムや記録の特性に関す
る研究が進んでいる（Ide et al., 2021; Matsumoto 
et al., 2021）．また，南海トラフ付近で発生する
浅部低周波微動の観測に成功し，稠密データを用
いた微動発生位置の推定が行われた（Baba et al., 
2023）．上記以外にも，観測を目的としている豊
橋沖ケーブル，新潟県粟島沖ケーブルでも DAS
計測が行われており，さらに敷設されている通信
用光ファイバケーブルを用いた DAS 観測も津軽
海峡や鹿児島県三島村付近等で実施されている．
海外では 2023 年 2 月にトンガ王国の通信用ケー
ブルを用いた海底 DAS 地震観測がトンガと日本
の共同研究として行われ，多数の地震が収録され
た．陸上においても DAS 観測は積極的に行われ
ている．国内では既設光ファイバが道路や線路沿
いであることからノイズが大きいが，四国北東部
では深部微動の観測に成功している．火山におけ
る地震学的観測では高密度に計測可能な DAS 観
測は有利であり，福島県吾妻山において既設の光
ファイバケーブルを用いた DAS 観測により火山
性地震の高精度震源決定が行われた（Nishimura 
et al., 2021）．今後，海域・陸上において超稠密
なデータが取得できる DAS 観測は進展すると考
えられる．一方，DAS 観測はファイバ沿いの線
状のデータであること，ファイバ敷設方向の一成
分しか計測できないこと，歪みの計測であるこ
と，現状では総計測距離が 120 km 程度に限られ
ること，光中継器を乗り越えられないこと，比較
的低感度でダイナミックレンジも限られることな
どの問題点もあり，地動を計測する従来の三成分
地震計と相補的な観測がより効果的であると考え
られる．また，DAS 計測は短期間に大量のデー
タが得られることが特徴であり，今後はデータの
流通・蓄積方法，DAS データ解析手法の検討・
開発を行うとともに，リアルタイム処理などを用
いた長期間計測が可能な観測システムの開発が望
まれる．
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1． は じ め に

　日本初の本格的な強震計である SMAC 型強震
計による強震観測は 1953 年に開始され，70 年に
わたる歴史がある（㓛刀ほか，2009）．1995 年兵
庫県南部地震を契機として，防災科学技術研究所

（以下，防災科研）の K-NET や KiK-net，気象庁
および地方自治体の震度計など，日本全国を高密
度に網羅する強震観測網が整備され，観測点数は
飛躍的に増加した．地方自治体および気象庁の震
度計と，一部を除く K-NET から構成される震度
情報ネットワークによる観測点の数は，2023 年 9
月 30 日時点で 4,371 となってる．また，他のさ
まざまな機関においても強震観測が実施されてお
り，その中には記録が公開されているものもあ
る．このような日本の強震動記録は量的にも質的
にも世界最大級のものであるといえる．ここで
は，これまでに得られているものだけでなく今後
も蓄積され続ける膨大な量の日本の強震動データ
を有効に活用していくための強震動データベース
の構築に向けた取り組みを紹介する．

2． 強震動データの利活用

　強震動記録には，震源断層の破壊によってどの
ような地震動が生じたか，その地震動が観測点に
至るまでに伝播してきた地下構造によってどのよ
うに減衰あるいは増幅されたか，という情報が含
まれている．そのため，強震動記録は大地震の震
源断層における破壊過程，地下構造による地震動
の増幅あるいは減衰特性や地下構造そのものの推
定などの幅広い研究に活用されてきた．これらの
研究成果により複雑な自然現象である地震に関す
る科学的知見が蓄積され，将来発生する地震に対

する強震動予測のための震源断層のモデル化手法
（入倉・三宅，2001）や地下構造のモデル化手法
（藤原ほか，2009; Koketsu et al., 2012）の確立な
どに貢献してきた．これらのモデル化手法はさら
に地震調査研究推進本部地震調査委員会によって
震源断層を特定した地震の強震動予測手法（「レ
シピ」）としてまとめられている．
　一方，高さ 60 m を超える超高層建築物の設計
には，地震動時刻歴を用いた動的解析による耐震
設計が義務付けられており，長い間，米国のエル
セントロとタフトに加えて港湾技術研究所（現，
港湾空港技術研究所）の八戸港観測点において
1968 年十勝沖地震で観測された強震動記録が用
いられられてきた．建築・土木の分野では，防災
科研の E-ディフェンスをはじめとした振動台実
験による入力地震動として，1995 年兵庫県南部
地震における神戸海洋気象台の観測記録などが用
いられ，構造物の破壊メカニズムの解明が進めら
れている．また，そのような入力地震動は，地震
ザブトンのような地震動体験シミュレーターにお
いても用いられ，多くの方々の防災意識の啓蒙・
向上にも役立てられている．なお，これらの振動
台実験や地震動体験の入力地震動においては，実
際の観測記録の振幅を何倍かまたは何分の 1 かに
変えて入力することや，地震動シミュレーション
によるデータが用いられることもある．
　最近では，地震観測網データを用いた即時解析
技術と地下構造，建物・人口分布モデル等の情報
を取り込み，被害全体をリアルタイムに推定する
J-RISQ（防災科学技術研究所，2020）の開発が
進められ，リアルタイムでの活用も視野に入って
きている．
　以上はこれまでの強震動記録の活用事例を網羅
したわけではないが，それでもさまざまな用途で
の活用がなされていることがわかる．

強震動データベースの構築に向けた取り組み

森川信之
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3． 強震動予測の観点で見た現状の課題

　ここでは，著者の専門である強震動予測および
地震ハザード評価の観点から，日本の強震動デー
タ活用の現状と課題について述べる．
　強震動記録の回帰分析などによって経験的に求
められた地震動予測式は，海外も含めて多くの強
震動予測や地震ハザード評価に用いられている．
日本における地震動予測式の先駆的な研究として
金井（1966）があげられるが，その後の強震観測
の発展によって強震動記録に基づく地震動予測式
の研究は活発となっていった．特に，1,000 以上
の観測点で強震動記録が得られた世界初の地震で
ある 2003 年十勝沖地震の後，2006 年頃に多くの
地震動予測式が提案された．さらに，日本周辺で
発生した地震として観測史上最大級の 2011 年東
北地方太平洋沖地震の強震動記録も用いた地震動
予測式も提案されてきた．図 1 に震源（断層中央）
深さ 10 km の地殻内地震を対象としたこれらの
地震動予測式の比較を示す．図 1 では，モーメン
トマグニチュード（Mw）5.5 および 7.5 の 2 とお
りについて比較している．Mw 5.5 では式による予
測値の違いはそれほど大きくない．また，Mw 7.5
においても，断層最短距離が 10 km 程度より遠
い場合，日本の式による予測値の違いは小さいも
のの，それよりも近い断層最短距離では大きなば
らつきがある．次に震源深さ 30 km の海溝型プ
レート間地震を対象とした比較を図 2 に示す．図
2 では Mw 6.5 と Mw 8.5 の 2 とおりについて比較
している．Mw 6.5 では式による予測値の違いはそ
れほど大きくない一方で，Mw 8.5 では予測値の違
いが顕著である．
　このように，日本の地震動予測式において，マ
グニチュードが 8 程度より大きな巨大地震や震源
断層から数 km 程度以内のいわゆる断層近傍にお
いて大きなばらつきが認められる．図 3 は比較を
した地震動予測式のうち，Morikawa and Fujiwara

（2013）の導出に用いられた強震動記録における
断層最短距離とマグニチュード分布であるが，
Mw が 8 程度以上や断層最短距離が 10 km 以内の

記録は少なく，Mw が 7 を超える地震では断層最
短距離が 30 km 以内の記録はない．すなわち，
図 1 における Mw 7.5 の地震への断層最短距離 30  
km 以内に関しては，外挿範囲となっていること
が分かる．地震動予測式間のばらつきが顕著であ
るのは，このように強震動記録がほとんど得られ
ていない地震規模や断層最短距離の領域となって
いるためである．
　また，地震動予測式の構築には，強震動データ
から算出される地震動強さ指標と震源パラメータ
および観測点の位置だけでなくその直下や周辺の

図 1　 震源深さ 10 km の地殻内地震を対象とした
地震動予測式の比較（周期 1 秒，減衰定数
5% の加速度応答スペクトル）

図 2　 深さ 30 km の海溝型プレート間地震を対象
とした地震動予測式の比較（周期 1 秒，減
衰定数 5% の加速度応答スペクトル）
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地盤情報と紐づけたデータベースを作成する必要
がある．日本において，上述のように多くの地震
動予測式が提案されているが，その元となるデー
タベースもそれぞれで構築されているのが現状で
ある．
　公開されている強震動データにおいて，震源パ
ラメータに関しては気象庁によって推定されてい
る震源位置やマグニチュードと紐づけられている
ものの，地震動予測式では，Mw と震源断層と観
測点までの最短距離（断層最短距離）が入力パラ
メータとして用いられることがほとんどであり，
これらの情報とは紐づけられていない．このう
ち，Mw にはさまざまな機関による推定値があり，
地震によっては異なる値が推定されている．たと
えば，2003 年十勝沖地震は，気象庁の Mw は 8.0
であるのに対して，世界的に利用されている
Global CMT による Mw は 8.3 となっている．ま
た，断層最短距離に関しては，比較的規模の大き
な地震（おおむね Mw 6.5 程度以上）においては，
震源断層モデルを設定して断層最短距離を算出す
る．このとき，余震分布や震源インバージョン解
析によるすべり分布を参照して震源断層モデルが
設定されるが，モデルによって数 km 程度位置が
異なる．震源から数 10 km 程度以上離れた観測

点であれば断層最短距離の違いにはそれほど影響
しないが，断層ごく近傍の観測点では，断層最短
距離が震源断層モデルによって数倍変わることも
生じる．このように観測データがきわめて少ない
巨大地震の規模や断層最短距離のデータベース間
の違いは，地震動予測式の違いにも影響を及ぼす
ことは想像に難くない．すなわち，図 1 および図
2 で見られる地震動予測式間の顕著な違いには，
データベースの違いも含まれている．一方で，ア
メリカの NGA-West 2 プロジェクトでは，著者
によるデータの取捨選択はあるものの共通のデー
タベースに基づいているため，同一地震の同一観
測点の記録であれば，Mw や断層最短距離が異な
ることは生じない．
　甚大な地震被害を生じさせるマグニチュード 8
クラスかそれ以上の巨大地震や内陸の活断層で発
生するマグニチュード 7 程度の地震の震源断層近
傍を対象とした強震動予測は，観測データが圧倒
的に不足している現状では大きな不確実さを有し
ている．しかしながら，少なくともデータベース
間の違いによって生じるモデルの不確実さは排除
すべきであり，そのためには，日本における共通
の強震動データベースを構築することが必要不可
欠である．

4． 強震動データベースとフラットファイル作成

　以上のような問題意識のもと，防災科学技術研
究所内に強震動データベース構築に関する検討を
進めるワーキンググループを 2019 年 4 月に立ち
上げ， K-NET および KiK-net の公開記録を対象
として強震動データベースの構築を進めてきた．
データを利活用する上では，だれもが容易に扱え
るとともに，指標の追加や削除も容易に行えるこ
とが望ましいと考える．そこで，データを列挙し
たテキストファイル，すなわちフラットファイル
を作成した．ここでは，その概要について紹介す
る．
　強震動データベースとして，震源データ，観測
点データ，強震動（地震動強さ指標）データの 3
つのデータベースを構築し，震源データにおいて

図 3　 回帰に用いられたデータの断層最短距離と
モーメントマグニチュード分布．Morikawa 
and Fujiwara (2013) による
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は地震ごとに，観測点データにおいては観測点ご
とにそれぞれ ID を付して強震動データと紐づけ
をしている．また，それぞれをフラットファイル
として出力する．
　震源ファイルに含まれる情報を表 1 に示す．こ
こでは，防災科研の K-NET および KiK-net 記録
を対象としているため，1996 年から 2022 年まで
の気象庁による震源位置やマグニチュードだけで
なく，防災科研の F-net によって推定されたモー
メントテンソル解と Mw も含んでいる．また，断
層最短距離を算出するための震源断層モデルとし
て，Mai and Thingbaijam（2014）で整備されて
いる震源インバージョン解析結果のデータベース

（SRCMOD）を取り込んでいる．SRCMOD デー
タベースには，1 つの地震に対して複数の震源断
層モデルが含まれる場合がある．震源データベー
スにはすべての震源断層モデルの情報を登録して
いるが，フラットファイルでは，断層最短距離の
算出に用いる上で選定した 1 つの震源断層モデル
の情報のみ出力している．また，主に内陸で発生
する地殻内地震と主に海域で発生する海溝型地震
では，地震動の伝播経路特性が異なるとともに，
海溝型地震でもプレート内地震ではプレート間地
震よりも強い短周期地震動が観測されるという特
徴があることから，これらの地震タイプの判定結
果も情報として含めている．地震タイプの判定
は，地震調査委員会によって判断されている地震
についてはそれを採用し，震源メカニズム解が推
定されている地震については，沈み込む海洋プ
レートの形状モデルとの自動的に判定する仕組み
を構築し，それにより判定した．震源メカニズム
解が推定されていない地震については，震源位置
と沈み込むプレート形状モデルにおける位置関係
から判定している．これら 3 とおりの判定方法に
よって結果の信頼度が異なることから，どの判定
方法によるかを示す情報も付加している．さら
に，断層タイプ（横ずれ断層，逆断層，正断層）
についても，震源メカニズム解が推定されている
地震について，すべり角をもとに自動的に判定し
ている．震源メカニズム解が推定されていない地
震については，不明としている．

　観測点ファイルに含まれる情報を表 2 に示す．
観測点 ID は，KiK-net の地表と地中で別々に付
与するとともに，移設が行われた観測点は新たに
観測点 ID を付与している．観測点位置や PS 検
層データに基づいて算出される K-NET，KiK-net
から公開されている情報に加えて，防災科研の地
震ハザードステーション J-SHIS から公開されて
いる地下構造モデルの情報とも紐づけられてい
る．また，深さが 60 km 程度より深いやや深発
地震や深発地震で見られる異常震域現象を表現す
るためのパラメータとして，観測点から火山フロ
ントまでの最短距離も含めている．
　強震動ファイルに含まれる情報を表 3 に示す．
震源情報と観測点情報をそれぞれの ID によって
紐づけられるようにし，オリジナルの波形データ
に関する情報として，波形ファイル名，記録長と
サンプリング周波数も含めている．地震動強さ指
標として，計測震度（相当値），最大加速度だけ
でなく，最大速度，SI 値ならびに工学的に利用

表 1　震源ファイルに含まれる情報

番号 指標（パラメータ）

1 地震 ID
2 断層セグメント ID
3 発震時
4 気象庁震源位置（緯度，経度，深さ）
5 気象庁マグニチュード
6 地震タイプ

　（地殻内，プレート間，プレート内）
7 地震タイプ判定方法
8 F-net モーメントマグニチュード
9 F-net 震源メカニズム解

　（走向，傾斜，すべり角）
10 断層タイプ

　（横ずれ，逆断層，正断層，不明）
11 F-net モーメントテンソル深さ
12 F-net モーメントテンソル値

　（Mxx, Mxy, Mxz, Myy, Myz, Mzz）
13 F-net バリアンスリダクション
14 SRCMOD 地震名
15 SRCMOD 断層長さ，断層幅
16 SRCMOD 断層中心位置（緯度，経度）
17 SRCMOD 断層走向
18 SRCMOD 断層傾斜
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される減衰定数 5% の加速度応答スペクトルを採
用している．応答スペクトルの周期については，
周期 0.01 秒から 20 秒まで 69 ポイントを包含し
ている．ただし，K-NET，KiK-net の公開記録は
周期 0.033 秒以下の短周期成分がフィルターで落
とされているため，扱いには留意が必要である．
水平動については，南北（NS），EW（東西）の
各成分だけでなく，方位に依存しない RotD50 や
RotD100（Boore, 2010）といった成分も採用して
いる．最大加速度，最大速度および減衰定数 5%
の加速度応答スペクトルについては，上下動成分
も独立に扱っている．また，有効周期帯，特に長
周期側の限界について，Bozorgnia and Stewart

（2020）の方法に基づいて一部の記録について自
動的な判定を行うことを試みた．対象とした記録
についてはおおむね良好な結果が得られたもの
の，P 波部分の記録長さが不十分な場合には自動
判定が困難であることが分かった．そのため，有
効周期帯が判定された記録は一部にとどまってい
る．最大速度は，オリジナルの加速度波形を積分
して求めているが，長周期成分のノイズが大きい
場合には異常に大きな値が算出される．上述のよ
うに，すべての記録の有効周期帯を自動判定する

ことが困難であったことから，ここでは一律で
フィルターなしの場合と，周期 5 秒以上をカット
した場合の 2 とおりの値を算出している．
　フラットファイルに含まれる強震動記録の断層
最短距離と Mw の分布を図 4 に示す．全記録数は
約 130 万（3 成分で 1 記録，KiK-net の地表と地
中は別に数えている）にも及ぶものの，図 3 と同
様に，断層最短距離が 10 km 未満の記録数は少
なく，Mw 7.5 以上の地震において断層最短距離
100 km 以内の記録が得られている地震は，2003
年十勝沖地震，2011 年東北地方太平洋沖地震と
その余震（2011 年 3 月 11 日 15 時 15 分頃の茨城
県沖の地震）の 3 つしかない．1995 年以前の地
震の記録や海外の記録を含めることで，Mw 8 程
度以上の巨大地震や Mw 7 程度で断層最短距離 10  
km 未満の記録を補うことはできるものの，それ
でもその数は圧倒的に少ない状況にある．

5． 今後の展望

　現在，フラットファイルに基づいて，ワーキン
ググループのメンバーを中心として複数のグルー
プによって地震動予測式の構築を進めている．こ
の中には，機械学習などを用いたデータサイエン
ス分野もある．これらのモデルで図 1 や図 2 のよ

表 2　観測点ファイルに含まれる情報

番号 指標（パラメータ）

1 観測点 ID
2 観測開始日
3 観測終了日
4 観測点コード
5 観測点名
6 観測点位置（緯度，経度，標高）
7 観測点センサー設置深さ
8 観測網 ID
9 設置位置（地表または地中）
10 火山フロントまでの距離
11 表層 10 m, 20 m, 30 m 平均 S 波速度

　（PS 検層データに基づく）
12 地域メッシュコード
13 表層 30 m 平均 S 波速度

　（J-SHIS 浅部地盤モデル V4 に基づく）
14 J-SHIS 深部地盤モデル V3.2 に基づく

　主な層までの上面深さ

表 3　強震動ファイルに含まれる情報

番号 指標（パラメータ）

1 記録 ID
2 波形データファイル名
3 観測点 ID
4 地震 ID
5 記録長
6 サンプリング周波数
7 最大加速度
8 最大速度

　（フィルター無し/周期 5 秒以上一律カット）
9 SI 値
10 計測震度（相当値）
11 加速度応答スペクトル

　（h＝5%；周期 0.01～20 秒）
12 断層最短距離
13 有効周期帯（未判定の場合は負値）
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うな比較を行った場合に，ばらつきがどのように
変化するかは興味深いところである．
　さまざまな機関から公開されている強震動デー
タの書式が異なっている現状においては，多機関
のデータを扱う際には書式を統一してデータベー
ス化するといった作業が利用者側で必要となって
いる．したがって，共通の強震動データベースの
構築とフラットファイルの作成は地震動予測式の
構築にとどまらず，限りある人的・経済的リソー
スの有効活用とともに強震動データそのものの活
用の幅を広げることにつながるものであろう．そ
れぞれのフラットファイルについては 2023 年中
に公開を予定しており，利活用の促進を期待する
とともに利用者からの意見のフィードバックによ
るデータベース・フラットファイルの改良につな
げていきたい．
　K-NET および KiK-net のデータについては毎
年半自動的に更新する枠組みができつつある．一
方，約 4,000 点ある K-NET を除く震度情報ネッ
トワークの観測点や，1995 年兵庫県南部地震や
それ以前の海溝型巨大地震による貴重な記録が得
られている K-NET，KiK-net が整備される以前
から実施されている強震観測記録については，
データベース化および半自動的な更新の枠組みは
できていない．オリジナルの波形データについて
はすでに公開されていることから，ここでは最大
加速度や応答スペクトルといった強震動強さ指標

をフラットファイル化している．K-NET，KiK-
net 以外の強震動記録についてもこのような枠組
みでのデータベースならびにフラットファイル拡
充の可能性について検討を続けている．
　SRCMOD において，複数の震源断層モデルが
ある地震において，断層最短距離を算出するモデ
ルは 1 つのみ選定したが，ワーキンググループ内
での主観的な判断に拠っているのが現状である．
データベースの説明性を高めるためには，できる
だけ客観的な判断に基づくことが望ましく，その
ための枠組みを構築することも必要であろう．
　K-NET，KiK-net から公開されているデータは，
震度 1 や 2 の比較的小さな地震動の記録も多く含
まれているが，このようなデータの分析によっ
て，地下構造モデルの更なる改良が期待される．
必ずしも強震動とは言えない小さな揺れのデータ
も重要であるとともに，地下構造関連のデータ
ベースとの連携や観測点情報の充実も強震動デー
タの利活用促進に有用であるといえる．
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1． 調査の目的と概要

　日頃，学生と接している中で，学生など若者が
災害に対してどのような意識を持っているのかに
ついて気に留めることが少なくない．そこで，若
者の災害に対する意識や評価について，その現状
や傾向を見ていきたいと思い，筆者の研究室では
定期的にアンケート調査を実施している．
　本稿は，2023 年 3 月に，全国に居住する 20 代・
30 代の男女を対象に，全国を 8 つの地域に分け
て WEB によって実施した調査（クローズド・パ
ネル調査）の結果註 1）を中心として，災害・事故
等に対する不安，災害情報に対する評価，災害時
のイメージ，災害対策の現状などについて見てい
きたいと思う．災害対策の現状については，かつ
ての日本の多くの家庭での慣習となっていた，災
害・非常時とは必ずしも関わりのない「モノの買
い置き」についてと，入浴後も浴槽の湯をすぐに
捨てないなど，日常に行われていた「浴槽の水の
汲み置き」について，そして，このたびのコロナ
ウィルスの感染が災害対策に与えた影響について
質問を設けた．
　関連調査としては，たとえば，国土交通省が
2021 年に「国民意識調査」註 2），内閣府が 2022 年
に「防災に関する意識調査」註 3）などを実施して
いるが，若者に特化した調査はあまり行われてい
ないようだ．また，本稿で示すような，災害・事
故などへの不安を網羅した調査や災害情報に関す
る詳細な項目を設けた調査は，他にないように思
われる．

2． 災害・事故等に対する不安

2．1　 「自分自身がそのうちに巻き込まれるので
はないか」と思う災害・事故等

　まず，「自分自身がそのうちに巻き込まれるの
ではないか・体験するのではないか」という不安
を覚える災害・事故等について，31 の選択肢を
設けて複数回答で尋ねた．
　最も回答が多かったものが「地震災害」で，全
体の 82.8％であった．ついで多かったものが「交
通事故」の 51.3％，その次に多かったものが「台
風による災害」の 50.5％で，以下，「豪雨災害」

（47.0％），「感染症・毒性のあるウィルスによる
病気」（41.8％），「空き巣・不審者侵入」（34.5％），

「熱中症や高温による身体への影響」（30.5％），「飲
食物の中毒」（28.5％），「大雪による災害」（28.0 
％），「津波災害」（26.8％）の順であった（表 1）．
自然災害の中でも，特に地震に不安を覚える人が
非常に多いことがわかる．また，台風による災害
を経験することが，交通事故に遭うこととほぼ同
じくらいの確率で起こると考えていることもわか
る．そして，「感染症・毒性のあるウィルスによ
る病気」と回答している人が 4 割を超えている
が，参考までに日本でコロナウィルスの感染が全
国的に広まる前の 2019 年 3 月に，筆者の研究室
で実施した同様の調査（有効回答数 100）註 4）では，

「感染症・毒性のあるウィルスによる病気」と回
答した人が全体の 22.0％であった．このたびのコ
ロナウィルスの感染の経験が，感染症への不安を
覚える人を増やしたことが，今回の調査結果から
もうかがえる．また，日本でコロナウィルスの感
染が始まった 2020 年 3 月に実施した調査（有効
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回答数 250）註 5）で「感染症・毒性のあるウィルス
による病気」と回答した人は全体の 50.8％で，こ
の頃に比べると感染症に不安を覚える人が少なく
なっているようである．
2．2　 「日本でひんぱんに起こるのではないか」

と思う災害・事故等
　次に，今後の日本で，「ひんぱんに起こるので
はないか・近いうちに起こるのではないか」と思
う災害・事故等について，同じく 31 の選択肢を
設けて尋ねた．

　最も回答が多かったものが「地震災害」で，全
体の 74.8％であった．ついで多かったものが「豪
雨災害」の 53.0％，その次に多かったものが「台
風による災害」の 50.0％で，以下，「交通事故」

（34.0％），「土砂災害」（33.0％），「熱中症や高温
による身体への影響」（32.0％），「津波災害」と「強
盗・傷害」（30.0％）の順であった（表 2）．「自分
自身がそのうちに巻き込まれるのではないか」と
思われる自然災害と同様，「日本でひんぱんに起
こる・近いうちに起こる」と感じている自然災害

表 1　 「自分自身がそのうちに巻き込まれるのでは
ないか・体験するのではないか」という不
安を覚える災害・事故等（％）

  （M.A.　n＝400）

地震災害 82.8
津波災害 26.8
火山噴火・爆発による災害 12.8
台風による災害 50.5
豪雨災害 47.0
土砂災害 20.5
竜巻 10.5
落雷 19.8
雹（ひょう）による被害 12.0
大雪による災害 28.0
なだれによる被害 4.0
熱中症や高温による身体への影響 30.5
隕石等の落下による被害 6.8
原子力事故・放射能汚染による被害 10.0
大気汚染による身体への影響 12.8
公害（水質汚濁・大気汚染など）による
　生活・身体への影響

11.8

空き巣・不審者侵入 34.5
強盗・傷害 23.8
ストーカー 11.8
通り魔 20.8
詐欺 22.5
テロ 13.8
戦争 21.3
感染症・毒性のあるウィルスによる病気 41.8
飲食物の中毒 28.5
毒物による被害 8.0
薬害 9.3
危険（脱法）ドラッグなどによる事故・事件 4.0
交通事故 51.3
その他 0.5
あてはまるものはない 10.5

表 2　 「日本でひんぱんに起こるのではないか・近
いうちに起こるのではないか」と思う災害・
事故等（％）  （M.A.　n＝400）

地震災害 74.8
津波災害 30.0
火山噴火・爆発による災害 17.0
台風による災害 50.0
豪雨災害 53.0
土砂災害 33.0
竜巻 10.3
落雷 14.0
雹（ひょう）による被害 10.5
大雪による災害 26.0
なだれによる被害 10.0
熱中症や高温による身体への影響 32.0
隕石等の落下による被害 2.5
原子力事故・放射能汚染による被害 8.0
大気汚染による身体への影響 12.0
公害（水質汚濁・大気汚染など）による
　生活・身体への影響

9.5

空き巣・不審者侵入 25.5
強盗・傷害 30.0
ストーカー 16.0
通り魔 20.8
詐欺 27.5
テロ 13.8
戦争 15.5
感染症・毒性のあるウィルスによる病気
　（今回のコロナウィルス感染の終息後）

22.8

飲食物の中毒 13.8
毒物による被害 7.0
薬害 9.5
危険（脱法）ドラッグなどによる事故・事件 8.8
交通事故 34.0
その他 0.5
あてはまるものはない 11.3
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も，地震による災害が圧倒的に多いことや，台風
や豪雨による風水害についても半数近くを占めて
いることがわかる．一方，「感染症・毒性のある
ウィルスによる病気」と回答した人は，こちらで
は 22.8％である．このたびのコロナウィルスの感
染が落ち着けば，新たな感染症が頻発すると感じ
ている人は，そのうちに感染症に感染するかもし
れないと感じている人よりも少ないことがわか
る．また，参考までに，前述の 2020 年の調査で

「感染症・毒性のあるウィルスによる病気」と回
答した人は 38.4％で，この結果からも，感染症へ
の不安を覚える人が一時期に比べて少なくなって
いるように思われる．

3． 災害情報に対する評価

3．1　震度情報に対する評価
　災害情報についての評価について見ていきた
い．まず，震度情報についてである．「発表され
た場合，あなたが安否確認など『何らかの対応』
を考える震度はどのくらいからですか」という質
問に対し，最も多い回答が「震度 5 弱」で 35.3 
％，ついで「震度 5 強」の 21.1％，その次が「震
度 4」の 17.8％の順であった（表 3）．この調査結
果を見ると，「何らかの対応をする震度」につい
て，「震度 1」から回答者を合計すると，「震度 4」
までで 21.9％（「震度 1」から「震度 4」までの合
計」），「震度 5 弱」までで 57.2％（「震度 1」から

「震度 5 弱」までの合計）となる．
　この結果を性別で見た場合，「何らかの対応を
する震度」を「震度 4 以下（「震度 1」から「震度
4」までの合計）」としているのは，男性は 15.5％
であるのに対し女性は 28.0％，「震度 5 弱以下

（「震度 1」から「震度 5 弱」までの合計）として
いるのは，男性が 47.0％であるのに対し女性は
67.0％で，男性よりも女性のほうが「何らかの対
応をする震度」の度数が低いことがわかる．また，
同じ若者・青年層でも年代による差も見られ，

「何からの対応をする震度」が「震度 4 以下」と
しているのは，20 代が 27.5％であるのに対し 30
代が 16.0％，「震度 5 弱以下」としているのが，

20 代が 63.5％であるのに対し 30 代が 50.5％で，
30 代よりも 20 代のほうが「何らかの対応をする
震度」の度数が低いようである．
　さて，参考までに，2004 年に宮城県・東京都・
静岡県に居住する男女 320 人に，筆者の研究室で
実施した同様の調査註 6）で，「何らかの対応をする
震度」は，最も多かったのは「震度 5 弱」の 29.7 
％，次が「震度 4」の 25.6％，その次が「震度 5 強」
の 21.9％であった．「何らかの対応をする震度」
を「震度 1」から回答者を合計すると，「震度 4」
までが 32.5％，「震度 5 弱」までが 62.2％となる．
調査に対象地域や年齢層に違いがあるため確実な
ことを言うのは難しいが，この約 20 年の間に，

「何らかの対応をする震度」の度数が高くなった
ことがうかがえる．
　次に，「震度の意味」の理解度である．震度は
一般には市区町村名で発表されるが，その意味
は，その市区町村全体の震度（面の値）ではなく，
計測震度計が設置されている地点の震度（点の
値）である．このことについて理解していたかど
うかについて尋ねたところ，「知っていた」と回
答した人が 40.5％，「市区町村全体の震度と思っ
ていた」と回答した人が 31.0％，「市区町村の平
均的な震度と思っていた」が 28.5％だった．6 割
近い人が，震度の意味を正確に理解していないこ
とがわかる．この結果を性別で見た場合，「知っ
ていた」と回答した人は男性が 47.0％であったの
に対し女性が 34.0％で，男性のほうが，震度の理
解度が高いという結果となった．また，地域別に

表 3　 何らかの対応をする
震度（％）

  （n＝400）

震度 1 0.3
震度 2 0.3
震度 3 3.5
震度 4 17.8
震度 5 弱 35.3
震度 5 強 21.0
震度 6 弱 8.0
震度 6 強 3.5
震度 7 2.3
わからない 8.3
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見ると，「知っていた」と回答した人は東北地方
が 56.0％と最も多いという結果となった．
　次に，震度 5 と 6 が「強」「弱」に分かれてい
ることに対する評価について尋ねた．これについ
て，「今のままでよいと思う」と回答した人は
49.0％，「『震度 5 弱』『震度 5 強』『震度 6 弱』『震
度 6 強』を，『震度 5』『震度 6』『震度 7』『震度 8』
と改めたほうがよいと思う」と回答した人は
17.3％，「『震度 5 強』『震度 6 強』はそのままで
よいが，『震度 5 弱』『震度 6 弱』といった『弱』
を使う表現はやめたほうがよいと思う」と回答し
た人は 15.8％，「わからない」と回答した人は
18.0％であった．この結果について地域別に見た
ところ，「『弱』を使う表現はやめたほうがよいと
思う」という回答について，近畿地方では 26.0％
と他の地域よりも回答者が多い傾向が見られた．
　参考までに，前述の 2004 年に実施した調査で
は，「今のままでよいと思う」と回答した人は
49.1％であったのに対し，「『震度 5 弱』『震度 5 強』

『震度 6 弱』『震度 6 強』を，『震度 5』『震度 6』『震
度 7』『震度 8』と改めたほうがよいと思う」と回
答した人は 40.0％，「『震度 5 強』『震度 6 強』は
そのままでよいが，『震度 5 弱』『震度 6 弱』といっ
た『弱』を使う表現はやめたほうがよいと思う」
と回答した人は 6.6％，「わからない」が 3.1％で
あった．
3．2　緊急地震速報に対する評価
　緊急地震速報に関する質問も設けた．まず，緊
急地震速報に関する理解度である．「緊急地震速
報」には，「予報」と「警報」がある．「予報」は

「どこかで最大震度 3 以上の揺れが予想された場
合，またはマグニチュード 3.5 以上等と予想され
た場合に発表するもの」であるのに対し，「警報」
は「どこかで最大震度 5 弱以上の揺れが観測され
ることが予想される地震について，その地震で，
震度 4 以上の揺れが予想される地域を対象に発表
されるもの」で，一般に，テレビ・ラジオや携帯
電話・スマートフォン（緊急速報メール）などか
ら伝えられる「緊急地震速報」は，「警報」の「緊
急地震速報」であるが，このようなことについて
理解しているかについて尋ねた．その結果，「よ

く知っていた」と回答した人は 10.0％，「ある程
度は知っていた」と回答した人は 35.3％，「『緊急
地震速報』は知っていたが，このようなことまで
は知らなかった」と回答した人は 49.3％，「『緊急
地震速報』という情報自体を知らなかった」と回
答した人は 5.5％であった．「緊急地震速報」自体
の認知度は高いものの，一般に発表される緊急地
震速報の意味を理解している人は半数近くである
ことがわかった．性別で見ると，「ある程度は知っ
ていた」と回答した人は，男性が 42.5％に対して
女性が 28.0％，「『緊急地震速報』は知っていたが，
このようなことまでは知らなかった」と回答した
人は，男性が 39.0％に対して女性が 59.5％と，緊
急地震速報の詳細についての認知度は男性のほう
が高いという結果となった．
　次に，2023 年 2 月から「長周期地震動」の予
測情報も緊急地震速報として発表するようになっ
たことについての認知度である．このことについ
て尋ねたところ，「よく知っていた」が 5.8％，「詳
しくはわからないが知っていた」が 19.0％，「な
んとなく聞いたことがあった」が 21.5％，「知ら
なかった」が 53.8％と，半数以上が知らなかった
と回答している．性別で見ると，「知らなかった」
と回答した人は，男性が 49.0％であったのに対し
女性は 58.5％と，男性のほうの認知度が高いとい
う結果となった．
　そして，テレビ・ラジオにおける緊急地震速報
の伝え方についてである．これについて，「自分
の住んでいない地域が対象の緊急地震速報でも，
積極的に伝えてほしい」「自分の住んでいない地
域が対象の緊急地震速報は，伝えないでほしい」

「テレビ・ラジオでは緊急地震速報を伝えないで
ほしい」の 3 つの選択肢を設けて質問をした．そ
の結果，最も回答が多かったものが「自分の住ん
でいない地域が対象の緊急地震速報でも，積極的
に伝えてほしい」の 64.8％で，ついで「自分の住
んでいない地域が対象の緊急地震速報は，伝えな
いでほしい」の 29.3％，その次が「テレビ・ラジ
オでは緊急地震速報を伝えないでほしい」の
6.0％の順であった．性別で見ると，「自分の住ん
でいない地域が対象の緊急地震速報でも，積極的
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に伝えてほしい」と回答した人は，男性が 58.5％
であったのに対し女性は 71.0％と，女性のほうが

「積極的に伝えてほしい」と考えている人が多い
という結果となった．
3．3　災害情報・災害報道に対する評価
　災害や災害情報について，11 の選択肢を設け
て複数回答で質問を行った（表 4）．その結果，
最も回答が多かったものが「大雨の際に伝えられ
る雨量『〇〇ミリ』という表現は，具体的にどの
程度の雨なのかがわかりにくい」の 50.3％で，以
下，「震度情報など気象庁が発表する情報で『〇〇
県東部』『〇〇沿岸西部』という表現が，どこを
意味するのかがわかりにくい」の 36.3％，「津波
の高さ『1 メートル』と台風などの波浪（高波）
の『1 メートル』の違いがわかりにくい」の 32.3 

表 4　災害情報等に関する評価（％）
  （M.A.　n＝400）

震度情報など気象庁が発表する情報で「○○
県東部」「○○沿岸西部」という表現が，
どこを意味するのかがわかりにくい

36.3

大雨の際に伝えられる雨量「○○ミリ」とい
う表現は，具体的にどの程度の雨なのかが
わかりにくい

50.3

津波の高さ「1 メートル」と台風などの波浪
（高波）の「1 メートル」の違いがわかり
にくい

32.3

発表される震度と，実際に感じた震度が違う
と思うことが多い

24.8

災害情報の種類や発表回数が多くなりすぎ
て，かえってわかりにくい

18.3

予想される大きな地震として，「南海トラフ
の巨大地震」や「首都直下地震」のことば
かりが話題になっているので，他に予想さ
れる地震についても取り上げるべきだ

29.8

「災害について必要な情報をどのように得れ
ばよいか」という情報を，もっと伝えてほ
しい

23.8

自分自身の「自然災害を克服することは難し
い」という思いが，以前よりも強くなって
いる気がする

21.5

災害対策や災害を引き起こす現象の観測に関
する予算を，もっと増やしてほしい

21.0

災害や災害情報に関する解説を，日ごろから
増やしてほしい

19.3

あてはまるものはない 17.0

表 5　 メディアにおける災害情報・災害報道に関
する評価（％）  （M.A.　n＝400）

テレビの震度情報のテロップ（字幕）が多す
ぎるので，震度の小さい地震は速報を出さ
なくてよいと思う

16.0

テレビの震度情報のテロップ（字幕）が多す
ぎるので，自分の住んでいる地域に影響の
ない地震などは，震度の速報を出さなくて
よいと思う

14.0

テレビの L 字画面（逆Ｌ字画面なども含む）
が頻繁に出るので，少なくしてほしい

10.8

災害に関するテレビのニュース速報が，必要
以上に多すぎるように思う

8.8

災害について過敏になりすぎていると感じら
れる報道が多いと思う

11.5

大きな災害が起きたり，警報・避難の情報な
どが発表されると，テレビ・ラジオのアナ
ウンサーが声を張りあげたり，語調を強く
するようになったのは，良いと思う

25.8

大きな災害が起きたり，警報・避難の情報な
どが発表されると，テレビ・ラジオのアナ
ウンサーが声を張りあげたり，語調を強く
するようになったために，不快感を覚えた
り，かえって気持ちが動揺することがある

11.5

大きな災害が起きたり警報・避難の情報など
が発表されると，テレビ・ラジオのアナウ
ンサーが声を張りあげたり，語調を強くす
ることは，やめてほしい

5.3

発生が予想される災害についての報道や番組
は，危機感や恐怖感を煽っているだけで実
際の災害対策に生かされていないと思う

9.3

被災者を扱う番組で，いわゆる「お涙ちょう
だい」のような番組が増えているのは，か
えって不快感を覚える

24.8

過去の大きな災害を「忘れるな」「語り継が
なければならない」という話は，正直，違
和感を覚える

9.3

災害報道で取り上げられる話題や取材される
場所などが偏っているように思う

15.8

災害が相次いだことで，最近，テレビを見る
ことが多くなっていったと思う

5.3

災害が相次いだことで，最近，ラジオを聴く
ことが多くなっていったと思う

3.0

（災害に関係なく）ラジル・ラジコ（スマー
トフォンやパソコンなどで聞くアプリやソ
フト）で，ラジオを聴くことが多くなった

6.5

災害時には，新聞が大きな役割を果たすと思
う

8.8

災害時も，テレビ・ラジオよりはスマートフォ
ンや SNS で情報を得ることが多いのでは
ないかと思う

33.3

あてはまるものはない 23.3
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％，「予想される大きな地震として，『南海トラフ
の巨大地震』や『首都直下地震』のことばかりが
話題になっているので，他に予想される地震につ
いても取り上げるべきだ」の 29.8％の順であった．
　次に，テレビ・ラジオならびにその他のメディ
アにおける災害情報や災害報道について，18 の
選択肢を設けて複数回答で質問を行った（表 5）．
その結果（「あてはまるものはない」を除いて），
最も多かったものは，「災害時も，テレビ・ラジ
オよりはスマートフォンや SNS で情報を得るこ
とが多いのではないかと思う」の 33.3％で，以下，

「大きな災害が起きたり，警報・避難の情報など
が発表されると，テレビ・ラジオのアナウンサー
が声を張りあげたり，語調を強くするようになっ
たのは，良いと思う」の 25.8％，「被災者を扱う
番組で，いわゆる『お涙ちょうだい』のような番
組が増えているのは，かえって不快感を覚える」
の 24.8％，「テレビの震度情報のテロップ（字幕）
が多すぎるので，震度の小さい地震は速報を出さ
なくてよいと思う」の 16.0％，「災害報道で取り
上げられる話題や取材される場所などが偏ってい

るように思う」の 15.8％の順であった．
3．4　情報を入手する手段
　若者は，日常，情報をどのように入手している
のだろうか．また，災害時に，どのように情報を
入手しようと考えているのだろうか．
　まず，「あなたが，日ごろ，災害に限らず，世
の中の出来事の情報やニュースを得る主な手段は
何ですか」という質問を 19 の選択肢を設けて
行ったところ（複数回答），最も多かったものが

「インターネット・ホームページ」の 55.3％で，
ついで「民間放送テレビ」の 51.8％，以下，「ツ
イッター」の 41.3％，「LINE」の 37.3％，「NHK
テレビ」の 29.8％，「インスタグラム」の 28.5％
の順であった（表 6）註 7）．この結果を性別で見る
と，顕著なものとしては，「ツイッター」をあげ
た人は男性が 36.0％であったのに対し女性が
46.5％，「LINE」をあげた人は男性が 27.5％で
あったのに対し女性が 47.0％，「インスタグラム」
をあげた人は男性が 15.5％であったのに対し女性
が 41.5％であった．日ごろ，いわゆる SNS から
情報を得ている人は男性よりも女性のほうが多い

表 7　 災害が起きた場合に，あなたが情報を得る
ために使う（使うと思う）主な手段（％）

  （M.A.　n＝400）

NHK テレビ 45.3
NHK ラジオ 18.5
民間放送テレビ 43.3
民間放送ラジオ（AM） 14.5
FM（コミュニティ FM 放送を除く） 13.0
コミュニティ FM 放送 5.0
ケーブルテレビの自主放送 3.3
CS 放送（スカパーなど） 3.0
新聞 10.3
インターネット・ホームページ 57.0
雑誌 2.5
自治体の広報紙・チラシ 4.0
フリーペーパー 3.0
ツイッター 40.5
フェイスブック 6.0
LINE 44.3
インスタグラム 19.3
TikTok 5.8
その他 0.5

表 6　 日ごろ，災害に限らず，世の中の出来事の
情報やニュースを得る主な手段（％）

  （M.A.　n＝400）

NHK テレビ 29.8
NHK ラジオ 6.8
民間放送テレビ 51.8
民間放送ラジオ（AM） 8.0
FM（コミュニティ FM 放送を除く） 8.0
コミュニティ FM 放送 3.5
ケーブルテレビの自主放送 1.8
CS 放送（スカパーなど） 2.8
新聞 14.3
インターネット・ホームページ 55.3
雑誌 7.0
自治体の広報紙・チラシ 8.3
フリーペーパー 4.5
ツイッター 41.3
フェイスブック 6.8
LINE 37.3
インスタグラム 28.5
TikTok 6.5
その他 1.0
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傾向にあることがわかる．
　次に，「災害が起きた場合に，あなたが情報を
得るために使う（使うと思う）主な手段は何です
か」という質問を，同じ 19 の選択肢を設けて行っ
たところ（複数回答），最も多かったものは「イ
ンターネット・ホームページ」の 57.0％と変わら
なかったが，次に多かったものは「NHK テレビ」
の 45.3％で，以下，「LINE」の 44.3％，「民間放
送テレビ」の 43.3％，「ツイッター」の 40.5％の
順であった（表 7）．日ごろは NHK テレビを視聴
していない人も，災害時には NHK テレビを視聴
する（視聴したいと思っている）人が多いことが
わかる．この結果を性別で見ると，「インターネッ
ト・ホームページ」をあげた人は男性が 50.5％で
あったのに対し女性が 63.5％，「LINE」をあげた
人は男性が 37.0％であったのに対し女性は 51.5 
％，「インスタグラム」をあげた人は男性が 12.0 
％であったのに対し女性が 26.5％と，日常だけで
なく災害時においても，いわゆる SNS から情報
を得ようとしている人は，男性よりも女性のほう
が多いことがわかった．

4． 災害時に生じる問題・被害等のイメージ

4．1　災害時に生じると思われる問題
　実際に大きな災害が起こった場合にどんな問題
が起こるのか，どんな被害が予想されるのかにつ
いてのイメージについてである．まず，「もし，
あなたの住んでいる地域で大きな災害が起きた場
合，あなたご自身にとって何が大きな問題になる
と思いますか」という質問を，32 の選択肢を設
けて複数回答で行った．
　その結果，最も多かったものが「電気が止まる」
の 71.3％で，以下，「水道が止まる」（70.5％），「水
や食料が手に入らない」（63.0％），「携帯電話・
スマートフォンの通話ができない」（62.8％），「携
帯電話・スマートフォンの充電ができない」

（61.5％），「ガスが止まる」（60.0％），「トイレが
使えない」（59.0％），「LINE が使えない」（51.0％）
の順であった（表 8）．これらの質問についても，
性別で回答に差が見られる．たとえば，通信関係

の回答について見ると，「携帯電話・スマート
フォンの通話ができない」は，男性が 53.0％に対
して女性が 72.5％，「携帯電話・スマートフォン
の充電ができない」は，男性が 53.5％に対して女
性が 69.5％，「LINE が使えない」は男性が 39.5％
に対して女性が 62.5％，前述していない選択肢と
しては「Wi-Fi が使えない」（全体 39.5％）は，
男性が 33.5％に関して女性が 45.5％，「ツイッ

表 8　 あなたの住んでいる地域で大きな災害が起
きた場合にあなたご自身にとって大きな問
題になること（％）

  （M.A.　n＝400）

テレビを見ることができない 36.8
ラジオを聴くことができない 13.8
新聞を読むことができない 9.8
固定電話が通じない 12.5
携帯電話・スマートフォンの通話ができない 62.8
携帯電話・スマートフォンの充電ができない 61.5
E メールのやりとりができない 16.0
LINE が使えない 51.0
ツイッター・フェイスブックなどの SNS が

使えない
22.5

WEB サイト・ホームページを見ることがで
きない

21.8

Wi-Fi が使えない 39.5
電車・バスなどの公共交通機関が使えない 28.0
電気が止まる 71.3
ガスが止まる 60.0
水道が止まる 70.5
水や食料が手に入らない 63.0
風呂に入れない 50.0
トイレが使えない 59.0
冷房・暖房が効かない 49.8
睡眠がとれない 38.3
体調が悪くなる 34.0
感染症にかかる 28.8
医薬品が手に入らない・ケガや病気の治療が

受けられない
32.3

仕事・アルバイトができない 22.5
学校に行くことができない 3.8
家族や友人・知人との連絡がとれない 32.5
友人・知人と会えない 12.3
ゴミや廃棄物の処分が難しくなる 19.5
ガソリンが手に入らない 28.3
銀行・ATM が使えなくなる 25.5
その他 0.8
特に困ることはない 10.8



54 ──地震ジャーナル　76 号（2023 年 12 月）

ター・フェイスブックなどの SNS が使えない」
（全体 22.5％）は，男性が 16.0％に対して，女性
が 29.0％といった結果となっている．大きな災害
の際に生じる通信の問題について，男性よりも女
性のほうが不安を覚えている人が多い傾向にある
ようである．また，年代によっても回答に差が見
られるものがあり，たとえば，「テレビを見るこ
とができない」（全体 36.8％）と回答した人は，
20 代では 29.5％だったのに対し 30 代では 44.0％
という結果になっている．若者の「テレビ離れ」
の一端を表す結果のようにも思える．
4．2　地震時に起こると思われること
　次に，「あなたが住んでいる地域が大きな地震

（多くの建物が壊れるような地震）に襲われた場
合，あなたの住んでいる地域でどんなことが起こ
ると思いますか」という質問を，19 の選択肢を
設けて複数回答で行った．
　その結果，最も多かったものが「しばらくは食
料や水が届かなくなる」の 54.3％で，以下，「パ
ニックが起きる」（50.8％），「人々が商店やスー
パーマーケットに殺到する」（50.3％），「避難す

る場所が人であふれる」（42.8％），「病院で治療
が受けられない人が多くなる」（35.0％），「衛生
面での問題が起こる」（同じく 35.0％），「情報が
ほとんど入らなくなる」（27.0％）の順であった

（表 9）．これらの質問に関しても性別で差が見ら
れた．たとえば，「しばらくは食料や水が届かな
くなる」は，男性が 43.0％に対して女性が 65.5 
％，「人々が商店やスーパーマーケットに殺到す
る」は，男性が 41.0％に対して女性が 59.5％，「病
院で治療が受けられない人が多くなる」は，男性
が 27.5％に対して女性が 42.5％，「衛生面での問
題が起こる」は，男性は 26.5％に対して女性は
43.5％といった結果となっている．生活のための
物資や生活機能についての不安を覚える人が，男
性よりも女性のほうが多いという傾向がみられる．

5． 災害対策の現状

5．1　モノの買い置き
　日頃の災害対策の状況は，どのようになってい
るのだろうか．まず，「モノの買い置き」につい
てである．災害対策に関係なく，以前は，飲み物
や食料品などモノを買い置きしている家庭が多
かった．しかし，近年，モノの買い置きをしてい
る家庭が少なくなってきているように感じる．ま
ず，この点について確かめようと思った．
　「災害とは関係なく，あなたは日頃，飲み物や
食料品の買い置き・備えをしていますか．次の中
から，あなたの傾向にもっとも近いものを 1 つ選
んでください」という質問をしたところ，最も回
答が多かったものが「3・4 日分程度の買い置き
をしている」の 29.8％で，ついで，「ほとんど買
い置きをしていない」の 27.5％，以下「2 日分程
度の買い置きをしている」の 23.3％，「5 日分以
上の買い置きをしている」の 10.5％，「1 日分程
度の買い置きをしている」の 9.0％の順であった．
　この質問で，あまり買い置きをしていない人

（146 人．「1 日分程度の買い置きをしている」と
「ほとんど買い置きをしていない」を選択した人）
にその理由を 11 の選択肢を設けて複数回答で質
問したところ，もっとも多かったものが（「わか

表 9　 あなたが住んでいる地域が大きな地震に襲
われた場合に起こると思うこと（％）

  （M.A.　n＝400）

パニックが起きる 50.8
流言やデマにより混乱が起こる 23.3
大規模な火災や爆発が起こる 17.5
窃盗・強盗などの犯罪が起こる 23.8
あちこちでケンカや口論がはじまる 11.0
行政や自治体が機能しなくなる 24.8
人々が商店やスーパーマーケットに殺到する 50.3
避難する場所が人であふれる 42.8
しばらくは食料や水が届かなくなる 54.3
病院で治療が受けられない人が多くなる 35.0
感染症がはやる 18.8
衛生面での問題が起こる 35.0
情報がほとんど入らなくなる 27.0
孤立する 15.0
住む場所がない・見つからない人が増える 22.0
まったく救援が来ない 10.8
多くの報道関係者が訪れる 10.0
その他 0.3
特に生命・財産がおびやかされるような事態

は起こらない
10.3
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らない」を除く）「買い置きをしたものを保存す
る空間がないから」の 24.0％，次が「金銭的余裕
がないから」の 21.9％，その次が「コンビニエン
スストアや遅くまで営業しているスーパーマー
ケットなどがあるので，買い置きの必要がないか
ら」の 21.2％であった（表 10）．
　この結果を性別で見ると，「金銭的余裕がない
から」をあげた人は，男性が 14.5％だったのに対
して女性が 30.0％であった．また世代別で見る
と，「コンビニエンスストアや遅くまで営業して
いるスーパーマーケットなどがあるので，買い置
きの必要がないから」をあげた人は，20 代が
15.5％だったのに対して 30 代は 29.0％であった．
　参考までに，前述した 2019 年 3 月に実施した
同様の調査（有効回答者数 100）で，同じ質問を
行ったところ，最も多かったものが「ほとんど買
い置きをしていない」の 36.0％で，ついで「3・4
日分程度の買い置きをしている」の 22.0％，以下，

「2 日分程度の買い置きをしている」の 16.0％，「5
日分以上の買い置きをしている」の 14.0％，「1
日分程度の買い置きをしている」の 12.0％の順で
あった．また，2021 年 3 月に実施した同様の調
査（有効回答者数 300）註 8）で同じ質問を行ったと
ころ，最も多かったものが「2 日分程度の買い置
きをしている」の 26.3％で，ついで「ほとんど買

い置きをしていない」と「3・4 日分程度の買い
置きをしている」が同じ 24.0％，以下，「5 日分
以上の買い置きをしている」の 15.7％，「1 日分
程度の買い置きをしている」の 10.0％の順であっ
た．このような傾向を見ると，このたびのコロナ
ウィルス感染による物資の不足などの騒ぎや不安
などが，日ごろの買い置きにも影響したのではな
いかと感じられる．
5．2　浴槽の水の汲み置き
　以前は，入浴後の浴槽の湯をすぐに捨てないな
ど，浴槽に水の汲み置きを行う家庭が少なくな
かった．しかし最近は，浴槽に水の汲み置きをし
ている家庭が，以前ほど多くないように思われ
る．浴槽に水の汲み置きをすることは防火や災害
時の生活用水等に役に立つのであるが，水の汲み
置きをしなくなってきているということは，防火
や災害対策にも影響を与えているということであ
る．現代の若い世代は，どの程度，浴槽の水の汲
み置きを行っているのであろうか．
　このことについて尋ねたところ，「まったく汲
み置きをしていない」と回答した人が最も多く
59.0％を占め，ついで多かったのが「ほとんど汲
み置きをしていない」の 14.5％であった．この 2
つの回答を合わせると 73.5％となるが，つまりは
7 割以上の人が浴槽の水の汲み置きをしていない
ということである．以下，「ときどき汲み置きを
している」（11.8％），「よく汲み置きをしている」

（10.5％），「住んでいる住居に風呂がない」（4.3％）
の順であった．
　この結果を性別で見ると，「まったく汲み置き
をしていない」と回答した人は，男性が 54.0％で
あったのに対して女性が 64.0％であった．また世
代別で見ると，「まったく汲み置きをしていない」
と回答した人は，20 代が 64.5％であったのに対
し 30 代が 53.5％であった．男性よりも女性のほ
うが，また，世代が若いほうが浴槽に水の汲み置
きをしていない人が多い傾向にあることがわかる．
　浴槽に水の汲み置きをしなくなった理由として
は，浴室のカビを防ぐことや，以前のように風呂
の残り湯を洗濯に使わなくなっていること，さら
には浴槽を使わずシャワーだけですます人も少な

表 10　買い置きをしない理由（％）
  （M.A.　n＝400）

コンビニエンスストアや遅くまで営業してい
るスーパーマーケットなどがあるので，買
い置きの必要がないから

21.2

あまり家で食事を作らないので，必要以上の
食料品は買わないから

12.3

買い置きしたものを保存する空間がないから 24.0
冷蔵庫がないから 2.1
金銭的余裕がないから 21.9
ほとんどを通信販売や宅配で購入しているの

で，自分から買いに行くことはないから
0.7

買い置きのことなど考えたこともなかった 13.0
何とかなると思うから 12.3
なんとなく 11.0
その他 3.4
わからない 24.0
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くないことなどがあげられると思われる．
　なお，昨今，災害対策のために浴槽の水の汲み
置きを勧める意見がある一方註 9），衛生や安全等
の観点から浴槽の水の汲み置きに対して否定的な
意見もある註 10）．このような意見が，浴槽の水の
汲み置きをしない人を増やしている一因になって
いるのかもしれない．
5．3　コロナウィルス感染の経験と災害対策
　このたびのコロナウィルス感染の経験は，災害
対策にも影響を与えたのであろうか．この調査で
は，12 の選択肢を設けて，「今回のコロナウィル
ス感染における対応と経験は，今後の大規模な災
害時の生活に役立つ，または役立てることができ
ると思いますか」という質問を行った（複数回答）．
　その結果，最も多かったものが「リモートによ
る会議や打ち合わせが円滑に行える」の 43.5％
で，ついで，「手洗いや除菌などの習慣ができた
ので，災害時においても，ウィルスの感染や衛生
上の問題を防ぐことができると思う」の 36.3％，
以下，「学校に通学できない場合の遠隔授業が円

滑に行える」（32.3％），「しばらくの間，友人や
知人と直接会えなくなっても我慢できると思う」

（30.3％），「外出できない場合の過ごし方がわかっ
た」（23.5％），「不自由な生活をすることに，あ
る程度耐えられるようになったと思う」（22.8％），

「友人・知人とのリモートやインターネットによ
る顔出しでの会話が抵抗なくできる」（21.8％）
の順であった（表 11）．災害時における対人関係
やコミュニケーションに関する選択肢をあげる人
が多いことがわかる．この結果を性別で見ると，

「しばらくの間，友人や知人と直接会えなくなっ
ても我慢できると思う」をあげた人は，男性が
22.0％であったのに対し女性が 38.5％であった．
　なお，「非常時の買い置きをするようになった」
と回答した人が 21.5％を占めていた．前述したよ
うに，今回のコロナウィルス感染の経験が，災害
対策のための備蓄を進める契機になった人も少な
くなかったようである．

6． まとめにかえて

　最後に，考察をまとめておきたい．まず，災
害・事故等に対する不安であるが，自分自身がそ
のうちに巻き込まれるかもしれないと思っている
ものも，これからの日本でひんぱんに起こるので
はないかと思っているものも，ともに「地震災害」
が最も多かった．それだけ若者が，日常において，
潜在的なものではあるかもしれないが地震災害に
不安を覚えていることがわかる．また，このたび
のコロナウィルス感染については，日本で感染が
始まった頃には感染症に対する不安を大きくした
ものの，現在は，その時期に比べて不安を覚える
人が少なくなってきたように思える．
　次に，災害情報に対する評価である．震度情報
については，特に東日本大震災を引き起こした地
震以降，比較的強い地震が多く発生していること
もあってか，「何らかの対応をする震度」の度数
が以前に比べて大きくなっているようである．ま
た，震度の意味であるが，震度を本来の「点の値」
ではなく「面の値」と考えている人が相対的に多
いことがわかった．そして，震度 5 と 6 が「強」

表 11　 このたびのコロナウィルス感染が今後の災
害時に役立つこと（％）

  （M.A.　n＝400）

学校に通学できない場合の遠隔授業が円滑に
行える

32.3

リモートによる会議や打ち合わせが円滑に行
える

43.5

友人・知人とのリモートやインターネットに
よる顔出しでの会話が抵抗なくできる

21.8

不自由な生活をすることに，ある程度耐えら
れるようになったと思う

22.8

しばらくの間，友人や知人と直接会えなく
なっても我慢できると思う

30.3

非常時の買い置きをするようになった 21.5
非常時のために何が必要か，何を用意すれば

よいかがわかった
15.8

手洗いや除菌などの習慣ができたので，災害
時においても，ウィルスの感染や衛生上の
問題を防ぐことができると思う

36.3

外出できない場合の過ごし方がわかった 23.5
ストレスの発散がしやすくなったと思う 8.0
その他 0.3
特に役立つもの，役立てることができるもの

はない．わからない
21.8
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「弱」に分割されて 20 年以上になるが，現在のよ
うに「強」「弱」と分けたままでよいと回答した
人が半数近くを占めている．なお，この「強」「弱」
という表現が浸透してきているのか，「強」「弱」
を積極的に改めたほうがよいと考えている人は，
以前に比べて少なくなってきているようである．
　次に，緊急地震速報についてであるが，緊急地
震速報の認知度自体は全体の 94.5％と非常に高い
ことがわかるが，緊急地震速報に「警報」「予報」
があることの認知度と理解度は，まだまだ高くな
いようである．また，緊急地震速報は，自分の住
んでいない地域が対象の速報でも積極的に伝えて
ほしいという人が過半数を超えており，緊急地震
速報のニーズもある程度高いことがわかる．そし
て，長周期地震動の予測情報が緊急地震速報とし
て発表されるようになったことであるが，長周期
地震動情報の公表が始まってから時間が経ってい
ないこともあり，長周期地震動自体の認知度が，
まだまだ低いようである．
　次に，災害情報に対する評価であるが，発表さ
れる数値については，震度などに比べて「雨量」
の示す意味がわかりにくいと感じている人が過半
数を占めていた．また，これは地域によってであ
るが，「東部」「西部」などと表される地域名称も
わかりにくいと感じている人が多いことがわか
る．そして，メディアの災害情報・災害報道につ
いてであるが，災害を伝える際に語調を強める最
近のテレビ・ラジオの報道に一定の評価が示され
ていることや，被災者を扱う番組について批判的
な評価をする人も少なくないことがわかる．さら
に，災害時の情報は，通常使用している「イン
ターネット・ホームページ」を入手手段として使
用するだろうと考えている人が過半数を占めてい
る一方で，マス・メディアに関してみると，「民
間放送テレビ」よりも「NHK テレビ」から得よ
うと考えている人が多いこともわかった．
　次に，自分自身にとって災害時に問題となるこ
ととして，「電気」「水道」「ガス」「トイレ」といっ
た，いわゆるライフラインが機能しなくなること
をあげる人が多いことに加え，「携帯電話・ス
マートフォン」「LINE」といった通信が機能しな

くなることへの不安をあげる人も多かった．若者
にとって「通信」が欠かせないものになっている
ことがうかがえる．また，大きな地震が起きた際
に地域で生じると思われる問題については，生活
物資の入手が難しくなることに不安を持つ人が多
いこととともに，「パニックイメージ」を持って
いる人が少なくないことがわかった．
　最後に，災害対策の現状としてあげた 3 つの質
問についてである．まず，モノの買い置きについ
てであるが，以前の調査に比べて，買い置きをし
ていると回答した人が多くなっているように思え
る．また，浴槽の水の汲み置きについては，非常
に多くの人が，まったく，あるいはほとんど行っ
ていないことがわかる．浴槽の水が防火や災害対
策につながることを見直し，衛生や安全等に配慮
しながら防火・生活用水の備蓄を進めていくこと
も必要ではないかと思われる．そして，このたび
のコロナウィルス感染の経験が災害対策に与えた
影響であるが，災害時のコミュニケーションのと
り方や過ごし方がわかったと思っている人が少な
くない．それとともに，コロナウィルス感染の経
験が，モノの買い置きをする人を増やした 1 つの
要因になっていることもわかった．

註

  1）　有効回答数は 400．内訳は，性別は，男性 200・
女性 200．年代は，20 代 200・30 代 200．地域は，
北海道，東北，関東，北陸・甲信越，東海（三重県
を含む），近畿（三重県を除く），中国・四国，九州・
沖縄の 8 地域で各 50．調査主体は日本大学文理学
部社会学科・中森研究室である．

  2）　国土交通省，"国土交通白書　令和 3 年版"，
https://www.mlit.go.jp/hakusyo/mlit/r02/hakusho/ 
r03/html/n1224000.html（2023 年 9 月 17 日閲覧）

  3）　内閣府，"防災に関する意識調査"，https://survey. 
gov-online.go.jp/r04/r04-bousai/index.html（2023
年 9 月 17 日閲覧）

  4）　調査対象は 20 代の男女．調査対象地域は，北海
道・東京・静岡・大阪・広島の 5 地域である．

  5）　調査対象は 20 代の男女．調査対象地域は，東北・
関東・静岡・大阪・広島の 5 地域である．

  6）　WEB 調査（クローズド・パネル調査）．調査対
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象は，10 代以上男女の 320 人である．
  7）　WEB 調査の場合，「NHK テレビ」よりも「民間

放送テレビ」の接触率が高いという結果がでること
が少なくない．

  8）　調査対象は 18 歳から 24 歳までの男女．調査対象
地域は，宮城・東京ならびに神奈川・静岡・大阪・
広島の 5 地域である．

  9）　たとえば，"東京都防災ホームページ"，https://
www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/1002147/1008042/100
8079/1008092.html（2023 年 9 月 26 日閲覧）など．

 10）　たとえば，"ダイヤモンドオンライン"，https://
diamond.jp/articles/-/157680（2023 年 9 月 26 日閲
覧）など．

　　　中森広道
　　［なかもり　ひろみち］

現職　日本大学文理学部社会学科教授
略歴　財団法人都市防災研究所研究員，日本大学文理
学部社会学科助手，同専任講師，同助教授（准教授）
等を経て 2008 年より現職
研究分野　災害社会学・災害情報論・社会情報論
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1． は じ め に
　2023 年 2 月 6 日，現地時間の午前 4:17 頃，
トルコ南部の東アナトリア断層沿いのガズィア
ンテップ県とカフラマンマラシュ県の境界付近
を震源とする Mw 7.8 の地震が発生した．その
後，同日の 13:24（現地時間）には，今度は先
の地震からやや離れた北側の別の断層付近で
Mw 7.5 の地震が発生し，被害が拡大した．そこ
で，日本建築学会災害委員会では協議のうえ，
正式に日本建築学会災害調査団の派遣を決定
し，派遣検討 WG の主査として楠（東京大学
地震研究所）を指名した．その後，土木学会，
地盤工学会，および文部科学省科学研究費補助
事業（特別研究推進費）の「2023 年トルコ南
部の地震と災害に関する総合調査」研究グルー
プと相談し，4 団体合同で調査団を派遣するこ
ととした．また，調査日程を 3 月 28 日～4 月 4
日とし，調査団団長を楠とすることとした．
2． 調査団の構成
　調査団は，団長を楠，幹事を真田（大阪大
学），日比野（名古屋大学），毎田（東京大学）
がつとめ，総勢 27 名である．人数が多いため，
基本的には「RC 造」，「観測点・組積造」，「免
制振・継続性」，「制度・非工学建物」，「RC 造
詳細調査」，「地盤工学」のグループに分かれて
調査を行った．一方，トルコ側は日本側の調査
対象範囲を鑑み，総勢 22 名の研究者が参加し
た．研究者は，ITU，ボガチッチ大学，イズミー
ル工科大学，ハラン大学，MEF 大学，ミマー
ル・シナン芸術大学，イスタンブール・キュル
テュール大学，イルディス工業大学，ゲゼブ大
学，およびイスタンブール市職員である．
　調査対象都市を図 1 に示す．調査対象地域は
ベースとした Gaziantep を中心に南北方向に数
百キロに及ぶ．本報告では，紙面の都合上，観
測点周りの被害率と RC 造建物の被害について
紹介する．
3．強震観測点周りの被害
　トルコでは，首相府防災危機管理庁（AFAD）
が防災管理を行う組織となっており，今回の地
震でも強震記録をいち早く公開した．その後，
一部の観測点では観測点と観測記録の精査が行

われ，その後取り下げられた．調査では，比較
的強い揺れが観測された観測点の状況調査と併
せて，周辺の建物の被災度を調査して被害率の
算定を試みた．
　図 2 に調査した 8 点の観測点位置を示す．調
査項目は構造形式，総数，被害程度とし，被害
程度は原則 EMS-98（Grünthal, 1998）に従っ
た．この判定方法は，被害建物の目視調査から
その被害程度を 0～5 の 6 段階分類し，3・4 が
大破，5 が倒壊にあたる．調査棟数は全 211 棟
で，RC 造と組積造がほぼ半数ずつであった．
1 例として，Nurdagi は気象庁震度階で 6 強の
揺れが観測されたが，記録の PGA は NS・
EW・UD 方向でそれぞれ 552 cm/s2，589 cm/
s2，315 cm/s2 であった．調査は観測点の周辺
の 33 棟の建物を対象に行い，RC 造はそのう
ち 82%，組積造は 15% を占めた．倒壊率（大
破・倒壊建物数の全調査棟数に対する割合）は
27％であった．被害の例を写真 1 に示す．鉄筋
コンクリート造耐震壁が水平方向にスリップ破
壊し，縦筋が座屈・破断していることがわか
る．比較的配筋も多く，大きな振動に見舞われ
たことが推察される．
　同じく震度6強を観測したNarli， Balarumudo，

2023年 2月 6日トルコ南部の地震について

図 1　 調査対象都市と調査日（★は 1 回目・2 回目
の地震の震源位置）
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Guzelce では，倒壊率はそれぞれ 10%，54%，
27% であった．
4． RC 造建物の被害
　RC 造建物の被害調査地域は 1 度目の地震の
震源を中心として，図 1 に示す北東の Malatya
から南西の Antakya までの 350 km 超に及ぶ．
すべての地域で甚大な被害が見受けられた．な
お，トルコの耐震規定は，最近では，1999 年，
2007 年，および 2018 年に改訂されている．
　トルコの建物の特徴として，非常に扁平率の
高い矩形の柱（幅に対してせいの長い柱）が用
いられていることである．所要の曲げ強度を確
保するため，特に 1 階の柱脚で配筋が多い．さ
らに，脚部で主筋が重ね継ぎ手されているた
め，主筋の空きがきわめて狭いものが建設年代
によらず被害建物では多く見られた．
　また，写真 2 に示すようなパンケーキ破壊を
生じた建物も多くの都市で散見された．建物に
よっては，2 度目の地震で倒壊したとのことで
あった．2018 年以降の建物では，全体崩壊形
を形成したものの，その応答変形がきわめて大
きくなったと思われるもの，建物脚部から転倒
したものも見受けられた．
5． ま　と　め
　2023 年トルコ・シリア地震により被害を受け
た地域の災害調査を実施した．調査では日本側

27 名，トルコ側 22 名が参加したが，国際協力
によりきわめて有効に実施することができた．
その結果，広い範囲の調査を実施することがで
きた．本報告で示したように，広範の地域で強
い揺れが観測されており，その周辺の建物の倒
壊率は 10～54% に達した．また，RC 造建物で
は，特に扁平柱の過密配筋や，層崩壊・パン
ケーキ破壊を生じている建物が散見された．今
後，2023 年末をめどに報告書を出版する予定
である．
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写真 1　RC 造壁の被害

図 2　観測点位置（カッコ内は観測点番号）

写真 2　パンケーキ状に破壊した建物（Antakya）
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　2023 年 9 月 8 日 22 時 11 分（UTC）（日本時
間 9 日 7 時 11 分），モロッコの首都カサブラン
カから南西約 300 km，深さ 19.0 km のところで
Mw 6.8 の地震が発生した．震源近くには旧首都
で世界遺産などもあるマラケシュがあり歴史的
建造物にも大きな被害が出ているとの報道があ
る（たとえば，CNN 記事（参考 Web 2））．国
連人道問題調整事務所（UNOCHA）報告（参
考 Web 4））では 9 月 18 日までに約 3,000 人の
死者と 5,000 人以上の負傷者がでているとのこ
とである．被害の最新状況についてはアジア防
災 セ ン タ ー（ 参 考 Web 1）） や UNOCHA の
Web サイトなどを参照されたい．モロッコの

地震としては宇津（2004. 改定・更新版，参考
Web 6））によれば死者 1 万人以上をだした
1960 年アガディール地震（M5.8）以来の大き
な地震である．本稿では，米国地質調査所

（USGS）（参考 Web 5））やヨーロッパ地中海
地震学センター（EMSC）（参考 Web 3））によ
る Web 情報に基づいて，どのような地震で
あったのか概観する．また，テクトニックな背
景について GNSS 観測の結果も紹介する．
　モロッコの北はジブラルタル海峡をはさんで
スペインと向かい合っているが，海峡付近が東
西に延びるアフリカプレートとユーラシアプ
レートの境界になっており，両プレートは数
mm/yr で収束している．今回の地震はこの境
界から派生するように伸びているアトラス山脈
で発生したが，同山脈もプレート境界の南側の
変動帯にあって地震活動は活発である（たとえ
ば，Michard et al., 2008），

2023年 9月 8日モロッコの地震（Mw 6.8）

図 1　 EMSC によるモロッコ周辺の地震活動マップ．
ISC カタログ（1964～ 2004）および EMSC 即
時解（2005～）を描画．星印は 2023 年モロッ
コ地震の震央（参考 Web 3）に加筆）．左上
に USGS による Wphase を用いたモーメント
テンソル解を付記（参考 Web 5））

図 2　 EMSC による 2023 年モロッコ地震の（a）余
震分布，および（b）余震の M-T 図（参考 Web 
3））
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　USGS によると，震央はモロッコ中央部を東
北東～西南西に走るアトラス山脈の中で，震央
付近の震度は改正メルカリ震度階（MM）VII～
VIII 程度（日本の震度階では 5 強～6 弱程度）
である．図 1 は EMSC による 1964 年から本震
直前までの地震活動図に本震位置を付記した図
である．同図には USGS による Wphase を用
いたモーメントテンソル解を挿入してある．こ
の発震機構から地震は南北圧縮の逆断層型であ
ると考えられる．また，同図からはアトラス山

脈に沿って地震活動帯が見られるほか，山脈の
北側にも地震活動が集中している地域が見られ
る．図 2 は EMSC による，余震活動と本震以
後約 6 日間の M-T 図である．余震分布には震
央部に集中している領域とアトラス山脈の活動
帯に沿って東北東に延びた余震の活動帯が見ら
れる．また，図 3 は USGS による遠地地震波
と InSAR の同時インバージョンによる断層す
べりモデルを示しているが，断層面はほぼアト
ラス山脈の走行に一致している．また，断層す
べりは震源から両側に 10 km 程度の広がりで
あるため，図 2 の M-T 図などを参照すると余
震活動は本震のすべり域からさらに東北東延長
上に拡大しつつあるように見える．図に示して
はいないが，USGS によるとモーメントレート
関数から断層滑りは 12 秒程度で収束したと考
えられる．

図 3　 USGS による遠地地震波形と InSAR データの
同時インバージョンを用いた断層モデル．（a）
断層面上のすべり分布．星印が震源位置を示
す．（b）断層面の平面投影．赤線が断層上端

（参考 Web 5））

図 4　 Garcia-Armenteros（2023）による GNSS 変位
速度ベクトル場に 2023 年モロッコの地震の震
央位置を星印で加筆．変位速度場はユーラシ
アプレート（図ではイベリア半島を含む北方
の領域）を固定している．モロッコでは約
4 mm/yr でユーラシアプレートに対して西北
西に移動していることがわかる
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　今回の地震はプレート収束の影響を受けて南
北圧縮の場の中で発生したと考えられるが，一
方，図 4 に示すモロッコ周辺の GNSS 変位速
度ベクトル場は（Garcia-Armenteros, 2023），
アフリカプレートがユーラシアプレートに対し
て西北西に移動しており，収束方向が南北から
はかなりずれているように見える．Michard et 
al.（2008）によれば，アトラス山脈の造山運動
は始新世後期の 4 千万年前頃より続いていると
されるが，GNSS 観測に示されている収束の方
向は Calais et al.（2003）によると 3 百万年前
頃にアフリカプレートのユーラシアプレートに
対する収束方向が地中海の収束帯では約 20 度
反時計回り方向に回転したと結論付けている．
今回の地震の圧縮軸方向がプレート収束方向と
異なっているのはこのような理由によると考え
られる．
　被害の全容把握とともに，地震像のさらなる
解明が望まれる．
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1． は じ め に

　第三次人工知能（AI）ブームが始まって，は
や四半世紀が経とうとしている．当初は，囲碁・
将棋・チェスのように，定められたルールの下で
明確な目的を達成する場合において人間の頭脳を
上回る性能を示すにすぎなかったが，最近は生成
系 AI が世界各国で大きな議論を巻き起こすな
ど，1960 年代の第一次 AI ブームや 1990 年代の
第二次 AI ブームがそれぞれ 10 年ほどで冬の時
代を迎えたことに比べると，第三次 AI ブームが
終息する気配はまったくない．これは，GPU 計
算機の汎用化や機械学習ライブラリの充実によ
り，昔から考案されてきた AI 技術のアイデアが
具現化し，ようやく人間の生活や社会に影響を及
ぼすツールとなってきたことが大きいものと思わ
れる．
　地震研究においても AI の導入（地震 AI）が
国際的に進められており，地震 AI に関する論文
数は 2017 年以降に急激に増えている（Mousavi 
and Beroza, 2022）．情報科学と地震学の融合が
急速に進み始めたこの 2017 年を，筆者は「情報×
地震」元年と呼んでいる．地震学において AI と
最も親和性が高いテーマは，すべての地震研究の
第一歩とも言える，地震波形データからの P 波・
S 波といった地震波の検出である．2017 年以降，
地震波検出のための AI 技術が多数発表されてい
るが，その先駆けとなったものはカリフォルニア
工科大学が 2018 年に提唱した Generalized Phase 

Detection（GPD）法（Ross et al.,  2018）である
ことは国際的に認められているところであろう．
GPD 法をはじめとする地震波検出 AI の検出能
力は，時には経験豊かな地震学者の目を上回るこ
ともしばしばであり，数十年前から気象庁などで
日常的に用いられている統計学に基づく地震波検
出手法が，いずれこれらの AI に置き換えられる
時代が到来することは確実視されている．
　わが国では，1995 年兵庫県南部地震を契機に
整備された二千点以上の地震計からなる地震観測
網に加え，近年，民間会社が持つ振動計や個人の
スマートフォンに内蔵された加速度計を活用した
地震研究が検討され始めている．これが本当に実
現すれば，データ品質の違いはあれど，実質的に
数千万点ないしは数億点もの地震観測点が誕生す
ることになる．このような「地震超ビッグデータ」
から現実的な時間内に情報を余すことなく引き出
すためには，地震研究に AI の導入を検討するこ
とは自然な流れと言える．そのような背景を受
け，わが国においても「情報×地震」元年の 2017
年度から科学技術振興機構 戦略的創造研究推進
事業 CREST「次世代地震計測と最先端ベイズ統
計学とによるインテリジェント地震波動解析

（iSeisBayes）」（研究代表者：平田　直 東京大学
名誉教授）が 5 年半にわたり実施され，複数観測
点の地震波形データから地震波検出を行う畳み込
みニューラルネットワーク（Yano et al., 2021），
解析対象に合わせて地震観測点を選択するアルゴ
リズム（Nagata et al., 2023; Nakai et al., 2023），
ガウス過程回帰による大地震発生直後の余震の時

人工知能と自然知能の対話・協働による 
地震研究の新展開

長尾大道
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間分布推定手法（Morikawa et al., 2021），データ
同化によるプレート境界面における摩擦パラメー
タ空間分布の不確実性推定手法（Ito et al., 2023）
など，最先端の情報科学技術に基づく地震データ
解析手法が多数開発された．iSeisBayes 以降も，
2021 年度より開始となった文部科学省「情報科
学 を 活 用 し た 地 震 調 査 研 究 プ ロ ジ ェ ク ト 」

（STAR-E プロジェクト）をはじめとする地震学
と情報科学の専門家が参画する大型プロジェクト
が次々に発足し，「情報×地震」は地震学におい
て 1 つの分野を築きつつあると言っても過言では
ない．
　STAR-E プロジェクトの研究課題の 1 つとし
て，東京大学地震研究所は大阪大学大学院基礎工
学研究科などの情報科学の専門家との連携による

「人工知能と自然知能の対話・協働による地震研
究の新展開」（SYNTHA-Seis）を実施しており，
筆者はその研究代表者を仰せつかっている．現在
の AI は，しばしば人間が予想し得ない結果を出
してくれるものの，それに至った思考過程を人間
が理解可能となるような形で示すことができな
い．そのため，SYNTHA-Seis では，人工知能に
よって得られた結果の検証やそれに基づく手法の
更新を，これまで長期間にわたり「自然知能」と
言うべき人間の頭脳によって蓄積されてきた地震
研究のノウハウをフルに活かすことにより実施す
るという，AI と経験豊かな地震研究者の頭脳の

「対話・協働」による地震 AI 技術の開発を目指
している．SYNTHA-Seis の特徴の 1 つとして，
現代の地震計によって得られるデジタルデータで
ある「波形信号データ」のみならず，それを画像
化した「波形画像データ」も対象としていること
があげられる．本稿では，SYNTHA-Seis におい
て実施している研究の例として，波形信号データ
からの地震波検出のための深層学習器の開発

（Tokuda and Nagao, 2023），および波形画像デー
タからの低周波微動検出のための深層学習器の開
発（Kaneko et al., 2021, 2023）について紹介する．

2． 地震波形信号データからの地震波 
検出のための深層学習器の開発

　上述の GPD 法は，与えられた地震波形を P 波，
S 波，ノイズの 3 つの波相に判別する畳み込み
ニューラルネットワーク（Convolutional Neural 
Network; CNN）である．CNN は多数の重み行
列（これをフィルタと呼ぶ）をデータに掛け合わ
せることによりデータの特徴的なパターンを特徴
量として抽出し，データ分類を行う手法である．
むろん，特徴的なパターンは対象データごとに異
なるため，フィルタもデータごとに決める必要が
ある．そのために，真の分類結果があらかじめわ
かっているデータ（学習データ）を用いて，CNN
を用いた分類結果がそれに合うように最適なフィ
ルタを同定する（これを学習または訓練という）．
本研究では，CNN を訓練するための学習データ
としては，P-相と S-相の開始点が波形データの
中心に揃うように長さ 4 秒の波形を抽出し，さら
に波形の最大振幅が 1 になるように規格化したも
のを用いる（図 1）．このような訓練を通じて，
CNN はデータ駆動的に地震波に関する何かしら
の特徴量を把握する．その後，地震波を，検出し
たい地震波形に長さ 4 秒の時間窓をスライドさせ
ながら学習済み CNN を適用し，P-相・S-相・ノ
イズ-相が時間窓に含まれている確率を算出する．
しかしながら，GPD 法は地震波を少々敏感に検
出しすぎる（ノイズを小さな地震波と誤判定す
る）傾向にある．
　そこで Tokuda and Nagao（2023）は GPD 法
を発展させ，4 秒波形の全体情報に加え，前半と
後半の 2 秒波形の局所情報を CNN に取り入れる
ことにより，より精度よく地震を検出できる改良
手法を開発した（図 2）．しばしば，CNN の構築
には「当てずっぽう」に近い試行錯誤が行われる
が，本研究のこの着想は自然知能による地震波形
の定性的な観察から得られたものである．図 1 に
おいて，3 相の波形が異なることは明らかである
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が，着目すべき点は波形全体（領域 G）としてだ
けでなく，波形の前半部分（領域 L1）あるいは
後半部分（領域 L2）の局所領域に限定しても 3
相が異なる特徴を有していることであり，このこ
とはマルチプル・クラスタリング（Tokuda et al., 
2017）と呼ばれる統計学的手法によって確認でき
る．マルチプル・クラスタリングとは，特徴量の
選び方によって複数の独立なクラスター解が存在
することを仮定し，特徴量分割，および対応する
クラスター解（混合ガウスモデルを適用）の同定
を行う手法である．本研究では波形の各データ点
の振幅を特徴量として，P-相，S-相，ノイズ-相
を含む波形データに対してマルチプル・クラスタ
リングを適用した．その結果，図 1 に示すように
データ点が 4 つの領域に分割され，領域ごとに異
なるパターンの波形分類（クラスター解）が存在
することがわかった．この結果は，この 4 領域か
ら構成される領域 L1，領域 L2 も波形分類につい

て異なる情報をもっていることを示唆している．
この局所領域における 3 相の違いが全体波形から
得られる違いと異なる情報を持っていれば，その
情報を活用することによって判別性能が向上する
ものと期待される．
　このような従来の GPD 法の結果および地震波
形の分析という「人工知能と自然知能の対話・協
働」を踏まえ，入力波形の領域 G および各局所
領域 L1・L2 における地震波判別結果を統合する
CNN の構築を行った（図 2）．各領域に対する
CNN は GPD 法と同様のニューラルネットワーク
層によって構成し，学習データを用いて独立にパ
ラメータ推定を行った．次に，入力波形データに
対しては，各領域に対する CNN で得られた検出
確率のべき乗積として波形相 x の検出確率を 
P（x）≡PG（x）wG×PL1（x）wL1×PL2（x）wL2 と定義した．
ここで wG, wL1, wL2 は非負実数値の重みであり，
簡単のため本稿ではいずれも 1 に設定した．検出
確率 P（x）が大きくなるためには，3 つの CNN
による検出確率 PG（x），PL1（x），PL2（x）がいず
れも大きな値を持つことが要求される．この仕組

図 1　 畳み込みニューラルネットワークを訓練す
るための学習データの例．上から P-相，S-
相，ノイズ-相に対応する波形（上下成分）
を多数重ね合わせている．振幅は波形ごと
に３成分（上下，南北，東西）の最大振幅
で規格した．色はマルチプル・クラスタリ
ング手法（本文参照）で得られた 4 つのデー
タ領域を表す

図 2　 波形信号データから地震波とノイズを分類
抽出する CNN のアーキテクチャ（Tokuda 
and Nagao（2023）を改変）
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みによって提案手法は誤検出を減らし，ノイズに
対する頑健性が増すことが予想される．
　提案手法の性能を確認するため，2016 年に米
国・カルフォルニア州で発生した群発地震（2016 
Bombay Beach swarm）の発生前後 5 時間の波
形データに対して適用し，従来の GPD 法の結果
との比較を行った（図 3 および表 1）．表 1 で注
意すべきこととして，GPD 法では検出確率が閾
値 0.98 を上回った場合に「地震波検出」と判定
するのに対し，提案手法では閾値を 0.50 に設定
している．すなわち，提案手法は GPD 法よりも
地震波検出の判定基準を大きく下げているにもか
かわらず，特に本来は地震が非常に少ない群発地
震発生前において，GPD 法の懸案事項であった
地震波の過剰検出をかなり抑えられていることが
分かる．

3． 地震波形画像データからの低周波微動 
検出のための深層学習器の開発

　1995 年兵庫県南部地震を契機に地震観測網が
全国的に整備されたことにより，21 世紀初頭に

「スロー地震」という，通常の地震とは異なる現
象が発見された（Obara, 2002）．スロー地震は人
間の身体では感じることができない低周波の振動
が，時には非常に長時間続くこともあるのが特徴
で，2011 年に発生した東北地方太平洋沖地震や，
100～200 年周期で発生している南海トラフ地震
のようなプレート境界型大地震と関連していると
推測されており，現代の地震学におけるホットな
研究テーマとなっている．規模が小さなスロー地
震は「低周波微動」と呼ばれ，その発生時刻や場
所をリスト化した微動カタログが精力的に作成さ
れているが，当然ながら地震観測網整備後の約
20 年分しか存在していない．プレート境界型大
地震の発生周期がもっと長いことを考えると，20
年以上前の微動カタログを作成することがきわめ
て重要であることは明らかである．
　SYNTHA-Seis では，東京大学地震研究所が約
50 年前に運営していた和歌山観測所熊野観測点

図 3　 2016 Bombay Beach swarm データへの提案手法と GPD 法の適用結果の比較（Tokuda and Nagao（2023）
を改変）．提案手法および GPD 法による検出確率は 0.1 秒ごとに表示した（赤：P-相，青：S-相）

表 1　 2016 Bombay Beach swarm データへの提案手
法と GPD 法の適用によって得られた検出数

群発地震発生前 群発地震発生後

波相 P-相 S-相 P-相 S-相

提案手法  2 0   923 5,667
GPD 法 18 4 1,336 3,481
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の地震計によって得られたペン書きの紙記録から
微動を検出する AI 技術を開発した．残念ながら，
熊野観測点で当時用いられていたペン書き方式の
地震計は現存していないが，それよりも古い時代
から採用され，やはり紙に波形を直接記録する煤
書き方式の地震計が東京大学地震研究所にて動態

保存されている（図 4）．煤書き記録方式からペ
ン書き方式への変遷については，気象研究所技術
報告（1983）を参照のこと．紙記録は約 1 日分の
地震波形が金属製の筒に巻かれた 1 枚の紙にペン
で直接記録されており，広げると約 150 秒の波形
が下から上に 500 本ほど描かれている．本研究の
目的は，大量の紙記録の 1 枚 1 枚に微動が含まれ
ている確率を計算する CNN を構築することであ
る（図 5）．まずは，微動が含まれているかどう
かの正解が分かっている画像データを CNN に学
習させる．本研究では，実際の紙記録を模した人
工波形画像を使って事前学習を行い（図 5A），
次に現代の地震観測網のデジタルデータを画像化
したデータを使って，正答率が 98% 以上になる
まで学習（ファインチューニング）を続けた（図
5B）．
　このようにして構築した CNN を熊野観測点の
1966～1977 年の紙記録に適用（図 5C）したとこ
ろ，これまでに知られていなかった多数の微動を
検出することに成功した（図 6）．本研究で工夫
したことの 1 つとして，Grad-CAM と呼ばれる
手法を用いて，紙記録（図 6 左）のどの部分に

図 4　 本研究で用いた地震計紙記録を出力したペ
ン書き方式よりも，さらに古い時代の煤書
き方式による地震計（東京大学地震研究所
所有の萩原式変位地震計）

図 5　地震計紙記録から低周波微動を検出する CNN の開発
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CNN が強い反応を示したかを可視化したことが
あげられる（図 6 右）．これにより，微動の存否
確率だけでなく，微動カタログ構築に必要となる
微動の発生時刻を同定するための情報も与えるこ
とができた．しかしながら，必ずしも検出がうま
くいかなかった例もある．その原因を自然知能に
よって分析したところ，実は紙に波形を描いた際

のペンの太さが長い時間スケールで変化するとい
う紙記録に独特の原因が存在することが判明し，
描画線が太い期間については微動が発生し続けて
いると CNN が誤判定していたことを突き止め
た．このような「AI と自然知能の対話」を通じ，
CNN を改良するための方策として，描画線の太
さを変化させたより大量の画像データに基づく大

図 6　 CNN によって熊野観測点の地震計紙記録から検出された低周波微動の例（Kaneko et al. （2023））．
（左）上からそれぞれ 1974 年 9 月 17 日～18 日，1974 年 9 月 19 日～20 日の約 24 時間分の地震波
形記録（画像化の際に上下左右が反転）．（右）紙記録を縦（時系列を分断する方向）に 5 分割し
た小画像に CNN を適用し，微動を検出した結果．各パネルの上の数値は，各パネル内に微動が存
在する確率．なお，縦軸の時刻スケールは結果を分析するための目安であり，不正確であること
に注意
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規模学習を実施すれば良いという見通しを立てる
ことが可能となった．今後は STAR-E プロジェ
クトを通じて手配した強力な最新式 GPU 計算機
を利用してこの改良案を実行することにより，信
頼性の高い微動検出が可能な AI 技術を開発して
いく予定である．

4． お わ り に

　地震学におけるデータ解析やモデリングのため
の情報科学的・統計学的手法の開発は，もちろん
以前より実施されてきたが，地震 AI をはじめと
する現在の「情報×地震」分野は，ほぼ毎日のよ
うに論文が出版されるほどの活気に満ちている．
昨今の AI ブームも相まって，さまざまな学術分
野において情報科学の専門家のニーズがきわめて
高くなっており，彼らの激しい争奪戦が繰り広げ
られている．本分野においてわが国が主導権を取
り，超ビッグデータ時代を迎えつつある地震学の
発展に遅れを生じさせないためにも，iSeisBayes
や STAR-E プロジェクトのように，今後も地震
学と情報科学の専門家が強固に連携する数多くの

「情報×地震」関連プロジェクトを実施し，情報
科学分野の専門家が参入しやすい環境を作り続け
ていくことが重要であることを，むすびの言葉と
したい．

謝辞
　本研究は，文部科学省「情報科学を活用した地
震調査研究プロジェクト（STAR-E プロジェク
ト）」（JPJ010217）の支援を受けて行われた．ま
た，本研究内容の一部のアイデアは，国立研究開
発法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事
業 CREST（JPMJCR1761，JPMJCR1763），日本
学術振興会科研費基盤研究（A）（23H00466），
挑戦的研究（萌芽）（20K21785），国際共同研究
加速基金（海外連携研究）（23KK0181），東京大
学地震研究所共同利用（2023-A-03，2021-B-01，
2022-B-06）との交流を通じて得たものである．

　本稿執筆の機会をお与えいただき，原稿に貴重
なご助言をいただいた編集長の加藤照之博士，な
らびに原稿執筆にあたって多大なご協力をいただ
いた徳田智磯博士，渡辺篤志博士，吉田美和氏に
は，この場を借りて厚く御礼申し上げる．

参 考 文 献

Ito, S., Kano, M. and Nagao, H. 2023. Adjoint-based un-
certainty quantification  for  inhomogeneous  friction 
on a slow-slipping  fault. Geophys. J. Int., 232,  671-
683. https://doi.org/10.1093/gji/ggac354

Kaneko, R., Nagao, H., Ito, S., Obara, K. and Tsuruoka, 
H. 2021. Convolutional neural network to detect deep 
low-frequency  tremors  from  seismic waveform 
images. Lect. Notes Comput. Sci., 12705,  31-43. 
https://doi.org/10.1007/978-3-030-75015-2_4

Kaneko, R., Nagao, H., Ito, S., Tsuruoka, H. and Obara, 
K.  2023. Detection of deep  low-frequency  tremors 
from continuous paper records at a station in south-
west Japan about 50 years ago based on convolutional 
neural network.  J. Geophys. Res. Solid Earth, 128, 
e2022JB024842. https://doi.org/10.1029/2022JB024842

気象研究所地震火山研究部．1983．83 型強震計の開発．
気象研究所技術報告，7．https://doi.org/10.11483/
mritechrepo.07

Morikawa, K., Nagao, H.,  Ito, S., Terada, Y., Sakai, S. 
and Hirata, N. 2021. Forecasting temporal variation 
of aftershocks immediately after a main shock using 
Gaussian process regression. Geophys. J. Int., 226, 
1018-1035. https://doi.org/10.1093/gji/ggab124

Mousavi, S. M. and Beroza, G. C. 2022. Deep-learning 
seismology. Science, 377(6607),  eabm4470. https://
doi.org/10.1126/science.abm4470

Nagata, T., Nakai, K., Yamada, K., Saito, Y., Nonomura, 
T., Kano, M.,  Ito,  S.  and Nagao, H.  2023.  Seismic 
wavefield reconstruction based on compressed sens-
ing using data-driven reduced-order model. Geophys. 
J. Int., 233, 33-50. https://doi.org/10.1093/gji/ggac443

Nakai, K., Nagata, T., Yamada, K., Saito, Y., Nonomura, 
T., Kano, M., Ito, S. and Nagao, H. 2023. Observation 
site selection  for physical model parameter estima-
tion toward process-driven seismic wavefield recon-



人工知能と自然知能の対話・協働による地震研究の新展開── 71

struction. Geophys. J. Int., 234,  1786-1805. https://
doi.org/10.1093/gji/ggad165

Obara, K. 2002. Nonvolcanic deep  tremor associated 
with  subduction  in  southwest  Japan. Science, 296 
(5573),  1679-1681. https://doi.org/10.1126/science. 
1070378

Ross, Z. E., Meier, M.-A., Hauksson, E. and Heaton, T. H. 
2018. Generalized seismic phase detection with deep 
learning. Bull. Seismol. Soc. Am., 108(5A),  2894-
2901. https://doi.org/10.1785/0120180080

SYNTHA-Seis ホームページ．https://www.eri.u-tokyo.
ac.jp/project/SYNTHA-Seis/

Tokuda, T., Yoshimoto,  J.,  Shimizu, Y., Okada,  G., 
Takamura, M., Okamoto, Y., Yamawaki, S. and Doya, 
K. 2017. Multiple co-clustering based on nonparamet-
ric mixture models with heterogeneous marginal 
distributions. PloS One, 12, e0186566.

Tokuda, T. and Nagao, H. 2023. Seismic-phase detection 
using multiple deep  learning models  for global and 
local representations of waveforms. Geophys. J. Int., 

235, 1163-1182. https://doi.org/10.1093/gji/ggad270
Yano, K., Shiina, T., Kurata, S., Kato, A., Komaki, F., 

Sakai, S. and Hirata, N. 2021. Graph-partitioning based 
convolutional neural network  for earthquake detec-
tion using a  seismic array.  J. Geophys. Res. Solid 
Earth, 126,  e2020JB020269. https://doi.org/10.1029/ 
2020JB020269

　　　長尾大道
　　［ながお　ひろみち］

現職　東京大学地震研究所准教授，博士（理学）
略歴　京都大学理学部卒業，同 大学院理学研究科博士
課程単位取得退学．核燃料サイクル開発機構東濃地科
学センター客員研究員，海洋研究開発機構研究員，統
計数理研究所特任研究員，同 特任准教授を経て，2013
年 9 月より現職
研究分野　固体地球科学に資する統計学的手法の研究，
情報地震学



72 ──地震ジャーナル　76 号（2023 年 12 月）

1． は じ め に

　ハワイで最初の津波警報が公表されてから 100
年が経過する．現在も適切なタイミングでの津波
警報の発表と解除は，いぜん難しい状況が続く．
筆者は世界の津波警報体制の構築の分野に長く従
事していた．
　大きな転換点となったイベントについて，イン
ドネシア，ハワイ，GHQ と中央気象台での津波
警報の進展と経緯について新しい資料を含めて紹
介したい．

2． 津波が来襲中の津波警報の解除

　インドネシアのスラウェシ島付近で地震が発
生．BMKG（気象気候地球物理庁）の津波警報
センターはいつものように作業手順に従って，5
分後に「発生した地震 M : 7.7 で 3 m 程度の津波
が予想される」との津波警報を発表する．
　その後は周辺の潮位データを監視し観測された
津波の最大振幅は 6 cm で小さな津波であること
を確認する．さらにメカニズム解析でも水平横ず
れ断層だったことが判明する．このため BMKG
は躊躇なく作業手順どおり警報発表から 29 分後
に津波警報を解除する．
　順調な作業と思えたが，震源から 70 キロほど
離れたパル湾の沿岸一帯は地震発生直後から最大
10 m の津波が来襲していて死者行方不明者は
3,000 人以上の大惨事となる．2018 年 9 月 18 日
のことである（UNESCO-IOC, 2020）．
　パル湾沿岸は軟弱地盤地帯で囲まれている．

人々が立っていられないほどの強震動で地盤は液
状化する．そして湾のあちこちで海底地滑りと
なってパル湾に流れ込んで津波を引き起こした．
湾の周辺の各地の監視カメラ（CCTV）は，強震
動で人々が座り込むシーンから 1～2 分後に津波
が来襲する様子の映像を記録していた．
　BMKG は，地震と同時に通信障害が発生し地
元のパル気象台と連絡できず，現地の津波の状況
を確認できないまま「津波解除」を出している．
　そもそも地震発生と同時に発生する津波は「5
分後に発表することを目標とする」BMKG の津
波警報では対処できない課題が残る．自主避難の
重要性が再認識される津波であった．
　実は，チリの津波でも津波が来襲している最中
に津波警報を解除している．2010 年 2 月の M : 8.8
の際の出来事である．チリ海軍の津波警報セン
ター（SHOA）は，太平洋津波警報センター

（PTWC）の連絡を受けて 17 分後に津波警報を
発表する．
　ところがどうしたことか地震発生の 1 時間過ぎ
に「津波の危険は去った」として SHOA は津波
警報を解除する．大津波がチリ沿岸各地に来襲中
の解除であった．
　背景にはさまざまな事情があったが，いちばん
重要なのは担当者の対応能力にあった．津波警報
システムは運用する人達の能力が重要であること
を示した例である．

3． 予期できなかった津波

　惨事は「ジャワ島とスマトラ島の間にあるスン
ダ海峡周辺」で発生する．2018 年 12 月の週末の

津波予報 100年―津波予報は難しい―

山本雅博
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クリスマスと年末休暇の重なる時期で周辺は多く
の観光客で賑わっていた．夜の 9 時半過ぎ一帯は
突然の津波に襲われて 4 百人以上の死者数となっ
た（UNESCO-IOC, 2020）．
　スンダ海峡の中央部にあるクラカタウ火山は
1883 年の大爆発で山体は消失したが，44 年後の
1927 年から海底噴火が始まりアナク・クラカタ
ウ島（クラカタウの子供）として再現する．その
後も火山活動が続き山体も大きくなる．2018 年
時点で，標高 330 m までに成長し火山活動が継続
していた．
　今回の津波は，噴火に伴う大規模な山体崩壊の
発生により引き起こされたが，津波警報センター

（BMKG）は，何の情報も出すことができなかった．
　その後，火山監視体制は強化され，火山に近接
する潮位観測地点の設置や津波の自動検出手法を
導入して津波早期警戒システムを強化している．
当然のことながら，今回の津波の前に準備してお
くべきことであった．

4． インドネシアの地震観測

　1908（明治 41）年にオランダがジャカルタに
ウィーヘルト地震計を設置してインドネシアの地
震観測が始まる．1984 年には，フランスの国立
地球物理学研究所（LDG）が提供したシステム
を用いた全国的な地震観測が始まる．ジャカルタ
の地震センターには各地からの地震電報データと
一部の波形データを集めて地震情報を発表する．
短周期地震計だけなので発表するマグニチュード
は mb で，最終処理に 30 分を要していた．
　1997 年 以 降 は 23 地 点 で の 現 地 収 録 方 式 の
JISNET（Japan-Indonesian Seismic NETwork）
や，6 地点の包括的核実験禁止条約（CTBT）の
広帯域地震計の整備が始まる．
　一方，2003 年に開催された「1883 年クラカト
ア噴火と津波─120 年記念」のワークショップで
BMKG の南西太平洋およびインド洋を対象とし
た津波警報システムの早期整備が緊急課題とな

る．対応策として BMKG は JISNET を中核とす
る既存の観測システムを統合する「早期津波警報
プロジェクト」の準備を進めていた．
　その最中に「2004 年インド洋津波」が発生す
る．プロジェクトは，よりいっそう大規模なプロ
ジェクトとして蘇る．

5． 2004 年インド洋津波（M : 9.1）

　2004 年 12 月 26 日の日曜日 09 時 58 分（日本
時間）にインドネシアのスマトラ北部で巨大地震

（M : 9.1）が発生する．16 分後，太平洋津波警報
センター（PTWC）はスマトラ北部で M : 8.0 の
発生を速報，M は，1 時間後には M : 8.5，さらに
1 日後には M : 9.0 と大きくなる．筆者は六本木の
危機管理宿舎で報告を受けた．
　翌年 1 月の国連世界防災会議（神戸）でユネス
コの政府間海洋学委員会（UNESCO/IOC）が中
心となり，インド洋の津波警報システムを構築す
ることとなる．3 月以降パリとモーリシャスで調
整作業会議を開く一方，IOC は他の国連機関と
共同してインド洋周辺各国の津波対策の現状と課
題を調査する調査団を送る．筆者もその一員とし
て参加した．各国の要請は，信頼できる地震津波
情報を速やかに受領することであった．
　8 月には 27 カ国の周辺国が参加する第 1 回イ
ンド洋津波警報体制（ICG/IOTWMS）会議を豪
のパースで開催する．太平洋では，チリ津波から
第 1 回会合までに 8 年を要したが，今回は約半年
ばかりで準備を終える．
　インド洋の警報システムが安定に運用を開始す
るまで，気象庁と PTWC は暫定的な「インド洋
津波監視情報」を 2013 年 3 月まで提供した．

6． インドネシア早期津波警報システム
（InaTEWS）の構想

　インドネシアが目標としたのは地震発生後 3 分
以内に震源を決め，5 分以内に津波警報を発表す
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る津波警報システムの構築であった（BMKG, 
2012）．
　これに必要な観測網として計画されたのは，
160 点の広帯域地震計と 80 点の潮位計のリアル
タイム観測を中心に，40 点の GPS 観測，22 点の
ブイによる沖合での津波観測であった．海岸線の
長さから見ると，潮位計の数は少ないが，ゼロか
らのスタートなので大きな目標であった．
　ドイツの地球科学研究センター（GFZ）は地震
データ処理の専用のソフトウェア（SEISCOMP3）
を開発し，BMKG は 2008 年 11 月から津波警報
システムの運用を開始する．インド洋津波による
ドイツ人の死亡者が 500 人を超えたのでドイツ政
府は強い関心を持っていたと思われる．
　BMKG は，現在まで 22 回の津波警報を発表し
ている．このうち 15 回は津波を観測しているが，
7 回は津波の発生は確認されていない．平均する
と年に 1 回程度の津波の発生となる．地震・津波
観測網は 2018 年の 2 つの津波以降強化され，現
在の地震観測点は 438 点，潮位観測点は 382 点と
なり大幅に強化されている．一方，課題は津波ブ
イである．スンダ海峡にも当初は津波ブイが設置
されていたが，2018 年の津波のときは観測休止
中で津波を沖合で検知できなかった．その後，再
開したものの不安定な状況が依然として続く．多
額の運用経費が課題である．

7． この百年間の世界の津波警報 
システムの進展状況

　世界最初の津波警報を発表したのは，ハワイ火
山観測所（HVO）を創設した Thomas Jaggar で
ある．1922 年のチリ地震（M : 8.5）では，予想し
ていた時刻にヒロに津波が到達したことを確認し
ている．この経験をベースにして世界最初の津波
警報を公表する．
　1923（大正 12）年 2 月 3 日早朝，HVO 観測員
は，大規模地震の発生を確認する．震源はア
リューシャンからカムチャッカ方面で，ハワイ島

に津波が到着するとすれば 12 時過ぎになるので
港湾当局者に「津波警戒」を呼び掛ける．しかし
当局は完全に無視し何の対策も講じなかった．津
波は予測どおりヒロを襲う．最大で 6 m 以上とな
り操船中の漁師 1 名の死亡を含む港湾施設に大き
な被害を与えた（Finch, 1924）．
　1933（昭和 8）年の三陸津波も予報している．
津波がハワイを襲うとすれば 8 時間後の午後 3 時
半ごろと推定し港湾管理者に呼び掛ける．ハワイ
島では積極的な津波対策が実施されて船舶を沖合
の深い場所に避難させた．ハワイ島の西海岸のコ
ナでは，予想どおり津波が到着する．津波の最大
は 3 m 以上となり建物に被害がでたが人命を守
ることができた．

8． 三陸沿岸の津波予報業務の開始； 
日本で最初の津波警報システム

　宮城県立測候所は 1939（昭和 14）年に国有化
されて仙台地方気象台となる．これに伴い中央気
象台地震掛の森田　稔が地方台長として赴任す
る．森田は「将来も過去におけると同様，津波の
襲来に逢うと，ただその為すがままにまかせ，過
去におけると同様の浪害を甘受するのは科学の恥
辱である．」と書いているように三陸沿岸住民の
永年の課題であった津波対策に取り組む（森田，
1942）．
　森田が注目したのは 1936（昭和 11）年に改正
された「地震観測法」である．前編は本多弘吉が，
後編の「大地震勃発に対する処置」は和達清夫が
担当している（中央気象台，1936）．
　和達は過去の津波を伴った地震について，大き
な津波を伴った地震から小さな津波だった計 5 つ
の地震ついて「震央距離別（初期微動時間）に
100 km 間隔の平均的な最大振幅と震度の関係を
示した表を作成した．さらに，表には地震規模の
大小を知るため北伊豆と北丹後地震の内陸地震を
含めている．
　和達は津波を伴う地震記録の特徴として「初動
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は不明瞭で初期微動時間も不明瞭のままに主要動
に移る．」そして「主要動の継続時間は長くて周
期も緩慢」であると解説している．
　人体感覚も同様で「振動は水平動が強くて次第
に振幅が大きくなる．そして緩やかな大きな振動
が長く続く」と地震記録の波形と人体感覚を解説
し，地震記録と身体感覚の特徴から津波を伴う地
震であるかどうか判断できることを示唆している．
　森田は，この表を，予想される津波の規模に対
応する最大振幅と距離の関係を示す図にした．予
想される津波の程度を，図 1 のように三種類（津
波が 3 m 以上，2～3 m，1 m 程度）と分類し，観
測した最大振幅を初期微動時間の場所にプロット
すれば，予想される津波の程度が判断できる「津
波判定図」となる．
　当時の最大の課題は通信インフラで，各地の地
震観測データをセンターに集めて総合的に解析し

て津波警報をだすという手順は時間的に不可能で
あるので，自官署のデータだけで独自に発表する
方法を採用した．図 1 は仙台地方気象台の津波予
報図である．
　さらに森田は，「津波の有無及び程度の判定に
は，過去の津波を発生した地震記録も参照する
事」とし地震記録波形の重要性を指摘している．
つまり津波を伴う地震は「特有の顔付き」がある
と言う．
　津波の程度は，（1）軽微な津波，（2）相当な津
波と（3）大津波，の 3 種類に分類された．
　津波警報の伝達は迅速で確実な方法が必要であ
るので各地元放送局と県警察に電話で通達するこ
とにした．
　気象台から津波警報を受けると，放送局はただ
ちに臨時放送する．県警察は警察電話で県下各警
察署へ伝達し，各警察署は管下各派出所等へ，そ
して派出所から住民に伝達される．
　森田は，この方法で地震発生後 10～20 分で伝
達されて避難に十分な余裕があると考えた．
　日本全国一斉の実施とはならなかったが，青
森，八戸，盛岡，宮古，石巻，小名浜，仙台は，
1941（昭和 16）年 9 月に三陸津波警報組織を発
足させる．政府機関が行う世界最初の津波警報シ
ステムであった．なお，以降三陸の官署が独自に
発表した津波警報の事例はない．

9． ハワイの政府機関による津波警報 
システムの始まり

　1946（昭和 21）年 4 月 1 日の朝，ヒロは 5～
10 m の津波に襲われヒロでは 96 人，ハワイ全島
では 159 人の犠牲者をだす大規模な被害津波と
なった．大津波を発生させた地震は午前 2 時前に
アリューシャンで発生した M : 8.6 であったので
だれにも気付かれなかった．
　米国の地震観測業務は，1925（大正 14）年に気
象局（Weather Bureau）から沿岸測地局（USC 
&GS）に移管されていた．地震観測は光学式記

図 1　 仙台地方気象台の津波予報図（草野・横田，
2011）
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録紙を用いており，記録紙を現像するまで地震の
発生は判らない．事前に大地震の発生を知ってい
れば津波災害を大きく軽減することができたこと
から沿岸測地局は強い非難・批判を受けた．
　沿岸測地局は急遽，津波警報体制に必要な 4 本
柱の実施計画を策定する．開発事項は，
　1．  大地震の発生を知るための連続可視式地震

記録計の開発．
　2．  津波の到着を自動的に通知する潮位計の開

発．
　3．  津波が震源からハワイや各津波監視局へ到

達する時間を示す津波伝搬図の作成．
　4．  陸海空軍や民間航空会社の既存の通信網を

用いた緊急津波警報伝達通信網の確立．
の 4 項目であった．
　準備を整え 1948（昭和 23）年 8 月，ハワイを
対象とした津波警報システム（SSWWS: Seismic 
Sea Wave Warning System）が発足する．運用
開始時の地震観測点は，沿岸測地局のハワイ，ア
ラスカ 2 点，本土のわずか 4 点のみが選定された．
また，津波監視局としてアラスカや太平洋各地の
10 地点が選定された．津波警報センターは沿岸
測地局のホノルル観測所（HO）が担当して，津
波警報をハワイ，太平洋全域の米軍基地および信
託統治国への伝達を開始する（Kong et al., 2015）．
　運用開始後の最初の地震（M : 7.5）は 9 月に発
生する．各地の地震観測の報告値から震源はトン
ガ付近に決まる．津波が発生したとすると，ホノ
ルルへの到達時間は 6 時間 35 分後と予想される
ので津波警報センターは，防災担当機関に「スタ
ンバイ」情報を出し各地の津波監視局からの観測
された津波の報告を待つ．各地の津波監視局から
報告されてくる観測情報は，いずれも観測された
津波は小さく，警報センターはスタンバイを解除
する．実際にホノルルで観測された津波は 15 cm
であった．なお，東京からの地震報告が翌年から
システムに組み込まれている．
　ハワイの津波警報は遠地津波を対象として開始
したが，1975 年にハワイ島周辺で発生した地震

（M : 7.7）で津波が発生する．津波警報をだすこ
とができず，大きな津波災害となる．津波監視体
制の見直しを進めて急遽，近地津波監視体制が構
築された．

10． 連合国最高司令官総司令部（GHQ）と 
中央気象台

　ハワイの津波警報体制の開始は GHQ にとって
も大きな関心事があった．
　中央気象台は戦後，GHQ が指名した米軍の第
2143 気象隊の管理下に置かれ，気象隊の許可が
なければ何もできない状態にあった．しかし気象
隊には，地震・津波関連の業務を評価し判断でき
る能力はなかった．
　GHQ は日本の地震学のレベルを評価するため
に 1947（昭和 22）年 6 月にカリフォルニア工科
大学のグーテンベルグを日本に招聘する．彼は中
央気象台や東京大学理学部や地震研究所を訪問
し，中央気象台の地震観測状況の現状や大学と気
象台の連携状況について調査している．同時に中
央気象台の地震学のレベルを高く評価する一方，
他機関との連携強化を提言している．

11．「地震の報吿および津波の予測に関する 
指令」（SCAPIN1957）

　GHQ は，1949（昭和 24）年 1 月に中央気象台
に対し「震度 III 以上の地震が発生した場合，震
源地と津波の有無と程度を直ちに羽田の第 2143
気象隊に速報する」よう指令をだす．
　当時の津波予報体制は三陸沿岸を除いて存在し
なかったが，中央気象台は指令を安易に解釈し
て，たんに「国内地震電報式の改正」と「地震観
測現業体制の確立」して「あたかも津波予報体制
が実在するかのような形」で対応した．
　羽田の気象隊は 2 月中旬には中央気象台の津波
警報を迅速かつ確実に太平洋各地の米軍機関に通
知・伝達するための作業手順（SOP）（Standing 
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Operating Procedure for Dissemination of Tidal 
Wave Warnings）を作成して準備を完了している．
　なお，国会図書館に気象台関係の文書が保存さ
れている．気象台が提供する津波警報の例文を見
ると，「米国の西岸やハワイで予想される定量的
な津波の高さ」など実現できそうにもない項目が
含まれており，気象隊と気象台側とで技術的な事
前の調整が行われていないことが解る．
　1 月からおおむね毎月 10 回程度の緊急「地震
報告」が提出されていたが，9 月までは連絡はす
べて「津波の心配なし」の地震報告であった．津
波に触れた最初の報告は 9 月 23 日の青森県東方
沖 M : 5.9 の地震で「下北半島で，検潮儀で記録
される程度の小津波が予想される」と報告された．
　しかし，この報告形式は気象隊が持っている手
順書（SOP）にはなく，ようやく中央気象台と
GHQ 側との認識の大きな隔たりがあることが明
らかになった．その後の GHQ 側と気象台側との
やり取りの資料はまったく見当たらないが，どう
やら GHQ 側は「気象台には津波警報システムは
存在しない」と認識した模様である．
　その結果，直後の昭和 24（1949）年 10 月 3 日
付けで，連合国最高司令官から再度，「津波警報
機構を（今日から）60 日以内に組織し，それか
ら 30 日以内に警報機構の実施テストを完了する
こと」を指示する指令（SCAPIN 第 2049 号）が
だされた．
　これを受けて日本政府は指令から 60 日後の同
年 12 月 2 日に「津波予報伝達総合計画」を閣議
決定して，日本の全国的な津波予報の開始となっ
た．
　「津波警報伝達訓練」は 12 月 20 日に宮城県で
実施され，末端の津波警報発令責任者までにおお
むね 10 分程度で伝達されることを確認している．
各津波予報中枢では 12～13 分以内に津波判定を
終えているので，最悪の場合でも地震発生後 25
分以内には避難行動が開始されるものと推察され
る．
　なお，後の 1960 年 1 月に締結された日米地位

協定の第八条に，米軍に提供する気象業務として
「地震観測の資料（地震から生ずる津波の予想さ
れる程度及びその津波の影響を受ける区域の予報
を含む．）」と明文化されている．
　短期間で計画がまとまったのは，モデルとなる
三陸沿岸津波警報組織があったためである．基本
となるのは森田　稔が作成した津波予報図であっ
た．この予報図の概念は 1999 年に量的予報に移
行するまで長く活用された．

12． 最初の津波被害地震

　運用を開始以降 3 年目の 1952（昭和 27）年 3 月
4 日に十勝沖地震 M : 8.2 が発生する．前日は昭和
三陸地震津波の記念日で，三陸沿岸では津波警報
の伝達・退避訓練が実施されていたので津波当日
の津波警報は短時間で沿岸住民まで伝達された．
さらに，仙台管区気象台はかねてから三陸沿岸の
みを対象とした津波警報を実施しており，津波予
報担当者の技術レベルはきわめて高かったと言え
る（中央気象台，1953）．
　津波予報実施報告の中で担当者は次のように報
告している．「10 時 24 分頃地震を感じる．「地震

（動）の性質から津波の襲来を直感」する．地震
験測（地震波や振幅の読み取り作業）を地上係員
が担当し，地震係員は判定作業を行う．仙台にお
ける P～S，震度，初動方向からかりの震央を決
定する．その後は各地の気象台から入電する電報
で予想される津波の大きさを推定するとともに震
央を再確認する．」と述べている．つまり，仙台
の地震係員は，仙台の 1 点の記録だけで「津波有
り」を判断し，後は入電する各地の電報での確認
作業であった．津波警報は地震から 11 分後に発
令された．
　対照的に札幌管区気象台は逆の判断となる．

「地震と同時に根室，釧路の通信線が障害となる．
このため札幌と苫小牧の地震データだけで震央を
内陸地震と判断し，「津波なし」を発令した．」と
報告している．
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13． 1960（昭和 35）年 5 月 24 日チリ津波： 
太平洋津波警報組織の構築

　この日の新聞の朝刊を見ると「日本時間 23 日
19 時 50 分に 1.8 m の津波がハワイ島のヒロ市を
襲い，被害が甚大で死者が出ている」ことを伝え
ている．
　朝刊が各家庭に配布されているころ三陸沿岸は
巨大な津波に襲われていた．ハワイが津波に襲わ
れたとの報道は「通信・新聞・放送機関」のみに
入電しており，気象庁には何の連絡もなかった．
唯一，宮古測候所の職員が 3 時過ぎのラジオの深
夜放送でこの報道を聞いている．当時の和達長官
は，国会での質問に対し「私どもの業務用の通信
には，ハワイへ非常に大きなのが来たというのが
不幸にして参りませんでした」と答弁している．
　ハワイの津波警報センターは「ハワイに対する
津波警報を解除」した日本時間の 24 日午前 1 時
過ぎに津波警報業務を終了している．日本に津波
が到達する前である．この津波を契機に 1968 年
に太平洋津波警報組織が構築され，以降 2023 年
のトンガまで，ほぼ 2 年ごとに計 30 回の会議を
開催している．なお東京でも 2 回開催している．

（あ と が き）
　筆者は 1971 年に津波予報業務に入る．津波予
報の生き字引きのような酒井乙彦さんから夜勤で
昔話を聞きながら当番者の心得を学ぶ．当時は地
震電報が入電するのは，地震発生から 5 分以降に
なるので，東京の感震器が鳴動すると震度と地震
記録をじっくりと観察してから作業に入る．この
過程でだいたいの勝負がつく．後は各地の気象台
から入電するデータを地図に書き込み，コンパス
を使っての確認作業で微調整となればすべてがう
まくいく．
　その後はコンパス不要の計算機の時代に入り，
今や揺れる前から震度速報がでる時代になった．
それでもシナリオにない津波が発生したときに

は，担当者の対応能力が問われる．今も津波予報
は難しい．
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長周期地震動とは
　地震による揺れの中には，カタカタという短
周期の波からユ～ラユ～ラという長周期の波ま
で，さまざまな周期の波が含まれている．その
中で，周期の長い大きな揺れのことを長周期地
震動と呼ぶ．長周期地震動は，比較的大きな地
震によって発生する．また，遠くまで伝わりや
すく，三大都市圏など堆積層の厚い平野で増幅
するという特徴がある．建物にはそれぞれ固有
の揺れやすい周期（固有周期）があり，地震波
の周期と建物の固有周期が一致すると共振して
大きく揺れる．高層ビルの固有周期は低い建物
の周期に比べると長いため，長周期の波と共振
しやすい．その場合，特に高層階のほうがより
大きく揺れる傾向がある．平成 23 年（2011 年）
東北地方太平洋沖地震発生時に，新宿の高層ビ
ルが右に左にと大きくゆっくり長時間揺れてい
る動画を見たことがある方は多いだろう．この
ときは，震源から約 700 km 離れた大阪市（震
度 3）でも，高層ビルの内装材や防火扉の破損，
エレベーターの停止による閉じ込め事故が発生
した．

長周期地震動階級の導入
　近年，特に都市では高層建築物が多く建てら
れ，長周期地震動による影響を受ける人口が増
加している．しかし，従来気象庁が発表してき
た震度の情報だけでは，長周期地震動による高
層ビルなどでの揺れを適切に表せないことが課
題となっていた．このため気象庁は，2011 年
に有識者および関係機関からなる「長周期地震
動に関する情報のあり方検討会」を立ち上げて
検討を進めた結果，高さ 45 m 以上（おおむね
14，15 階建以上，固有周期が 1～2 秒から 7～8
秒）の高層ビルを対象とした「長周期地震動に
関する情報」が必要，との結論を得た（長周期
地震動に関する情報のあり方検討会・気象庁地
震火山部，2012）．また，その検討会を引き継
いだ「長周期地震動に関する情報検討会」は，
情報の発表に用いる指標として長周期地震動階
級およびその関連解説表（図）を提案した（長
周期地震動に関する情報検討会・気象庁地震火
山部，2013）．気象庁はこれに基づき，地上に
設置している地震計の観測データから求めた絶
対速度応答スペクトル（建物の床そのものの揺

大きな長周期地震動から身を守っていただくために

図　長周期地震動階級関連解説表説明図（気象庁ホームページより）
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れの大きさ，Sva，減衰定数 5%）の，周期 1.6～
7.8 秒までの間における最大値の階級をその地
点の長周期地震動階級とすることにした．
緊急地震速報で予測を発表
　気象庁は，長周期地震動に関する観測情報の
試行的な提供を 2013 年から気象庁ホームペー
ジ上にて開始した．一方で，長周期地震動によ
る被害軽減のためには，緊急地震速報のような
予測情報が提供できれば非常に有効であると考
えられることから，長周期地震動の予測技術や
予測情報のあり方についてさらに検討を進めた

（長周期地震動に関する情報検討会・気象庁地
震火山部，2017）．その結果を踏まえ気象庁は，
国立研究開発法人防災科学技術研究所の開発し
た手法に基づき，緊急地震速報で推定したマグ
ニチュード，震源位置と予測対象地点間の距
離，および距離減衰式（Dhakal et al., 2015）
と予測対象地点の揺れやすさ（補正値）を用い
て長周期地震動階級を予測することとした．そ
して，2023 年 2 月 1 日より緊急地震速報で長
周期地震動の予測を発表するという取り組みを
開始した．緊急地震速報の従来の発表基準に長
周期地震動階級の予測を追加するというもの
で，長周期地震動階級 3 以上が予測された場合
には緊急地震速報（警報）を，そして長周期地
震動階級 1 以上が予測された場合には緊急地震
速報（予報）を発表することとした．東北地方
太平洋沖地震について行ったシミュレーション
では，大阪府南部は従来の緊急地震速報（警報）
の発表基準には達しないが，新たな発表基準で
は緊急地震速報（警報）が発表されるという結
果が得られている．気象庁は，2023 年 2 月 1
日から 9 月 25 日までの間に緊急地震速報（警
報）を発表した 15 の地震のうち，12 の地震で
長周期地震動階級の予測を含んだ緊急地震速報

（警報および予報）を発表した．

身を守っていただくために
　上記のように緊急地震速報の発表基準は変
わったが，緊急地震速報を見聞きした際にとる
べき行動は従来と変わりはない．大きな揺れに
備えるということに変わりはなく，猶予時間は
短いからである．これまでどおり，慌てず，ま
ず身を守る行動をとっていただきたい．
　大地震はいつ発生するか分からない．大きな
長周期地震動に見舞われた場合，特に高層建築
物の上層階では家具や什器が動き回り，人に被
害を及ぼすことも考えられる．気象庁からの緊
急地震速報をご利用いただき，身を守っていた
だきたい．
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● 大陸移動の過去と将来を
　 机上でリアルに再現

吉田晶樹 著
大陸はどのように動くのか　 
過去と将来の大陸移動
評者 木下正高　
　今年（2023 年）は大正関東地震から 100 年にあたる．
あちこちで展示会や講演会・イベントが開催されてい
る．東大地震研や国立科学博物館には，100 年前にすで
に運用されていた地震計やその記録が保存されている．
当時はウエゲナーの大陸移動説こそ出版されていたもの
の，プレートテクトニクスは登場しておらず，関東地震
がフィリピン海プレートの沈み込みによる海溝型巨大地
震であるとは，想像すらされていなかった．関東（特に
江戸）の人々は地震には慣れていたはずで，鯰が地震を
起こすという絵図は残っているが，原因が分からないと
いうのはさぞかし不安であっただろうと想像する．
　現在では，プレートが沈み込んでいる証拠が徐々に蓄
積され，関東地震や南海トラフ地震のメカニズムについ
てはほぼ定見が確立した．ではなぜプレートが沈み込む
のか？　地球の形成以来，表面から冷却し続けている
が，その過程でマントルが対流するからだ．うーんその
証拠は？　物理的にありうる現象なのか？　好奇心に基
づくこれらの疑問にたどり着く．本書はそちらの方向へ
のガイドである．ところで，それがわかると「地震防災」

「火山防災」に役立つのか？　地震予知ができるように
なるのか？　一般の方々・中高生・そしてメディアの
方々の質問は結局この辺にある．本書には直接その解答
は記載されていないが，地震への備えとして，日ごろの
防災意識を保つためには「○年以内に〇% の確率」より
も「〇年に 1 回起きる地震」を意識することが重要，と
指摘している．
　本著は中高生向けに執筆されたと「あとがき」に書か
れている．一般の啓蒙書の範疇を超えた「突っ込んだ」
説明が随所にあり，著者が後進の育成に気合を入れてい
ることが感じられる．レビュー論文かと思うほどの過去
の研究事例の紹介があったかと思えば，手塚治虫の

「ジャングル大帝」に大陸移動説が紹介されたこととか，

大陸分裂する様子を「七輪で焼いた餅」に例えるとか，
野心的な試みが見られる．
　第 1 章～第 3 章では，プレート運動・大陸移動，そし
てそれらの原動力となるマントル対流についての説明
と，過去の大陸移動に関する知見が紹介される．これは
第 4 章へのイントロと考えることもできるが，最新の知
見を丁寧に紹介しており，たいへん勉強になった．
　第 4 章では，過去の地球の大陸移動を復元する，数値
計算の方法がそうとう丁寧に説明されている．吉田氏の
本領発揮であり地球科学の専門家にとって有用である．
マントルの構造をどうやって推定するのか，粘性率がカ
ギであるということを，実際に値をいろいろ変えて計算
しその結果を紹介しているのは，わかりやすい．
　第 5 章では日本列島の形成史とゆく末を，第 6 章では
将来の地球の予測を語っている．プレート運動による大
陸の離合集散については，本書のメインのトピックであ
り詳細な説明も納得だが，それに加えて，何億年も先の
人類・生命の運命をも語っている．大陸移動により 3 億
年後には次の超大陸が形成，6 億年後に海水がなくなっ
てプレート運動が停止する，10 億年後に CO2 が減少

（！）して温度が低下し光合成ができなくなる（酸素を
使う生物が絶滅），同じく 10 億年後に太陽の輝度が上
がって海水が蒸発する，といったシナリオである．遠い
将来の話だが，地球生命の寿命があと 10 億年しかない
としたら，悲しいことだ．
　イラストはたいへん美しい．その多くは計算結果その
ものを著者が作成したものであろう．惜しむらくは，こ
れらの多くは動画のスナップショットと思われる（図
4-4 など）ため，実際にマントルがどのように対流する
のか，頭の中で再構成するのが難しい面があった．著作
権の問題があるのかもしれないが，どこかのサイトで動
画も公開してもらいたいと希望する．
　最後に蛇足だが，ページの左下に表示された，大陸移
動のパラパラ漫画，昭和時代のいい味を出している．索
引があるのは本書がたんなる啓蒙本を超えていることの
証左だが，項目に「つまらない 10 億年」というのがあっ
た．著者のこだわりを感じた．

＜技術評論社，2023 年 2 月，四六判，紙版・電子版， 

216 頁，2,200 円＋税＞

［きのした　まさたか　東京大学地震研究所教授］
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● 世界の屋根はいつ，
　 どのようにできたのか

酒井治孝 著
ヒマラヤ山脈形成史
評者 高木秀雄　
　本書は，酒井氏が 1980 年に青年海外協力隊でネパー
ルに派遣されて以来 40 年余にわたるヒマラヤの地質学
的研究の多数の成果を中心に，ヒマラヤ山脈の形成の歴
史を紐解いている力作である．B5 判のため図もわかり
やすく，口絵のカラーページも 14 頁にわたり，また 12
のテーマのコラムも設けられており，読者の理解に役
立っている．
　本書の構成は 15 章にまたがる．第 1 章は「ヒマラヤ
山脈の地形と地質の概観」，第 2 章は，ヒマラヤのテク
トニクスの根底にある「大陸衝突とその証拠」を扱って
おり，導入部分として読者の興味を惹きつける．第 3 章

「レッサーヒマラヤに記録された 19～16 億年前の地球
史」以降は，著者の地質学的研究成果を中心としたス
トーリーが展開されている．第 4 章「レッサーヒマラヤ
に残る超大陸パンゲアの痕跡とテチス海の消滅」では，
インド亜大陸がゴンドワナ大陸から分離して北上しテチ
ス海が消滅するまでの堆積環境の変化などが記述されて
いる．第 5 章「沈み込み，変成したインド亜大陸とその
再溶融」では，ヒマラヤの中核をなす高ヒマラヤ帯のヒ
マラヤ変成岩について扱っている．なかでも MCT

（Main Central Thrust）を境にヒマラヤ変成岩の下盤を
構成するレッサーヒマラヤの逆転変成作用とチベットの
中部地殻が南方に向かって押し出されたモデルとの関係
が解説されている．第 6 章は，「ヒマラヤの誕生─1,500
万年前の変成帯の地表露出」について述べられている．
評者は「チョモランマの渚」という TV 番組にいたく感
動したことを記憶している．地質学者がエベレスト山頂
に登って海の化石を採取してくるという話で，このとき
の学術隊長として酒井氏が出演していた．さらに，高ヒ
マラヤ変成岩最上部のイエローバンドと，その上位に乗
るチョモランマ層の境界をなす正断層（デタッチメント
断層）の存在も明らかにされた．口絵 10-2，3 に紹介さ
れたデタッチメント断層の露頭写真に方位が示されてい

れば，運動方向が読み取れるのでよかったと思う．第 7
章「テチス海に 5 億年にわたって堆積した 1 万メートル
の地層」，第 8 章「北方にすべり落ち，横臥褶曲したテ
チス堆積物」では，テチス堆積物の堆積と変形について
述べられている．第 9 章「レッサーヒマラヤに押し被
さった巨大な変成岩ナップ」，第 10 章「変成岩ナップの
運動史を探る」では，ナップの運動メカニズムや移動速
度の見積もりも含めて，詳細に解説している．第 11 章

「変成岩ナップ，レッサーヒマラヤ，高ヒマラヤの熱履
歴を探る」では，レッサーヒマラヤのジルコン FT 年代
の南北変化の説明がなされている．第 12 章「前縁盆地
と深海扇状地の堆積物からヒマラヤの謎を解く」では，
南部のシワリク丘陵の河川堆積物やベンガル湾の海底掘
削コアなどの研究が紹介されている．高ヒマラヤ変成岩
の上昇時期は，堆積物中の鉱物組成の時間変化を調べる
ことによっても明らかにされている．その結果，陸上に
おける検討結果（第 6 章）と一致して約 1,500 万年前に
変成岩が地表に露出するようになった．第 13 章では，
第四紀の活動としてレッサーヒマラヤ南部の「前縁山地
マハバーラトの上昇」を扱っており，MBT（Main 
Boundary Thrust）などいくつかの衝上断層の活動との
関係に触れている．第 14 章では，「現在の地殻変動─地
震・活断層・温泉」と題し，現在進行形の現象を扱って
いる．興味深いこととして，ヒマラヤ・チベット地域で
発生した地震のメカニズム解が，ヒマラヤ前縁部，チ
ベット南部，チベット高原～中央アジアでおのおの異な
ることを示している．さらにインド亜大陸の衝突は，ア
ジア大陸全域のテクトニクスに影響を及ぼしていること
が述べられている．最後に第 15 章では「ヒマラヤ山脈
形成のメカニズムを探る」と題し，ヒマラヤ山脈形成の
歴史を地震波トモグラフィーの情報も加えつつ総括して
おり，これまでの多岐にわたるストーリーを最後にまと
めて理解するのに役立っている．取り上げた章の中で，
衝突境界とされているインダス－ツァンポ縫合帯につい
てもう少し解説があると良かったとも思うが，本書はチ
ベット高原からベンガル湾に至るまでのヒマラヤを横断
する各地帯の形成史をほぼ網羅している解説書としては
他に類を見ないものであり，地質学を学ぶ学生やヒマラ
ヤ造山運動に関心をもつ研究者に一読を薦めたい．
 ＜東京大学出版会，2023 年 3 月，B5 判，240 頁，7,200 円＋税＞

  ［たかぎ　ひでお　早稲田大学教育・総合科学学術院教授］
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● 巨大災害からの復興の
　 系譜を見直す

北原糸子 著
震災復興はどう引き継がれたか　
関東大震災・昭和三陸津波・東
日本大震災
評者 地引泰人　
　本書は，東日本大震災の復興の基本方針は，関東大震
災の復興の基本方針に遡ることができる，という仮説を
検証することを目的とした大著である．著者は災害史研
究の第 1 人者であり，著者自身の言葉を借りると「災害
救済についての研究」，「歴史災害研究」を続けてきた．
折しも，関東大震災から 100 年を迎えた今年に本章は刊
行された．本稿では，原著の構成を簡潔に紹介し，その
後，評者なりの理解にもとづき 3 つの特徴を説明する．
最後に，本書の課題と評者の所感を述べる．
　本書は 3 部構成である．第 I 部は書下ろしで，関東大
震災─昭和三陸津波─東日本大震災の連関についての考
察であり，本書のタイトルそのものに応える内容であ
る．第 II 部は，2011 年に朝日新聞出版から刊行された
著者の書籍の再版であり，関東大震災の社会史を扱って
いる．最後に，第 III 部では，関東大震災の関係資料が
整理されている．
　評者として，まず，私が紹介したい 1 つ目の特徴は，
研究課題設定の独自性が際立っていることである．1923
年発生の関東大震災，1933 年発生の昭和三陸津波，そ
して 2011 年発生の東日本大震災の 3 つの事例を比較す
るには，発生時期，社会的背景や法制度，ハザード特性
などが異なるため，比較は難しいと考えてしまいがちで
ある．しかし，著者はそこで思考停止してしまうのでは
なく，既往研究や資料群を丹念に検討し，「復興の進め
方」，「復興とはどうあるべきなのか」という次元で 3 つ
の事例の関係性を説明するという課題設定をしてみせた
ところに，本書の最大の特色があると感じた．
　本書の 2 つ目の特徴は，人文・社会科学分野における
データ収集とデータの活用について考えさせられた点で
ある．第 II 部において，「行政簿冊」から両毛線沿線に
逃れた避難民の受入を分析するという着想を得たこと
が，ごく簡潔に記述されている．私は，このことに，デー
タ収集とデータの活用方法に目を見開かされる思いがし
た．行政資料の情報公開が進んでいるが，恥ずかしなが
ら評者は歴史的な資料発掘にまで思いを巡らすことがで
きなかった．しかし，著者は情報公開制度を活用し，着

実に行政簿冊を収集している．第 III 部においては，東
京都慰霊堂に保管されている「震災死亡者調査票」によ
る，関東大震災における避難者の動向の解明が紹介され
ている．本書執筆当時は，この調査票の全数調査はでき
なかったようであるが，震災発生後の 100 年を契機とな
る 2023 年に，すべての調査票のデータ化と研究目的に
限っての閲覧が可能になるという報道があった（時事通
信による）．著者の取組みの今後の展開が期待され，継
続的なデータ収集の重要性を再認識した．
　特徴の 3 つ目は，重要な文献情報を提示していること
である．昭和三陸津波と東日本大震災の復興手法の類似
点や，復興策の継承を論考した既往研究として，岡本健
太郎氏と後藤・安田記念東京都市研究所の著作が紹介さ
れ，著者の論考の土台となっていることがわかる．学術
書籍として，重要な文献を読者に示すことは当然のこと
ではあるものの，災害史研究の第 1 人者である著者が本
文内で繰り返し言及する文献は，読者の理解をさらに深
める情報としてとても有用である．
　最後に，本書の課題について触れたい．すでに著者本
人が述べていることだが，「福島第一原子力発電所の事
故からの復興」は分析対象外とせざるをえなかったこと
が本書の課題である．しかし，評者個人の認識では，福
島第一原子力発電所の事故からの復興の理解・説明の難
しさがあり，これは，本書の価値を損ねるという類の問
題ではなく，評者を含めて，今後の研究者の課題である
と思う．
　評者の専門である国際防災政策では，仙台防災枠組で
提唱された「Build Back Better（より良い復興）」が有
名である．本書は「原形復旧ではなく改良された復興」
という信念が，関東大震災から昭和三陸津波を経て東日
本大震災へと引き継がれてきたことを指摘しており，わ
が国の文脈を国際防災政策の取組みに位置づけることを
考えさせられた．

参 考 文 献

後藤・安田記念東京都市研究所．2017．『東日本大震災か
らの復興と自治─自治体再建・再生のための総合的研
究』．https://www.timr.or.jp/publish/200_all.pdf（2023
年 10 月 6 日閲覧）

時事通信．「死者調査票」5 万枚公開へ　研究者対象，「検
証進む」と歓迎─関東大震災 100 年，2023 年 08 月 17
日 07 時 11 分．https://www.jiji.com/jc/article?k=2023 
081600558&g=soc（2023 年 10 月 6 日閲覧）

岡本健太郎．2017．『「三陸津波」と集落再編─ポスト近
代復興に向けて』，鹿島出版会．
＜藤原書店，2023 年 1 月，A5 上製，512 頁，5,300 円＋税＞
［ぢびき　やすひと　東京大学大学院情報学環総合防災情報 

研究センター客員准教授］
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【訂　　　正】
　「地震ジャーナル」75 号（2023 年 6 月 20 日発行）に掲載された「今村明恒著「地
震の征服」（南郊社，1926）について」（62～64 ページ）の URL に不備がありました
ので，以下のように訂正いたします（津村建四朗）．

訂正箇所：64 頁

訂正前：
https://www.amazon.co.jp/%E5%9C%B0%E9%9C%87%E3%81%AE%E5%BE%81
%E6%9C%8D-%E5%9B%BD%E7%AB%8B%E5%9B%B3%E6%9B%B8%E9%A4%A
8%E3%82%B3%E3%83%AC%E3%82%AF%E3%82%B7%E3%83%A7%E3%83%B3-
%E4%BB%8A%E6%9D%91%E6%98%8E%E6%81%92-ebook/dp/B01B5XMFW6

訂正後：https://dl.ndl.go.jp/pid/1019981/
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藤岡達也　著
SDGsで考える日本の災害 ① 地震・津波

大修館書店，紙版，2023 年 4 月，B5 判，64 頁，3,200 円 
＋税

日本建築学会　編集
地盤震動研究とその応用

日本建築学会，紙版，2023 年 4 月，B5 判，423 頁，6,000
円＋税

武村雅之　著
関東大震災がつくった東京 首都直下地震へどう
備えるか

中央公論新社，紙版・電子版，2023 年 5 月，四六判，
248 頁，1,800 円＋税

大学女性協会　編
災害の記憶をつなぐ

すぴか書房，紙版，2023 年 5 月，四六判，216 頁，1,800
円＋税

国崎信江　監修
防災学習ガイド もしものときにそなえよう 地震

金の星社，電子版，2023 年 6 月，3,200 円＋税

北國新聞社　編
珠洲地震 特別報道写真集 2023.5.5

北國新聞社，紙版，2023 年 5 月，A4 判，64 頁，909 円
＋税

蜷川雅晴　著
教養としての地学 激変する地球の未来を読み
解く

PHP 研究所，紙版，2023 年 6 月，A5 判，192 頁，1,750
円＋税
　　　　　　電子版，2023 年 6 月，1,455 円＋税

杉村　新　著
大地の動きをさぐる

岩波書店，紙版，2023 年 6 月，A6 判，308 頁，1,520 円
＋税

藤井敏嗣　著
火山 地球の脈動と人との関わり

丸善出版，紙版・電子版，2023 年 6 月，新書判，280 頁，
1,500 円＋税

小池　武　著
ライフラインの耐震設計法

京都大学学術出版会，紙版，2023 年 8 月，A5 判，280
頁，3,800 円＋税

森まゆみ　著
聞き書き・関東大震災

亜紀書房，紙版，2023 年 8 月，四六判，340 頁，2,000 円 
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　　　　　電子版，2023 年 9 月，2,000 円＋税

小滝　晃　著
次の関東大震災までに何をなすべきか「3・11」
からの教訓

中央公論新社，紙版・電子版，2023 年 8 月，四六判，
192 頁，2,000 円＋税

五百旗頭真　著
大災害の時代 三大震災から考える

岩波書店，紙版，2023 年 8 月，A6 判，394 頁，1,430 円 
＋税

牧　紀男　著
平成災害復興誌 新たなる再建スキームをめざ
して

慶應義塾大学出版会，紙版，2023 年 8 月，四六判，224
頁，2,500 円＋税
　　　　　　　　　　 電子版，2023 年 9 月，2,500 円＋税

鈴木　晶・小川輝光・藤田賀久　編著
神奈川の関東大震災 100年後の視点
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円＋税

宮地美陽子　著
首都防衛
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石井正己　編
関東大震災 文豪たちの証言

中央公論新社，紙版，2023 年 8 月，文庫判，304 頁，900 
円＋税

神沼克伊　著
巨大地震を生きのびる

ロギカ書房， 紙版，2023 年 8 月，四六判，252 頁，2,200 円＋税 
電子版，2023 年 9 月，2,200 円＋税

中島陽一郎　著
関東大震災 その実相と歴史的意義 新装版

雄山閣，紙版，2023 年 8 月，A5 判，296 頁，3,000 円＋税

北原糸子・武村雅之・鈴木　淳・森田祐介・高野宏康　著
関東大震災絵図 揺れたあの日のそれぞれの情景

東京美術，紙版，2023 年 8 月，B5 判，144 頁，2,600 円
＋税

目黒公郎　著
首都直下大地震 国難災害に備える 関東大震
災 100年 防災対策の意識改革，コストからバ
リュー，そしてフェーズフリーへ

旬報社，紙版，2023 年 8 月，A5 判，152 頁，1,600 円＋税

ニコラス・シュラディ　著，山田和子　訳
リスボン大地震 世界を変えた巨大災害

白水社，紙版，2023 年 8 月，四六判，288 頁，3,800 円＋税

旧制第一高等学校の生徒たち　著，木戸崇之・竹田亮子　編
一高生が見た関東大震災 100年目に読む，現代
語版 大震の日

西日本出版社，紙版，2023 年 9 月，四六判，514 頁，2,400
円＋税

小薗崇明・東京都慰霊協会　著
写真集 関東大震災 被害→避難→救援→慰霊→
復興

西日本出版社，紙版，2023 年 9 月，B6 横変判，200 頁，
2,000 円＋税

青山俊樹　監修
都市防災ハンドブック

エヌ・ティー・エス，紙版，2023 年 9 月，B5 判，760 頁，
30,000 円＋税

後藤忠徳　著
日本列島大変動 巨大地震，噴火がなぜ相次ぐ
のか

ポプラ社，電子版，2023 年 9 月，820 円＋税
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ADEP情報

公益財団法人 地震予知総合研究振興会（ADEP）の人事異動について

就任
　　當麻　純一　専務理事（代表理事）  23.  6. 22

採用
　　水 野　 嶺　本部地震防災調査研究部 副主任研究員  23. 10.  1

退任
　　澤田　義博　専務理事（代表理事）  23.  6. 22

退職
　　當麻　純一　地震調査研究センター兼本部地震防災調査研究部 
　　　　　　　　副首席主任研究員  23.  6. 22
　　　　　　　　 （注）専務理事就任に伴う退職
　　　　　　　　　　 地震調査研究センター 所長の職は継続

配置換等
　　山口日出男　本部 事務局長  23.  7.  1
　　　　　　　　（旧）本部 事務局 次長
　　関根　正夫　本部 事務局 参事  23.  6. 30
　　　　　　　　（旧）本部 事務局長

　少し地味では
あるが本誌には
新刊紹介のコー

ナーがある．この記事について紹介
したい．12 月刊行の今号は本年 4
月から 9月までの半年間に出版され
た書籍（紙版と電子版）をいくつか
のWeb 等で情報収集し，その中か
ら編集委員らによる投票をもとに委
員会で選考を行っている．本年は関
東地震 100 周年ということもあり，
特に 8月頃から関東地震や震災に関
する新刊書が急増した．本誌は地震
に関係する理学・工学関係の論説や
書評が主体であるが歴史・社会学的
な論説等も取り入れるようにしてい
る．さらには，数少ないもののジャー
ナリズム，文芸関係の記事も時には
取り入れるなどしていることもあっ
て，その分野の書籍も新刊紹介の候
補には入れるようにしている．この
ためか，とりわけ震災やその後の
100 年という切り口で書かれたさま
ざまな分野の新刊書がたいへん多く
なり，情報収集の段階で本誌の性格
になじまなさそうな書籍を除外して
候補リストを作成し投票を依頼し
た．それでも，通常よりかなり多数
となり，投票された諸氏も困ったの
ではなかろうか．短期間での選考と
いうこともあり，ひょっとすると重
要な図書が漏れているかもしれない
との懸念が残るがやむを得ないとこ

ろだろう．
　さて，今号も執筆をお願いした先
生方にはたいへん興味深い記事をご
寄稿いただいた．先号の特集号と異
なり，今号は通常に戻っていろいろ
な分野の方々からご執筆をいただい
たのであるが，期せずして津波の話
題が複数取り上げられた．防災科研
の久保田先生には 2022 年 1 月に発
生したトンガ火山の噴火に伴う津波
に関してたいへん興味深い論説をご
寄稿いただいた．また，JAMSTEC
の松本先生にお願いした海底津波計
の論説でもトンガ火山の噴火による
津波に関する記録が紹介された．さ
らに，気象庁OBの山本先生には津
波予報 100 年というタイトルで津波
予報がいかに難しいものであるか，
との論考をいただいた．これらを合
わせ読むことにより，津波の発生過
程の多様性や記録の取り方，またそ
の予報の難しさについてよく理解が
できる．複数の記事を合わせ読むこ
とで津波についてより理解が深まる
のではないだろうか．こういうとこ
ろが編集者としての醍醐味かもしれ
ないと感じた次第である．
　最後になったが，冊子体を受け取
られている方々はすでにお気づきの
ことと思うが，最近本誌の体裁を少
し変更させていただいた．たとえば
巻頭エッセイをこれまでの表紙裏か
ら第一頁に移動したこと，最後の編

集後記を裏表紙裏から最後の頁に移
動したこと，また，各記事の最後の
著者紹介の写真をはずしたこと，な
どである．これらは先号で紹介し
た，本誌が J-Stage に登載されるこ
とになったことを契機としてページ
構成等を見直したものである．この
ような措置により，「地震ジャーナ
ル」がより多くの方々の目に触れる
ことを期待したい．
  （T.K.）
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